
人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

　人権教育・啓発の推進にあたっては、「人権教育のための国連10年」に

関する国内行動計画及び国の「人権教育・啓発に関する基本計画」によっ

て位置付けられた重要課題である女性、子ども、高齢者、障がいのある人、

同和問題、外国人、HIV感染者、ハンセン病患者、また、近年では、イ
ンターネットを通じた人権侵害、性的少数者の人権、災害時における人権

への配慮など、新たな人権課題を含めた様々な人権課題について、法の下

の平等、個人の基本的人権の尊重の視点から積極的な取組を行います。
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

1　女性

①人権尊重と男女平等が確保された社会づくり

②女性（異性）に対するあらゆる暴力の根絶

施策の方向 ③政策・方針決定過程への女性の参画促進

④ワーク・ライフ・バランスの推進

⑤生き生きと暮らせる活力ある社会づくり

　女性の人権問題とは、性に基づく不平等や差別、偏見、暴力などによっ

て女性の人権と自由の享受が妨げられているという問題です。

　男女平等についての取組は、女性の地位向上を目指し、昭和50（1975）

年を「国際婦人年jと定めたことを契機に世界的な気運が高まり、昭和54

（1979）年には女子差別撤廃条約が採択され、従来見過ごされてきた固定

的な女性の役割、男性の役割という意識を変えていくこと、地域社会にお

ける慣行や習慣を見直すべきことが提言されるなど、女性の役割・権利に

ついての認識が大きく進展してきました。

　また、平成7（1995）年に北京で開催された第4回世界女性会議におい
て採択された「北京宣言及び行動綱領」では、V女性の権利は人権である」

とうたわれています。

　国においては、平成11（1999）年に改正された「雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（以下「男女雇用機会均

等法」）、同年に施行された「男女共同参画社会基本法」、平成13（2001）

年施行の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以

下「DV防止法」）、平成27（2015）年8月に制定された、「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」）、令和元

（2019）年5Hには、「女性活躍推進法」等の一部が改正されるなど、各種法律や制

度等が整備され、男女が社会のあらゆる分野で参画する機会の確保や男女共同参画

社会の実現に向けて、様々な取り組みが進められています。

　市では、平成8（1996）年に「フレッシュプランのだ」を策定し、男女

共同参画社会の実現に向けて、総合的、計画的に様々な施策に取り組むこ

ととし、その後計画期間の終了に合わせて、平成17（2005）年に「野田市

男女共同参画計画」を策定し、平成21（2009）年度と平成26（2014）年度

の改訂を経て、現在まで男女共同参画に関する諸施策を推進してきまし

たが、令和元（2019）年度の改訂で「第4次野田市男女共同参画計画」を

策定し、（2020）年度以降は、当計画に基づき、具体的施策に取り組みま
す。

　「人権意識調査」の結果では、「女性の人権に関することで、どのよう
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

なことが問題だと思いますか」との問いに対して、「就職時の採用条件、

仕事の内容、昇給昇進における男女差など、職場における男女の待遇の違

いがあること」との回答が18．4％で最も多く、次いで「男は仕事、女は家

庭といった男女の固定的な役割分担意識があること」が15．8％、「セクシ

ュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」が14．3％と高い関心が示され
ました。

　男女共同参画の視点に立った意識改革や女性（異性）に対するあらゆる

差別や暴力がなくなる人権尊重に向けた施策の充実が課題となっていま
す。

F
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人権教育・啓発に関する野田市行動計顧（第3次改訂版）

　　　Pt；ev　　・　醗　　雲≡＝＝　：：・　　　r，l　nt　　　　x

　女性の様々な分野への参画、就労、仕事と家庭の調和、配偶者等からの

暴力等において課題が残されています。また、職場や家庭、地域では男女

の固定的な役割分担意識は依然根強いものがあります。

　こうした中、経済分野において、成長の担い手としての女性の活躍への

期待が高まっており、仕事と生活、特に子育て、介護等との両立を進め、

女性が活躍できる環境の整備が求められています。

35



人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

ア、　意識啓発の充実

　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課、子ども家庭総合支援課、

　　　指導課、人事課）

　　「野田市男女共同参画計画」に基づき、男女がそれぞれに自立し、互い

の人権を尊重する社会を作るためには、男女の固定的な役割分担意識を
解消し、学校・家庭・地域など社会の各分野において男女共同参画を推進

する教育・啓発が重要です。

　男女共同参画に関する講座やセミナー等については、より市民の関心

を引くテーマや講師を選定するとともに、地域資源等を生かして幅広い

テーマで男女共同参画につなげるような工夫を行い、参加者を増やすた
めの取組が求められています。

　また、急速なSNSの普及に伴い、若者の間で発生しているデートDV
の低年齢化が進んでいることやモデルやアイドルのスカウトや高収入ア

ルバイトへの応募をきっかけに性的な行為を強要されるなど、アダルト

ビデオ（AV）への出演強要や女子高生（JK）による接客を売りにした
「JKビジネス」と呼ばれる、若年層の女性を中心に性的な被害を受ける

問題が発生しており、今後、これまでの取組をどう拡大するかが課題とな

っています。

　職場における女性への人権侵害行為であるセクシュアル・ハラスメン

トやパワーハラスメントが問題となっており、企業などに対し、相談窓口

の周知と整備を指導するとともに、職場研修を行うなどの防止対策の取

組を働きかける必要があります。

　職場における女性への人権侵害行為であるセクシュアル・ハラスメントやパワー

ハラスメントについて、企業などに対し、相談窓口の周知と整備を指導するととも

に、職場研修を行うなどの防止対策の取組を働きかけます。
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

・DVやセクシュアル・ハラスメント問題などを含む女性が抱える悩み
　や問題に対しカウンセリングを中心とした「女性のための相談」の実

　施
・ 男性ならではの悩みや問題について、男性カウンセラーによる「男性

　のための電話相談」の実施

・一般向け講演会等の開催方法等の工夫及び目的別に沿って対象を絞

　った講演会や出前セミナーの充実・拡大
・市役所・支所の行政資料コーナーにおける男女共同参画に関する冊子、

　チラシ等の設置による情報提供
・興風図書館内及びせきやど図書館内の女性情報コーナーにおける、女

　性をテーマとした様々な分野の蔵書の充実
・ 意識啓発や情報提供のため、男女共同参画推進だより「フレッシュ」

　の発行回数の拡大
・キャリア教育及び学校人権教育や男女平等教育の実施

・デートDV啓発及び防止に向けた、市内高校を対象にした講演会の実

　施
・ 市内中学校における、教職員も対象としたデートDVに関する講演会

　の実施
・市ホームページ等における情報提供、DV相談等の相談者に対する各

　支援策の内容説明及び分かりやすい情報の提供
・ 市職員に対する、男女共同参画の視点を取り入れた研修及びDVや児
　童虐待等の人権侵害につながるあらゆる相談に対応するための、相談

　窓口の充実
・ 各種イベント等に合わせた、人権に関する啓発活動や出前講座の実施

“．9　・　繊・ ・　、、・　　　，　．　≡　　9　f・　ti

　女性に対する人権侵害であり、女性の尊厳を汚し傷つけるものとして、

DVやセクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為などの問題がありま
す。

　また、DVは児童虐待と密接な関係があることから、DVと児童虐待を

一体化した支援を推進する必要があります。

　DVについて、相談件数が毎年度増加しており、平成30（2018）年度に

は114，481件の相談が全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられて
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

います。

　若者の間でデートDVが発生するなどDV被害の低年齢化や、交際相
手からの暴力が社会的な問題となる中、被害者やその家族が命を奪われ

る痛ましい事件も発生していることから、平成25（2013）年7EにDV防
止法が改正され、これまでの配偶者（事実婚を含む）に加えて生活の本拠

を共にする交際相手からの暴力及びその被害者についても法の適用対象

とし、平成26（2014）年1月3日に施行されました。

　DVなど女性に対する暴力や女性の人権を侵害する行為への対応とし
て、「野田市ドメスティック・バイオレンス総合対策大綱」及び「野田市

男女共同参画計画」に基づき、「DV相談」や「女性のための相談」など

を通じて、関係各課との連携を図り、問題解決に向けた支援を進めていま
す。

　また、DV被害世帯の子どもたちは、親の暴力を目撃することで、精神
的負担を強いられていることから、児童虐待防止へ向けて、関係各課との

連携を図り、問題解決に向けた支援を進めています。

1
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

ア．　DV対策の強化（担当課：子ども家庭総合支援課）

　要保護児童対策地域協議会調整機関としての機能と、子ども家庭総合

支援拠点としての機能を持ち、児童虐待と密接な関連のあるDV被害者
支援も行う子ども家庭総合支援課を令和元（2019）年10月に新設し、児童

相談所や警察などの関係機関との情報共有による連携を強化し一体的に

支援しています。また、DVや児童虐待の早期発見や二次的被害等を防ぐ

ための、DVや児童虐待等を担当する職員等のスキルアップを図る必要
があります。

　DV対策については、配偶者暴力相談支援センターとして、「野田市ド

メスティック・バイオレンス総合対策大綱」に基づき、DV被害女性の相

談・保護・自立までを一体的に支援しています。

　具体的には、市営住宅を目的外使用し、シェルター入所中の被害女性が

精神的ケアと経済的自立に向けた生活の準備をするために活用するステ

ップハウスや、居住の安定を図るため、DV被害女性に対する市営住宅入

居資格条件の緩和といった制度を実施しています。

　また、緊急に居住の場を確保する必要があるシェルター入所中の被害
女性で、市内の民間賃貸住宅へ入居しようとする低額所得者に対し、賃貸

借契約時に要する家賃等の費用の一部を助成する、民間賃貸住宅入居時

家賃等の助成も行っています。

　さらに、市内の民間賃貸住宅への入居が困難なシェルター入所中又は
入所していた被害女性世帯に対し、民間賃貸住宅情報の提供、民間保証会

社や既存の福祉サービスを活用した入居保証及び居住継続支援を行うと

ともに、低額所得者などには家賃等保証委託契約費用の一部を助成する

住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援も実施しています。

　しかし、周知に努めているものの活用されていないため、使い勝手を良

くするよう制度の見直しを行うとともに、今後の利用に備え、施設の維持

管理を行いながら、更なる周知を図る必要があります。

　子ども家庭総合支援課の機能充実を図り、虐待と関連性の強いDV支
援についても、啓発、相談、支援等を一体的に実施していきます。また、

DV被害女性に寄り添った支援を進めます。
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

・ 子ども家庭総合支援課の機能の充実
・ DV被害者としての母子を一体的に支援する体制の構築

・児童相談所や警察などの関係機関の情報共有や連携体制の強化
・ DVや児童虐待の早期発見や二次的被害等を防ぐための、担当職員等

　のスキルアップ研修の実施
・ 関係課と連携したDV被害者情報の漏洩対策の強化・徹底
・ DV被害女性が相談しやすい環境づくりを心がけるとともに、被害女

　性の意思を最優先に据え、本人の心情や置かれている状況等に十分に

　配慮した上での相談対応
・支援策や法制度の分かりやすい説明・提示、窓口の一層の整備・充実

　等、DV被害女性に寄り添った、きめ細かな対応
・ 警察等の関係機関と連携を図り、保護を求めているDV被害女性の安

　全確保を図るとともに、自立に向けた各種支援の継続

・DVシェルター入所中のDV被害女性に対し、退所後の自立生活に必
　要な経費助成の継続
・ DVシェルター入所後に精神的に不安定になるDV被害女性に対し、
　市内精神科医によるカウンセリングに必要な経費助成の継続
・ DV被害女性が他自治体での自立を目指すに当たり広域的な対応を
　図るため、受入側の自治体に対する理解と協力の要請及び受入側の自

　治体への情報提供と支援協力

・情報の共有化を図り、迅速な対応を取るため、「野田市ドメスティッ

　ク・バイオレンス対策協議会」の開催及び事例発表等を通じた情報交

　換
・ 市職員に対する、関係各課がDV被害者支援に係る共通の認識を持ち

　つつ、連携を強化し、並びに二次被害を防止するための「DV被害者
　支援マニュアル」に基づく対応の徹底

｝

L

E

イ．　ストーカー等に関する対策の実施

　　　（担当課：子ども家庭総合支援課、人権・男女共同参画推進課）
｝

ストーカー事案の相談等は、平成30（2018）年中21，556件で、平成24

（2012）年以降、依然として高水準で推移しており、深刻な問題となって
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

います。（警察庁「平成30年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴

力事案等への対応状況について」参照）

　平成29（2017）年に「ストーカー行為等の規制等に関する法律（ストー

カー規制法）」が改正され、「禁止命令等処分制度」の見直しにより、LI

NEやTwitter等のSNSでのメッセージの連続送信や、個人のプログへ
の執拗な書き込みが、つきまとい行為に追加されました。

ストーカー行為等に関して、広範囲な情報提供と啓発に努めます。

・ 男女共同参画推進だより「フレッシュ」へのストーカー行為等に係る

　内容や被害を受けた場合の対応窓口等の掲載

・　el　・　醗，tSl ・一　　「c　田　　　夢　　e　垣　ダ

　男女共同参画社会の形成を図る上で、様々な活動の場における政策・方

針の決定過程に男女が共に参画し、等しく意見が反映されることは重要
なため、「野田市男女共同参画計画」に基づき、あらゆる機会を捉えて啓

発に努めます。

ア．　審議会等における女性委員の登用率の拡大

　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課）

　市では率先して女性の参画を推進するため、各種審議会等への女性委

員の割合の目標を50％にするとともに、女性委員のいない審議会等の解

消を図ることとしています。
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

各種審議会等への女性委員の目標登用率の維持・拡大を図ります。

・各種審議会などにおける、女性委員の登用率の維持・拡大及び女性委

　員のいない審議会等の解消

イ．　職場に関する施策の推進

　　　（担当課：人事課、人権・男女共同参画推進課）

　男女共同参画社会の形成を図る上で、様々な活動の場における政策・方

針の決定過程に男女が共に参画し、等しく意見が反映されることが重要
です。

　職場では積極的に女性職員の登用を促進し、企業などにおいても、方針

などの決定の場に女性が参画できるよう、あらゆる機会を捉えて啓発に
努める必要があります。

　

1

　女性職員の能力向上を図るための研修を実施し、人材育成に努めます。

　職場では積極的に女性職員の登用を促進し、企業などにおいても、方

針などの決定の場に女性が参画できるよう、あらゆる機会をとらえて啓
発に努めます。

・女性職員の能力向上を図る研修の実施
・ 積極的な女性職員の登用の促進及び企業などにおける女性参画を啓

　発する機会の充実
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　誰もが、仕事、家庭生活、地域活動、個人の自己啓発など、様々な活動

を自分の希望するバランスで実現するため、ワーク・ライフ・バランス（仕

事と生活の調和）を推進します。

ア．　ワーク・ライフ・バランスについての啓発の推進

　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課、商工観光課、公民館）

　男女が多様なライフスタイルに応じた働き方ができるよう、企業など

へ「男女雇用機会均等法」の周知徹底を含め、就労の機会均等や職場にお

ける昇給・昇格、能力開発、性別役割分担意識の解消など男女平等の啓発

に努めています。

　誰もが、様々な活動を自分の希望するバランスで実現するため、ワー

ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進します。

・野田市無料職業紹介所、野田地域職業訓練センター及び商工観光課窓

　口における労働関係資料の提供や、事業主に対する講演会、講座等の

　開催
・ ひとり親の職業能力開発をするため、ひとり親家庭就業支援パソコン

　講座の実施、及びパンフレットやチラシ等による周知、活用の促進
・ 男性の地域参画を促進するため、生涯学習センター及び公民館で地

　域の学習機会として行われている、男性の料理教室の内容等を紹介

　するなどの情報提供
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イ．　職場に対する施策（担当課：人事課）

　育児休業・介護休業制度など、仕事と育児・介護が両立できる制度と取

組について普及を図るとともに、「野田市特定事業主行動計画」に基づき、

市職員に対しての仕事と子育ての両立支援を図っています。

　男女が多様なライフスタイルに応じた働き方ができるよう、企業など

へ「男女雇用機会均等法」の周知徹底を含め、就労の機会均等や職場にお

ける昇給・昇格、能力開発、性別役割分担意識の解消など男女平等の啓発

に努めています。

　なお、「野田市特定事業主行動計画」策定の根拠となる「次世代育成支

援対策推進法（平成27（2015）年3月までの時限立法）」は、10年間延長

されたため、平成28（2016）年4月1日から令和2（2020）年3月31日の
期間における「野田市特定事業主行動計画」を平成27（2015）年度に策定

しました。当計画については、令和2（2020）年3E31日で計画期間が終
了することから、次期計画の策定を進めております。

F
E

｝

　ワーク・ライフ・バランスを実現させるための環境整備として、職場環

境や子育て環境の整備、子育て支援策の充実を図ります。

　育児休業・介護休業制度など、仕事と育児・介護が両立できる制度と

取組について普及を図ります。

「野田市特定事業主行動計画」に基づく、市職員に対しての仕事と子

育ての両立支援

E

・　「野田市特定事業主行動計画」に基づく措置の実施状況の市役所及び

　いちいのホールの行政資料コーナー、市ホームページでの定期的な公

　表

44



人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

“

職e　・　翻 、　、、　　s・　亀　　念

　男女がその健康状態に応じて適切に自己管理を行うことができるよう
にするための健康教育、相談体制を確立するとともに、性差に応じた的確

な医療である性差医療を推進していきます。

　また、高齢化が進む中、介護の負担を要介護者の家族、とりわけ女性に

集中することなく、社会全体で支える体制の構築を図るとともに、さらに、

高齢者が自立して社会参加できるよう、地域との連携を図っています。

ア．　　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」の推進

　　　（担当課：保健センター）

　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」に基づき、全ての市民が健

康で、自分らしく生き生きと地域で生活ができ、こころ豊かなまちづくり

を目指すため、各種事業を進めています。

　集団健康教育は、健康増進法に基づき4◎～64歳の年齢の者を対象とし、

講演会や各種教室を開催しているものの、当該年齢層の参加者が少ない

状況にありますので、参加者の増加に向けた実施方法を検討する必要が
あります。

　両親学級については、土日開催により、男性参加割合が増加しています

が、まだ偏っている傾向があるため、定員や回数等を検討する必要があり
ます。

　また、父子手帳の交付・妊婦体験・産後うつの講話等母親の負担軽減、

父親の育児協力の促しにつながる内容を実施しています。

　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」に基づき、全ての市民が健

康で、自分らしく生き生きと地域で生活ができ、こころ豊かなまちづくり

を目指すため、各事業を進めていきます。

　今後も、妊娠・出産・育児まで男女が協力していけるような支援体制の

充実に努めます。
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・　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」を基に、①健康寿命の延伸、

　②生活習慣の改善、③子どもの健やかな成長を柱として、「個人、家庭

　でできること」、「地域・職場でできること」、「行政が支援できることj

　に区分けした事業の展開

・個々の健康状態に応じて適切に自己管理を行うことができるよう健
　康教育や相談事業を実施
・ 妊娠・出産・育児に係る支援体制にっいては、妊娠中から家族で妊娠・

　出産・育児に対する意識の向上が図れるよう、妊娠届出時の保健師の

　面接を継続し、適切な情報の提供
・両親学級においては配偶者が参加しやすいよう開催日を検討します。

　また、正しい知識の普及とともに、妊婦・配偶者の仲間づくり、情報
　交換、父親の育児参加の支援継続

E
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2　子ども

①児童虐待防止対策の強化

②ひとり親家庭の自立支援の推進

施策の方向 ③子どもの安全の確保

④子育て支援サービスの充実

⑤子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

　子どもの人権問題とは、児童虐待、いじめといった子どもに対する直接

的な危害のほか、子どもの心身の健全な成長が妨げられることに関する
問題です。

　国は平成6（1994）年にY子どもの基本的人権の保障をうたった児童の
権利に関する条約」（子どもの権利条約）を締結し、同年、「子育てと仕事

の両立支援」を軸とした9今後の子育て支援のための施策の基本的方向に

ついて」（エンゼルプラン）を策定しました。

　これをきっかけとして、多様な保育の推進など様々な方策を講じてお
り、平成15（2003）年には、「次世代育成支援対策推進法（平成27年（2015）

年3月までの時限立法）」により、要保護児童へのきめ細かな対応、障が

い児施策の充実など、子どもの人権に関する取組を含めた行動計画の策

定を市町村の責務としました。

　また、子ども・子育てをめぐる様々な課題を解決するため、平成24（2012）

年8月に「子ども・子育て支援法」が公布され、平成27（2◎15）年4月
に本格施行されました。

　平成28（2016）年には、「児童福祉法」が一部改正され、子どもの権利

条約の精神が法の理念として明確に定められました。

　市では平成12（2000）年に「野田市エンゼルプラン」を、平成17（2005）

年にf次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画を包含した「野田市

新エンゼルプラン」を策定し、平成22（2010）年に、「次世代育成支援対

策推進行動計画」の後期計画を包含する「野田市新エンゼルプラン（後期

計画）」を策定しました。

　平成27（2◎15）年には、「次世代育成支援対策推進法」が1◎年間の延長

となるとともに、行動計画の策定は任意となったことから、「子ども・子

育て支援法」の事業計画との一体化が可能となりました。そのためY子ど

も・子育て支援法」に基づく事業計画を包含する「野田市エンゼルプラン

第4期計画」を策定し、待機児童対策や妊娠期から18歳まで切れ目ない支

援を行う「子ども支援室」の創設、児童虐待防止やひとり親家庭の支援な

どを引続き重点施策として取り組んできました。
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　令和元（2019）年度で現計画が期間満了となることから、「子ども・子

育て支援法」の事業計画（第2期計画）を包含する「野田市エンゼルプラ

ン第5期計画」を策定し、今後は当計画を基に施策を推進していきます。

　なお、次期計画では、教育・保育の無償化への対応や子ども館の整備な

ど子ども達が未来に希望を持てるよう、子どもと子育て世代への支援の
充実に努めてまいります。

　目標（1）「様々な場における人権教育・啓発の施策の推進jで述べた

人権教育・啓発のための取組と併せ、野田市エンゼルプラン第5期計画に

基づき推進される次の世代を担う子どもたちの育成への取組により、子

どもが生命の大切さを理解し、自分を大切にするとともに他人の気持ち

を思いやる心を持ち、健やかに成長することができるよう以下の施策を
推進していきます。
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（問16）あなたは、子どもの人権を守るためには、どのようなことが必要だと思い

　　　ますか。（複数回答・3つまで）

一
　子どものための相談・支援体制を充実する

　　子どもの人権を守るための教育・啓発活動を

　　　　　　　　　　　　　推進する

　　　　　　教師の資質や能力を高める

親などへの教育、相談・支援体制を充実する

子どもに自分も人も大切であることを教える

　　　　　　　子どもの人格を尊重する
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　子どもを取り巻く環境は、大きく変化してきました。核家族化など家族

形態の変容、ライフスタイルの多様化などにより、地域の人間関係の希薄

化、地域コミュニティの弱体化、家庭・地域の教育力などの低下、高齢者

や困難を抱えた親子などの孤立などが考えられます。また、これらの変化

に伴い、子育てについての悩みや不安を多くの家庭が抱えながらも、地域

の協力が得られず、身近に相談できる相手がいないため、子育ての負担が

母親へ集中し、子育ての孤立化、児童虐待の増加といった課題も示されて
います。
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ア．　児童虐待の防止意識の啓発

　　　（担当課：子ども家庭総合支援課、児童家庭課）

　児童虐待の防止については、これまで、「児童虐待の防止等に関する法

律」（以下「児童虐待防止法」）や「児童福祉法」の累次の改正により、制

度的な充実が図られてきました。一方で、全国の児童相談所における児童

虐待に関する相談対応件数は一貫して増加し、平成29（2017）年度には

児童虐待防止法制定直前の約11．5倍に当たる133，778件となっていま
す。特に、心理的虐待の件数が増加しており、この要因としては、児童が

同居する家庭における配偶者などに対する暴力がある事案（面前DV）に

ついて警察からの通告が増加していることや、児童相談所全国共通ダイ

ヤルの3桁化（189）の広報、マスコミによる児童虐待の事件報道等に
より、国民や関係機関の児童虐待に対する意識が高まったことに伴う通
告が増加していることが考えられます。

　市でも、令和元（2019）年度における、家庭児童相談室の虐待相談対応

件数は、大幅に増加しています。これは、虐待相談窓口が市民に認知され

てきたことに加え、継続的に関係機関等と連携を図り、きめ細かく対応に

当たってきたことが要因と考えられます。また、「人権意識調査」の結果

でも、f子どもへの人権に関することで、どのようなことが問題だと思い

ますか。」という問いに対して、「親などが子どもを虐待すること」の回答

が21．9％と前回よりも1．7ポイント高くなっており、市民の関心の高さ
がうかがえます。

※

『

｜

e

k

　

　児童虐待の早期発見、早期対応に努めるためには、広く市民に啓発する

必要性があることから、あらゆる媒体を活用した啓発に努めていきます。

k

F

・市役所公用車への児童虐待防止のための啓発用マグネットの通年装
　着の実施
・ 市役所正面玄関前広告付き表示板への児童虐待防止のための啓発記

　事の通年放映の実施
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・野田市広告付番号案内表示機での児童相談所全国共通ダイヤル「18

　9」の放映
・ 川間駅南口、七光台駅西口、清水公園駅東口、梅郷駅西口の防災行政

　無線文字表示機能付電光掲示板への児童相談所全国共通ダイヤル「1

　89」の表示
・災害対応型自動販売機メッセージボードへの児童相談所全国共通ダ

　イヤル「189」の表示
・市で使用する封筒への児童相談所全国共通ダイヤル「189」の表示
・ 公共施設や自治会などへの児童虐待防止啓発ポスター、チラシの配布

・市報・市ホームページ等、市や関係機関が作成した資料を活用した啓

　発活動の実施
・ 児童虐待防止推進．月間期間における市内小中学生を対象にしたボス

　ター展や、啓発用懸垂幕の掲示など、啓発媒体を増やしての啓発活動

　の実施
・各種イベント等に合わせた、人権に関する啓発活動や出前講座の実施

イ．　地域、関係機関と連携した児童虐待の防止及び対応

　　　（担当課：子ども家庭総合支援課、児童家庭課）

　柏児童相談所、市内部、学校、関係機関相互の連携不足が判明したこと

から、要保護児童対策地域協議会における、実務の中心的役割を担う実務

者会議の見直しや、関係機関の連携強化を図っています。

　まず、要保護児童対策地域協議会実務者会議を抜本的に見直し、主担当

や関係機関の役割分担、個々の案件の具体的な支援方針を決定する個別

支援会議開催の必要性を議論する場に改めるとともに、必要に応じ積極

的に個別支援会議を開催することで、関係機関の情報共有、支援の検討、

スケジュールの確認等を行い、情報連携の強化を図りました。関係機関等

のうち当該事例に関係し、又は関係する可能性のある者により構成する

ものとされている個別支援会議につきましても、関係機関との連携の下

協議を進めております。

　次に、連携強化、情報共有を図るため、令和元（2019）年11月1目から

児童虐待管理システムを導入し、12月1日からは庁内関係課及び柏児童

相談所に同システムを専用回線でつないで設置することで情報の共有を

図りました。

　野田市児童虐待防止対応マニュアルの見直しに当たっては、現在行わ
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れている千葉県子ども虐待対応マニュアルの見直しでは、内容を一般化
せざるを得ない部分があることから、市と柏児童相談所との関係に特化

したマニュアルを作成することで進めております。その後、保育所や幼稚

園、小中学校、警察等、機関ごとの児童虐待対応マニュアルの分冊を作成

し、連携の強化を図ることとしています。

　その他、地域との連携として、毎月地区民生委員・児童委員定例会に出

席し、情報共有を図っています。

　子ども家庭総合支援課の機能充実、野田市要保護児童対策地域協議会

を構成する地域や関係機関による情報の共有及び連携をさらに進め、児
童虐待の未然防止、早期発見による児童虐待の重篤化の防止を図ります。

　

i

｝

・ 子ども家庭総合支援課の機能充実による児童虐待の未然防止、早期発

　見による児童虐待の重篤化の防止

・教育委員会に新設した子ども家庭総合支援課分室による学校等への

　定期的な巡回

・教職員に対する法的マインドの養成及び子どもの権利擁護のため市

　内小中学校へのスクールUイヤーの配置及び教育委員会アドバイザ
　ーの配置

・学校等から依頼があった場合の、警察官OBの同行訪問の実施
・ポスター展の開催などによる虐待防止啓発事業の実施
・ 進行中の児童虐待の事例について学校等との定期的な情報交換
・ 毎月開催される民生委員・児童委員地区定例会での情報共有
・ 虐待防止対応マニュアルの改訂（令和元（2019）年度、関係機関にっ

　いての分冊は2（2020）年度）
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ウ．　居所不明児への対応（担当課：子ども家庭総合支援課、児童家庭課）

現状・課題

　市における居住実態が把握できない児童についての対応においては、

関係機関と連携し、虐待の発生及び深刻化を予防するための体制を整備

しました。

　今後も、居住実態が把握できない児童が発見された場合には、速やかに

所在が確認できるよう、関係機関と連携のうえ対応します。

迅速かつ適切に、児童の所在の確認を行います。

・ 関係通知やマニュアルを基にした、居所不明児への対応

”．e　・　麟 ”≡；：　夢　≡　　▼　’∀　　E

　国の「母子家庭等自立支援対策大綱」と同時期の、平成14（2002）年に県や他市

に先んじて「野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン」を策定し、ひとり親家庭の

自立に向け、居住の場の確保や就労及び育児支援など総合的な取組を行うこととし

ました。

　その後、平成18（2006）年3月、f母子及び寡婦自立支援法」に基づく「野田市母

子家庭及び寡婦自立促進計画」として改訂し、また、平成22（2011）年度には、「野

田市新エンゼルプラン」の見直しに整合する形で第2次改訂版を策定、さらに平成

26（2014）年度には、重点施策である「ひとり親家庭の自立支援の推進」を図るた

めの計画として「野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン（第3次改訂版）」を策定

し、依然厳しい生活環境に置かれるひとり親家庭の自立支援に一層取り組んでいま

す。
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ア．　ひとり親家庭の自立に向けた施策（担当課：児童家庭課）

　平成30（2018）年8月に実施した「ひとり親家庭等の支援に関する意識

調査（以下「ひとり親家庭等意識調査」）」の結果から、特に母子家庭の母

について、就労している割合は高くなっているものの収入が相変わらず
低く、収入アップのため転職の希望が大きいこと、そのため資格の取得を

希望していることなどが高い意向として現れていることから、ひとり親
家庭の収入増に向けた実効的な施策を推進する必要があります。

　令和元（2019）年度はプランの最終年度に当たることから、「ひとり親

家庭等意識調査」の結果を踏まえ、前回改定と同様に上位計画である野田

市新エンゼルプランの見直しに整合する形で野田市ひとり親家庭支援総

合対策プランの第4次改訂版を策定し、当プランを基にひとり親家庭の
自立に向けた施策を推進していきます。

　また、「ひとり親家庭等意識調査」の結果から、特に母子家庭の母にっ

いて、就労している割合は高くなっているものの収入が相変わらず低く、

収入アップのため転職の希望が大きいこと、そのため資格の取得を希望

していることなどが高い意向として現れていることから、ひとり親家庭
の収入増に向けた実効的な施策を推進する必要があります。

t

・母子・父子自立支援員による相談事業、就業支援、日常生活支援事業

　による生活援助
・ 母子・父子自立支援員による離婚直後の情報提供や相談対応及び相談

　会の実施等による養育費の取得についての周知
・ 母子・父子・寡婦に対する福祉資金の貸付の活用や各給付制度（児童

　扶養手当、ひとり親家庭医療費助成）などの経済的支援

・母子寡婦福祉会の会員相互の交流や情報交換等の機会の拡充
・ ひとり親家庭に向けた求人開拓及び求人情報の提供

・母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業及び高等職業訓練修了給
　付金事業による自立支援
・ ファミリー・サポート・センター利用料助成による子育て支援
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イ．　ひとり親家庭の住宅環境の向上（担当課：営繕課）

　緊急に居住の場を確保する必要があるひとり親家庭及びDV被害女性
で、民間賃貸住宅へ入居しようとする低所得の方へ助成し、ひとり親家

庭の住宅環境の向上を図るため、制度の周知に努めていますが、未だ住

宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の活用実績がありません。近年賃貸

物件の空きが多く物件を借りやすくなっていることや、ご自身で不動産

店に問い合わせできる方が大多数であること、また、契約時の条件とし

て、親族等の緊急連絡先の確保が必要等の条件があり、確保できない場

合、契約できない等の問題があるところですが、更なる制度の周知に努

める必要があります。

　ひとり親家庭の住宅環境の向上について、関係部署と連携し、制度の周

知、利用促進に取り組んでいきます。

・住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援及び民間賃貸住宅入居時家賃等の

　助成の実施

・関係部署と連携した制度の周知、利用促進

・住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の協力不動産店の拡大

n ll　・　鰯 ijeNa藩患

　子どもたちの健全育成と犯罪や事故から守るための良好な環境整備に
向け、関係機関と地域が連携協力してバトPt　・一ルや啓発活動に取り組み

ます。
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ア．　学校や通学路の安全向上のための取組（担当課：青少年課、指導課、

　　防災安全課）

　学校や通学路の安全向上のため、防犯対策訓練の実施や小学校1年生に向けた防犯

教室を実施するとともに、「子ども110番の家」を始めとする緊急避難場所の確保な

どに努めています。また、地域の方々に見守りの推進をお願いしています。

　しかし、毎年行っている緊急避難場所の登録者に対する継続確認の際に、解除する

避難場所もあるため、引き続き登録者の確保が必要です。

　引き続き、子どもたちの健全育成と犯罪や事故から守るための良好な
環境整備を目指します。

・ 防犯対策訓練の実施や小学校1年生に向けた防犯教室の実施

・青色回転灯搭載車両による防犯パトロールの実施
・ 青少年センターによる安全パトロール、街頭補導、環境浄化活動

・野田市学校警察連絡協議会、野田警察署少年警察ボランティア連絡会

　との連携
・ 関係機関と地域が連携協力してのパトロールや啓発活動
・ 各小中学校が発行する学校新聞等の広報紙を通じた、「子ども110番の

　家」を始めとする緊急避難場所登録者の確保

・防災行政無線を利用した、「子どもの見守りのお願い」放送による地域

　の皆さんの見守り推進 E

　家庭や地域での養育力の低下により保護者の育児不安が増大しており、

多様な子育て支援サービスが必要とされています。
E

f
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ア．　多様な子育て支援サービスの実施

　　　（担当課：児童家庭課、保育課、保健センター）

　平成26（2014）年度に「子ども・子育て支援法」を反映させた「野田

市エンゼルプラン第4期計画」を策定し、民間活力の導入により、保育所

及び学童保育所の整備を行い、子育て支援においても多様なメニュ・・一を

揃えてサービスを提供し、新制度で位置付けられた地域子育て支援13事

業に取り組んでいます。

　また、保育所の待機児童と国の定義では待機にカウントされない入所
保留者の解消では、教育・保育施設の新設や既存施設の定員増による対応

を行うとともに、年度末にかけて増加していく低年齢児の待機児童及び

入所保留者の課題については、新制度に基づく小規模保育所等の地域型

保育事業の活用も検討してきました。
　さらに、「子ども支援室」を創設し、妊娠・出産から18歳までの子育て

について、発達障がいなど様々な相談を継続的に行える体制を構築し、妊

娠段階からの相談がワンストップで受けられ、出産後も切れ目ない支援

をしています。

　令和元（2019）年度で現行のエンゼルプランが計画期間の最終年度を迎

えるため、計画全体の達成状況と国の動向等を踏まえプランの見直しを

行う必要があります。

　利用者のニーズに適切に対応した保育サービスの充実に努めます。

　また、令和2（2020）年度から始まる「野田市エンゼルプラン第5期計

画jを策定し、子育て支援の施策を実施していくことと、事業の見直しや

共通化を図ります。

・利用者のニーズに適切に対応した子育て支援及び保育サービスの充

　実
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・ 子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正を踏まえ、既存事業の

　整理拡充や新規事業の実施
・ 幼児教育・保育の無償化の実施
・ 障がい児など特別な支援が必要な子どもの施策の充実

・児童福祉法改正を踏まえた児童虐待防止対策の強化

・新「放課後子ども総合プラン」の推進
・ 子ども家庭総合支援拠点の整備

・新しい子ども館の整備

・子どもの貧困対策計画の位置付け

・　「子ども支援室」による、妊娠期から出産、子育て期にわたる様々な

　相談についての、ワンストップで総合的な支援

・子ども・子育て支援新制度の仕組みと財源を活用した、保育ニーズに

　対応する量の確保や保育所や子育て支援センター等での子育て相談

　や情報提供・子育て親子の交流の場の提供
・　「地域子育て支援センター」に子育てに関する相談、サークルの育成・

　支援情報の提供などの事業、親子の交流の場である9子育てサロン」

　の開設などによる、地域における子育て支援のネットワークづくり

｜

　学校でのいじめや有害情報などに影響された問題行動の解消に向けて、

早い段階から様々な触れ合いを体験できる場を作るなど、生命の大切さ
を理解し、お互いの気持ちを思いやる心を持てるような取組が重要です。

　また、平成21（2009）年4月から「青少年が安全に安心してインター
ネットを利用できる環境の整備等に関する法律（「青少年ネット規制法」）」

が施行され、県においても「千葉県青少年健全育成条例3の一部改正（平

成24（2012）年7．月1日施行）が行われ、保護者、携帯電話事業者、知

事の責任や権限が付け加えられました。　　　　　t

ア．　ブックスタート事業（担当課：興風図書館、保健センター）

　乳幼児期の言葉かけや読み聞かせの大切さを踏まえ、平成16（2004）

年度より乳幼児健診のために保健センターに訪れた際に母子等に絵本を
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贈呈し、併せて図書館の司書等が、子どもに対する読み聞かせの大切さと

家庭におけるコミュXケーションツールとしての絵本の活用法を伝える
という形でブックスタート事業を行っています。

　保育所や学校における読書活動へつながるよう継続性、一貫性を考慮
した取組に努めます。

・乳幼児健診で保健センターに訪れた母子等へ絵本の贈呈

イ．　子どもの社会性と自立心の向上（担当課：指導課）

　近年の変化の激しい社会情勢においては、若者が就職などを通じて自

立し、積極的に社会に参画していくことが困難な時代となっています。

　そこで、「社会に開かれた教育課程」という視点での、学校と地域社会

とのつながりのある授業実践を、小学校の早い段階から発達段階に応じ
たキャリア教育として行っています。異年齢集団活動をはじめ、様々な触

れ合いを体験できる場をつくるなど、良好な人間関係を築く経験が、社会

性と自立心を身に付ける取組として重要です。

子どもの社会性と自立心の向上を図ります。

・ 学校における特別活動や「総合的な学習の時間」を利用した、家庭や

　地域社会、事業所との連携による、異年齢集団活動や自然体験活動、

　職場体験学習などの実施
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ウ．　インターネットによる人権侵害への対策

　　　（担当課：指導課、青少年課、人権・男女共同参画推進課）

　インターネット上では、他人を誹誇中傷する表現、差別を助長する表現、

悪質な差別情報の流布など人権にかかわる問題が発生しています。また、

インタ・一ネットや携帯電話の利用者は低年齢層まで拡大しているため、

学校教育におけるパソコンの授業を通じて、サイト利用やメールマナー

などについて指導することが重要となっています。

　このようなことから、インターネット環境が日々変わっている状況に
対応した最新の情報モラル・ルールなどの研修会・啓発が必要となります。

　「人権意識調査」では、「あなたの関心がある人権問題はどれですか」

という問いに対して、「インターネットによる人権侵害」が12．8％で2番

目に多い回答であり、対策を講じることが求められています。

（参照：P10（問8）のグラフ）

k
影

E

　インターネットにおける情報モラルについて啓発に取り組んでいきま
す。

　また、小中学校において、全教育課程を通じて「情報社会に参画する態

度」の育成に努め、発達段階に応じた情報モラル教育を推進していきます。

b

・ 最新のインターネット情報モラルについて啓発するための研修会の

　実施
・ 市内小中学校における、インターネットの利用状況に関する定期的な

　実態調査の実施、調査結果の指導や研修会への反映
・ 市内小中学校や各種団体等へ啓発冊子等の配付
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エ．　不登校児童生徒への取組（担当課：指導課）

　全国的に不登校児童生徒の増加については問題視されており、市にお

いても大きな課題の…つです。ここ数年、小学校・中学校共に全児童生徒

のうち不登校児童生徒のしめる割合は、小学校では全国・県に比べ下回っ

ているものの、中学校では全国・県に比べ上回っており、市としては人数、

割合ともに横ばい状態が続いています。

　不登校になってしまった原因は、個々の児童生徒によって様々ですが、

各学校と連携を密にし、早期発見・早期対応に努めています。また、各校

ではスクールカウンセラーや教育相談担当教員を含めた組織的な不登校

対策により、未然防止に取り組むことが大切だと考えます。

　子どもたちが、主体的に、且つ安心して学校生活を送ることができるよ

う、各学校と連携し、教育相談を充実させ不登校児童生徒の減少に努めま
す。

・子どもたち一人一人に寄り添った教育相談の充実

・組織的な取組による長期欠席を防ぐ早期発見・早期対応

・学校教育全般にわたる、自己肯定感を高め、互いに認め合う道徳教育

　の推進
・教職員対象への長期欠席対策・不登校対策・教育相談等の研修の充実

・各学校とfひばり教育相談」「適応指導学級」との連携を密にした、不

　登校児童生徒への支援

オ．　子ども未来教室の充実（担当課：生涯学習課）

　全ての子どもたちが将来への希望を持って進路を選択し、自立した社

会生活を営んでいくことができるよう、基礎学力の向上や学習習慣の定

61



人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

着、学習に対する興味関心を高めるための学習支援の場として、平成29

（2017）年度から市内の公立中学生のうち希望する全生徒を対象に「子ど

も未来教室」を実施しています。

　平成30（2018）年度からは、授業への理解の差が目立ってくる小学校3

年生のうち希望する全児童を対象に加えています。

　中学生にっいては、必ずしも参加する生徒が皆同じ意欲を持って学習

に取り組んでいる状況とは言えず、より良い学習環境へと整えることが

課題となっております。小学生については、基礎学力の向上や学習習慣の

定着、学習に対する興味関心が高められているかを参加児童の追跡調査

などにより検証し、改善や充実を図る必要があります。

　基礎学力の向上や学習習慣の定着、学習に対する興味関心を高めるこ

とを目的として学習支援を実施します。

1

・児童・生徒5人までごとに1人の講師を配置した、きめ細かな指導の
　実施
・ 中学生については確認テスト、小学生にっいては参加児童の追跡調査

　などによる効果の検証と子ども未来教室の充実

F

1一

F

｜
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3　高齢者

①高齢者が自立して健康に暮らせる地域社会づくり

②高齢者が生きがいを持って楽しく暮らせる活力ある社会づくり
施策の方向

③高齢者が安心して生活できる環境づくり

④高齢者の権利が尊重されるまちづくり

　高齢者の人権問題とは、高齢者の自立や生きがいのある健やかな暮ら

しが妨げられたり、虐待を受けるなどの問題です。

　「人権意識調査」の結果では、「高齢者の人権に関することで、どのよ

うなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「働ける場所や能

力を発揮する機会が少ないこと」が19．3％、「悪徳商法や振り込め詐欺な

どの特殊詐欺の被害が多いこと」が16，9％でした。

　また、「高齢者の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思い

ますか」という問いに対しては、「高齢者が地域の支援を得て生活しやす

い環境にする」が27．5％、「在宅サービスや福祉施設・病院を充実する」

が22．1％となっていることから、高齢者が安心して生活できる環境づく

りや自立するための支援などが求められています。

　高齢化は、少子化どもあいまって急速に進行しており、平成31（2019）

年4月1日現在、日本の総人口に占める65歳以上の高齢者の割合は
28．3％、市においては30．1％になっています。

　核家族化により、高齢者の一人暮らしや高齢者のみの世帯が増えてい

るとともに、75歳以上の高齢者の増加も引き続き見込まれていることな

どから、介護を要する高齢者や介護を担う家族への支援がより不可欠な

社会となっています。

　高齢者が安心して老後の生活を送り、家族の負担が軽減されるための
社会的支援への取組を目的に介護保険法が施行され、市においても、「高

齢者が健康を保ち、生きがいを持って安心して生活できるやさしいまち」

を基本理念とした「野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画（以下「野

田市シルバープラン」）」を平成12（2000）年に策定し、以降3年間の計画

期間が満了することに改訂しつつ、各施策を積極的に進めています。

　高齢者虐待の問題については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に

対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」が施行され、「野田市高

齢者虐待防止ネットワーク協議会」を設置し、関係機関との連携及び協力

体制を強化し、高齢者の虐待防止に努めています。
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　　「振り込め詐欺」などによる高齢者被害の増加については、関係機関と

連携し、教育・啓発を行うとともに、認知症などにより判断能力の衰えた

高齢者の権利・利益を守るための事業への取組が必要です。

　また、元気な高齢者の社会参加へ向けた取組を進めるなど、高齢者が地

域社会の中で役割を確保し、自立できるよう支援していくことに合わせ

て、高齢者が豊かな知識や経験、技能を発揮し、健康で生きがいを持ち安

心して暮らすことができる社会を目指すことが重要です。具体的には、野

田市シルバープランに基づき、以下の施策を推進していきます。

（問17）あなたは、高齢者の人権に関することで、どのようなことが問題だと思

　　いますか。（複数回答・3つまで）

「一

働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと

　　　　　差別的な言動をされること

悪徳商法や振り込め詐欺などの特殊詐欺の被害が

　　　　　　　　　　　　多いこと

　アパートなどへの入居を拒否されること

　　　家族が高齢者の世話を避けること

病院や介護施設などで、身体拘束やいやがらせを

　　　　　　　　　　　　受けること

高齢者が邪魔者扱いされ、つまはじきにされること

高齢者の意見や行動が尊重されないこと

経済的に自立が困難なこと

　　　　　　　‘パ　　　　　　　‘　z。彩獺シ　　z　瀦　煮　嚥　　　　㌘
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資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書
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　高齢者自身が介護予防の趣旨を十分に理解し介護予防事業に積極的に

参加できるような環境作りが重要となるため、一層の充実に努めます。

ア．　要介護状態への予防に向けた施策
　　　　（担当課：介護保険課、高齢者支援課、保健センター）

　平成29（2017）年度よりf介護予防10年の計」として長期的な視点で

一
般介護予防事業を刷新し、介護予防に関する知識の向上を目指し、（ア）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　65
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シルバーリハビリ体操（イ）のだまめ学校（ウ）えんがわ（エ）市民ボラ

ンティアの育成（オ）介護予防サポート企業（カ）広報戦略の六つの戦略

を柱とした新たな一般介護予防事業を実施しています。新たな一般介護

予防事業に取り組むことで、健康寿命が延伸し、元気な高齢者が増え、要

介護・要支援者の少ないまちづくりを推進していきます。

　しかし、事業の中心であるシルバーリハビリ体操については、市民指導

士の養成数が目標に達していないため、引き続き市民指導士の養成を推
進するとともに、シルバーリハビリ体操の認知度を上げ、普及啓発に努め
ます。

　また、のだまめ学校についても、市民からの要望に応じて、各地で講座

を開催する出前講座の開催が市内全域に広まっていないことから、今後、

イベントなどを実施し、新規参加者の獲得に努めるとともに、出前講座を

開催して市内全域への拡充を図ります。

　高齢者の生活習慣病等の発症や重症化の予防及び身体機能の低下を防

止することを目的に後期高齢者健康診査を実施します。

　また、高齢者の死因の多くを占める肺炎に対する予防として肺炎球菌

ワクチン予防接種を実施します。

平成29（2017）年度よりスタートした「介護予防10年の計」について、

「広報戦略」に力を入れ、市民への普及・啓発の充実に努めます。

k

・ シルバーリハビリ体操指導士の目標養成数500人を達成するための体

　験教室の開催やイベントへの参加
・ 介護予防サポート企業と連携を図り、より多くの市民が体操に親しむ

　機会の創出

・のだまめ学校の市内全域への普及促進のため、介護予防サポート企業

　と連携したイベントの開催や講座の充実

・高齢者の生活習慣病の発症や重症化の予防及び身体機能の低下を防

　止することを目的に、後期高齢者健康診査を実施し、後期高齢者の質

　問票から高齢者の特性を把握することでフレイル予防を含む保健指
　導対象者を抽出し、保健指導を実施
・ 高齢者の肺炎球菌感染症ワクチン予防接種事業の実施

［
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・ 高齢者に介護が必要となった場合に、家族の精神的、肉体的な負担を

　軽減するための、介護サービス及び各種福祉サービスの充実と利用方

　法についての周知徹底及び家族介護支援事業などの充実
・ 地域包括ケアシステムの拠点である地域包括支援センターにおける
　介護予防、認知症施策の推進を含めた総合的なケアマネジメントを実

　施
・ 国が進める取組と連携しながらの、高齢者の健康増進活動や疾病予防

　の促進及び高齢者の健康づくりの推進

ア．　高齢者の雇用（担当課：高齢者支援課、商工観光課）

　高齢者の社会参加の促進と人的資源の活用として、シルバー人材セン
ター機能の充実を推進しています。

　しかし、社会経済情勢の変化に伴い、シルバー人材センターの加入者数

が企業の再雇用などで減少していることから組織の活性化が求められて
います。

　シルバー人材センターへの支援を引き続き行い、高齢者の社会参加の

促進と人的資源の活用に努めます。

　また、高齢者の就労促進に努めます。

・シルバー人材センター機能の更なる充実
・ 高齢者の就労促進として、事業者への塙年齢者等の雇用の安定等に

　関する法律」の趣旨徹底や「野田市雇用促進奨励金制度」の周知

・公共職業安定所など関係機関との連携や、市の無料職業紹介所の事業

　による雇用の拡大
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イ．　高齢者の活動の場の充実

　　　（担当課：高齢者支援課、生涯学習課、公民館、指導課、保育課）

　高齢者の生きがいづくりを進めるため、会員数の減少傾向にあるいき

いきクラブ（老人クラブ）の活動及び加入促進の取組への支援、公民館等

のサークルや講座など活動の場の充実を図る必要があります。

　また、小中学校におけるキャリア教育の一環としての福祉教育の充実
を図る必要があります。

　地域の中で子育て支援を行うとともに、高齢者の社会参加と生きがい
づくりを推進していきます。

　また、キャリア教育の一環として、福祉教育の理解と推進に努めます。

・小学校における、生活科や総合的な学習の時間、特別活動の時間を利

　用しての、世代間交流活動の実施
・ 中学校で行っている施設訪問、ボランティア活動を通して高齢者との

　交流を図り、キャリア教育の一環として福祉教育や進路学習の実施

・保育所のホールや園庭を開放して行う保育所行事や伝承遊び等への

　地域の高齢者の参加

・いきいきクラブの活動及び加入促進の取組への支援
・ 公民館等のサークル活動や「長寿教室」などの講座の更なる充実

E

右 　ダ　　・　鰯≡，き▲＝　・

　高齢者が犯罪・災害に巻き込まれることなく、地域ぐるみで生活の安全

を確保できるよう支援を図っていきます。
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ア．　福祉のまちづくり

　　　（担当課：生活支援課、高齢者支援課、営繕課、生涯学習課、

　　　公民館、人権・男女共同参画推進課）

　高齢者や障がいのある人の生活の安全の確保に配慮した福祉のまちづ

くりを推進するため、年2回の「福祉のまちづくりバトu一ルjを実施し

ています。また、心のバリアフリー化を推進するため、引き続き「福祉の

まちづくりフェスティバル」等を実施するとともに、各公民館において

「福祉のまちづくり講座」を開催しています。

　公共施設のバリアフリー化については、ファシリティマネジメントの

基本方針に基づき、公共施設のバリアフリー化工事を計画的に実施して

います。

　高齢者や障がいのある人の生活の安全の確保に配慮した福祉のまちづ

くりと心のバリアフリー化を推進していきます。

　また、ファシリティマネジメントの基本方針に基づき、公共施設のバリ

アフリー化を推進していきます。

・　F福祉のまちづくりバトn一ル」や「福祉のまちづくり講座」の実施

　を通して、ソフトとハード両面のバリアフリー化の推進

・ファシリティマネジメントの基本方針に基づく公共施設のバリアフ

　リー化の推進
・各種イベント等に合わせて実施する、人権に関する啓発活動や出前講

　座の開催

F
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イ．　防犯m防災
　　（担当課：高齢者支援課、市民生活課、防災安全課、生涯学習課、

　　　公民館）

　災害対策として、避難行動要支援者の避難などを安全かつ迅速に行う

ため、避難行動要支援者名簿を作成し、自治会等の避難支援団体ごとに名

簿を配布することにより、地域住民による災害時の避難支援や安否確認

に役立てるとともに、平常時の見守りや日常的な支え合いにつなげてい
ます。

　平成31（2019）年1月に自治会長にアンケートを実施したところ、本制

度の理解及び個別計画作成の取組が十分でないことが分かったため、今
後、自治会長等への制度の周知が必要です。また、自力あるいは家族と一

緒に避難できる方が名簿に登載されていることや、高齢化により支援者

が見っからないなどの理由から、個別計画作成の進捗状況についても課

題があることが分かりました。

　また、防犯対策として、地域ぐるみで犯罪を防止するために自治会や各

団体などとの連携の強化などを推進しています。

　高齢者に対する悪徳商法や悪質な詐欺行為の被害防止と啓発が必要で
す。

　高齢者が犯罪・災害に巻き込まれることなく、地域ぐるみで生活の安全

を確保できるよう支援を図っていきます。

　また、実効性のある避難支援体制構築のため、要支援者の捉え方、個別

計画の作成方法等について、改めて検討します。

・悪徳商法や悪質な詐欺行為の被害を未然に防ぐための高齢者向けの

　講座や各種相談事業の充実

・防犯対策として地域ぐるみで犯罪を防止するための自治会や各団体

　などとの連携の強化

・実効性のある避難行動要支援者支援制度の周知及び実施体制の整備

i
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・公民館における高齢者対象講座として「長寿教室」などを開催する中

　で、防犯・防災に関する学習の機会の提供

・高齢者等居室相談や高齢者に関する各種相談事業の窓口についての

　一層の周知

“・”　・　躍：il・▲亘夢

　介護の場において高齢者の身体を拘束することは、人間の尊厳を著し

く損なう行為です。平成13（2001）年、国が「身体拘束ゼロへの手引き」

を示したことを踏まえ、市では、実態が報告された場合は早急に対応する

とともに、各介護施設に対し、施設職員への人権意識の教育・啓発を含め

た身体拘束廃止のための体制づくりを進めてきました。

ア．　相談、支援体制の強化

　　　（担当課：高齢者支援課、市民生活課、生涯学習課）

　地域密着型介護サービス事業者に対しては、集団指導や個別の実地指

導等を通じて、職員の人権意識の教育を推進するよう指導しています。今

後も、こうした取組の強化を図っていく必要があります。

　認知症等により判断能力が不十分でかつ、親族からの成年後見申立て

が見込めない方について、市長が代わって申立てを行っています。また、

成年後見制度において、被後見人等の人権擁護に配慮した支援を行うこ

とが求められています。

　消費生活センターには、高齢者から詐欺や架空請求に対する相談が多

く寄せられていることから、さらなる周知に努める必要があります。

E

P

　地域密着型サービス事業者の指導を通じて高齢者の権利が尊重される

よう啓発を図ります。

　判断能力が不十分で親族からの成年後見申立てが見込めない方につい

て、市長が代わって申立てを行っていきます。

　消費生活相談窓口である消費生活センターの周知を図るとともに、関
係機関からの情報収集を実施します。
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・地域密着型サービス事業者に対する集団指導や個別の実地指導
・ 高齢者に対する消費者トラブルや架空請求・多重債務の相談などにつ

　いて、消費者相談窓口である消費生活センターの周知及び関係機関か

　らの情報収集や弁護士相談の活用など相談窓口の機能強化
・ 行政手続きなど自己決定の難しい高齢者や知的障がい者、精神障がい

　者の権利擁護のため、財産の管理や福祉サービスの利用契約などを本

　人に代わって行う「成年後見制度」や、判断能力が不十分な高齢者が

　適切な福祉サービスが受けられる「日常生活自立支援事業」について

　の、広報紙などによる周知及び関係機関と連携した相談体制の充実
・ 高齢者の学習要求に応えるため、生涯学習課、生涯学習センター及び

　公民館で学習機会情報やグループ・サークル情報の提供

イ．　高齢者の住宅環境の向上（担当課：営繕課）

　高齢者世帯の住宅環境の向上を図るため、住宅困窮者民間賃貸住宅居

住支援を実施していますが、活用実績がありませんので、更なる制度の周

知に努める必要があります。

E

　高齢者の住宅環境の向上について、関係部署と連携し制度の周知、利用

促進を進めます。 k

・　関係部署と連携した制度の周知、利用促進
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4　障がいのある人

①障がいのある人に対する理解の推進と共生社会づくり

施策の方向 ②障がいのある人が自立して安心して生活できる環境づくり

③障がいのある人が普通に社会参加できるまちづくり

　障がいのある人の人権問題とは、障がいのある人が、家庭や地域、学校

や職場において障がいのない人と対等の立場で参加し、支え合って生き

ていくことが阻害されることに関する問題です。

　国の障がいのある人に関する施策については、「障害者のための国連10

年1の国内行動計画として昭和57（1982）年に「障害者対策に関する長
期計画」を策定し、障がいのある人が地域社会の中で普通に生活を送れる

「ノーマライゼーション」と可能な限りの自立と社会参加を促進する「リ

ハビリテーション」の理念の下、「障害者対策に関する新長期計画」（平成

5（1993）年）、V障害者プラン」（平成7（1995）年）などの計画が策定

され、平成14（2002）年に策定された「障害者基本計画（第2次計画）」、

平成25（2013）年9月には「障害者基本計画（第3次）」を経て平成30
（2018）年3月に「障害者基本計画（第4次）」が策定されました。

　また、平成15（2003）年度からは自己決定を尊重するという理念のも
と、「障害者支援費制度」が導入され、これを引き継ぐ形で平成18（2006）

年度からは「障害者自立支援法」が施行され、平成25（2013）年度には

「障害者自立支援法」が改正され、「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」）となり、これに

基づく制度が行われています。

　なお、平成16（2004）年6月からは、「障害者基本法」の一部を改正す

る法律が施行されたことに伴い、障がいを理由とする差別や権利・利益を

侵害する行為を禁止する基本理念が示され、平成28（2016）年4Hには、

「障害者差別解消法」が施行されました。市では障がいのある人の権利擁

護を推進するために、野田市地域自立支援協議会を「野田市自立支援・障

がい者差別解消支援地域協議会」に改組し、新たに権利擁護部会を設置し、

障がい者支援課に差別解消相談窓口を設置しました。また、「障がいを理

由とする差別の解消の推進に関する野田市職員対応要領～心のバリアフ
リーを目指します～」を策定し、障がいを理由とする差別の解消の推進を

図っています。

　県では平成19（2007）年7Aから障がいのある人への誤解や偏見をな
くしていくために、「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づ

くり条例」を制定しています。
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　市においても、ノーマライゼーションとリハビリテーションの理念

実現を目指し、平成11（1999）年に策定した「野田市障害者基本計画」

を、平成16（2004）年3月と平成19（2007）年3Eに改訂しました。

その後、平成24（2012）年3月に「第2次障がい者基本計画」を策定
し、平成27（2015）年3月に改訂、平成29（2017）年7．月には計画期

間を1年延長しました。平成31（2019）年3月に「第3次野田市障が
い者基本計画」を策定し、障がい施策の基本的な方向を示す指針として

施策の推進を図っています。

　また、平成24（2012）年10月に「障がい者虐待防止センター」を設
置し障がいのある人の相談体制の充実に努めています。

　これらの変遷を経て、制度の充実が図られてきましたが、障がいのあ

る人を取り巻く環境には、他人の何気ない視線や言葉によって人間と

しての尊厳が傷つけられることや、就職や借家住宅入居などに際して
差別的な扱い『を受けること、また、インフラ面の整備に関することなど、

多様な面で障壁が存在します。

　これらの障壁を取り除き、障がいのある人とない人が分け隔てられ

ることなく、相互に人格と個性を尊重しながら共生する社会を作るた

めには、行政だけでなく社会を構成する者それぞれが役割と責任を意

識して取り組む必要があります。

k
｝

1
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（問19）あなたは、障がいのある人の人権に関することで、

　　　題だと思いますか。（複数回答・3つまで）

どのようなことが問

れたりすること

尊重しないこと

動をされること

拒否されること

どの暮らしやすい、

られていないこと

会が少ないこと

使える在宅サービスや福祉施設・病院が少ないこと

　　　　　　　　　　　地域の学校に通えないこと

　スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に参加できないこと

　　　近隣や地域の人とのふれあいや理解を深めるような

　　　　　　　　　　　　　　　　機会が少ないこと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わからない

0．0％ 10．0％ 20．0％ 30．0％

資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書
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（問20）あなたは、障がいのある人の人権を守るためには、どのようなことが必要

　　　だと思いますか。（複数回答・3つまで）

　障がいのある人のための相談・支援体制を充実する

障がいのある人の人権を守るための教育・啓発活動を

　　　　　　　　　　　　　　　　　推進する

　　　　在宅サービスや福祉施設・病院を充実する

　障がいのある人が自立して生活しやすい環境にする

　　　　　　　　　　障がいに応じた教育を行う

　　　　　　　　障がいのある人の雇用を確保する

　　　　障がいのある人とない人の交流を促進する

障がいのある人が審議会などへ参加し意見を反映させる機会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　を増やす

　　人権侵害があった場合に救済するための法整備を行う

　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　特にない

　　　　　　　　　　　　　わからない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．O％

一

絃欝冷　　　総懲骸
趨　｝

灘こ
暢％
5％

彩　、．　・　　　10．3％
11．6％
1

灘㌶灘彩紗緊驚蕊撰灘雛簗嚇 24．2％
24．0％

蕩骸 彩滋滋

鞠％

灘・　　籔雛暢灘忽 14．1％
13．9％

　　　1

羅嶽＿鳳

　　　　　　｛　　　　　7．2％　　　　　7．3％

　　　　　　1こ髪懸．5．6

　　　　　　i

　　　　　　｜

a・％T 圏平成30年度

口平成25年度

購購濠 、聯｝　　｛　　　　　　　　　　｜

　0．5％

　0．5％

　0．4％

　0．4％　　　1
　　　　　　｝核0．9％　　　，　1．5％

10．0％ 20．0％ 30．0％

資料：平成30年9月実施　野田布人権に関する市民意識調査報告書

　

ト

t　芸　e ・　藝翻≡ グ　｝・　、 ・　、　Sl’，グ f

　　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの

有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支えあう共生社

会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて次の

施策を推進していきます。
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ア．　障がいのある人への理解促進
　　　（担当課：障がい者支援課、指導課、人権・男女共同参画推進課）

　ノーマライゼーションの理念を社会に定着させるためには、障がいの

ある人に対する社会全体の理解を促進すべく広報啓発などを充実し、「心

のバリアフリー」について、更に促進することが重要です。

　心のバリアフリーを推進するため、「野田市自立支援・障がい者差別解

消支援地域協議会」とも協力し、市報等を通じ、障がい者差別解消をはじ

めとした権利擁護に対する啓発活動を行う必要があります。

　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの

有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支えあう共生社

会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて施策

を推進していきます。

・ 市が実施する各種イベントにおいて、「障害者差別解消法」を周知する

　ためのパンフレットの配布
・ 市報等における継続的なY障害者差別解消法」・「障害者虐待防止法」

　等の啓発の促進
・　「サンスマイル」をはじめとした、障がいのある人とない人の交流の

　機会の提供
・ 学校での「特別活動」や「総合的な学習の時間1などにおけるボラン

　ティア活動など福祉教育による障がいのある人への理解促進
・ 各種イベント等に合わせた、人権に関する啓発活動や出前講座の実施
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イ．　障がいのある人への差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止

　　（担当課：障がい者支援課）

　障がいを理由とする差別の解消を進めるため、地域の社会資源である
事業所と連携を図りつつ、「障害者差別解消法」の浸透に向けた広報、啓

発活動を展開することが重要です。

　また、「障害者虐待防止法」の適正な運用を通じて、障がいのある人へ

の虐待を防止するとともに、障がいのある人の権利侵害の防止や被害の

救済を図るため、相談・紛争解決体制の充実などに取り組むことにより、

障がいのある人の権利擁護のための取組が重要です。

　

　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの

有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支え合う共生社

会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて施策

を推進していきます。

・　「野田市自立支援・障がい者差別解消支援地域協議会」と連携し、障

　がいを理由とする差別の解消の推進と、障がい特性の理解の推進
・　「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」を構築し、障がい

　のある人の権利擁護や虐待防止の推進
・ 障害年金などの個人の財産を、障がいのある人が「成年後見制度利用

　支援事業」を利用して適切に管理できるような支援の実施
・ 市の関係する民間事業所向け説明会などでの「障害者差別解消法」に

　関する説明や資料配布の実施

｝

L

E
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　障がいのある人が住み慣れた地域で自立した生活を送るためには、障

がいの特性やニーズに応じた福祉サービスが適切に提供される必要があ
ります。

　「人権意識調査」の結果では、「障がいのある人の人権に関することで、

どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「働ける場

所や能力を発揮する機会が少ないこと」が21．9％、「道路の段差解消、エ

レベーターの設置などの暮らしやすいまちづくりが図られていないこと」

が15．0％、となっています。

　また、「障がいのある人の人権を守るためには、どのようなことが必要

だと思いますか」という問いでは、「障がいのある人が自立して生活しや

すい環境にする」が24．2％、「障がいのある人のための相談・支援体制を

充実する」が17．4％となっています。

　このようなことから、障がいのある人が安心して生活できる環境づく

りや、相談・支援体制の充実が求められています。

ア．　相談支援体制の充実
　　　（担当課：障がい者支援課、保健センター、指導課）

　「障害者総合支援法」を基に、障がい種別にかかわらずサービスが一元

化され、利用者が必要とするサービスの提供が行われており、相談支援事

業者をはじめ、「当事者関係相談」や「専門相談」を定期的に開催しなが

ら、障害福祉サービス事業所等と連携して、様々な障がい種別に対応した

相談支援体制の充実に努めています。
　また、障がい者支援課に「障がい者虐待防止センター」の機能を持たせ、

通報や相談に応じています。

　発達に課題があり、保護者の受容が難しい場合や、スムーズに療育に繋

がらないことがあるため、より丁寧な相談支援を実施する必要がありま
す。

　疾病予防や障がいの早期発見・治療・療養体制については、母子健康管

理事業や生活習慣病予防事業を推進するとともに、医療機関との連携に
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より健康知識の普及と受診率の向上に努める必要があります。

　乳幼児健康診査の未受診者に対しては、未受診フォロー体制により全

数状況把握し、受診勧奨を実施していますが、受診につながらないケース

があります。未受診者には、虐待のリスク、家庭環境や養育状況を確認す

る必要があるため、受診勧奨だけではなく、現状を把握しながら、個別の

支援、関係機関との連携に努めています。

　生活習慣病予防事業として、がん検診や特定健康診査を実施していま

すが、受診率が横ばいの状況にあることから、受診の向上を図る必要があ
ります。

　教育では、学校が関係機関や保護者との窓口の役割を果たせるよう、市

内全ての小中学校において、校長が特別支援教育コーディネーターを指
名しています。

E

　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの

有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支えあう共生社

会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指してjに向けて施策

を推進していきます。

　発達に課題がある場合、保護者の理解や受容を促し、スムーズに療育に

繋げるために、子ども支援室で新規事業として子ども発達相談支援事業

を開始しました。引き続き乳幼児健康診査未受診者への早期対応をし、関

係機関とともに状況把握に努めるとともに、支援が必要なケースにっい
ては、個別の対応を実施し、障がいや虐待の早期発見、支援につなげてい

きます。今後もがん検診や特定健康診査の受診率向上を図り、生活習慣病

予防に努めます。

・　「障害者総合支援法」第77条の2に基づく基幹相談支援センターを設

　置し、相談支援事業所間の連携の強化
・ 地域生活支援拠点整備における、短期入所、グループホーム整備と併

　せた相談支援の充実
・ 相談支援専門員と介護支援専門員の情報共有のための連携の強化
・　9当事者関係者相談」や障がい者相談員等による「専門相談」の実施
・ 妊娠期から18歳までの児童に関する総合相談窓口として、子ども支援

　室の開設に伴う、関係機関と連携した切れ目ない継続的な支援の実施

E
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・乳幼児健康診査の全数受診に努め、未受診者には対象月の翌Eには未

　受診者訪問を行い受診勧奨、未受診理由の早期把握の実施

・乳幼児健診受診者には、医師・歯科医師の診察だけでなく、保健師・

　栄養士・歯科衛生士・心理士・理学療法士など多職種による支援を行

　い、障がいの早期発見、早期支援に努める
・ 学校が関係機関や保護者との窓口の役割を果たせるよう、市内全ての

　小中学校において、校長による特別支援教育コーディネーターの指名

　配置

イ．　障がいのある人の雇用（担当課：障がい者支援課、商工観光課）

　市内の企業において、障がい者の法定雇用率※（2．2％）は未達成のた

め、法定雇用率の達成に努める必要があります。

　大規模小売店舗等出店の事前協議の機会を捉え、障がいのある人の雇

用について要請しながら、様々な障がいに応じた就労支援を行う体制を

整える必要があります。

　Y障害者就業・生活支援センターは一とふる」が就労の支援の中心的役

割を担い、情報交換を行うことで、障がいのある人に対する就労支援を推

進していきます。

　大規模小売店舗等出店の事前協議の機会を捉え、障がいのある人の雇

用について配慮していただくよう要請するとともに、就労移行支援事業
などの障害福祉サービスを通じて、企業に就労し、就労定着することを支

援します。

・　「野田市雇用促進奨励金制度」、「障がい者職場実習奨励金制度」、「野

　田市起業家支援事業」の一層の活用、IT機器操作などの職業訓練の

　推進
・　「障害者就業・生活支援センターは一とふる」が中心的役割を担い、

　情報交換を行うことによる、障がいのある人に対する就労支援の推進
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※　法定雇用率／民間企業、国、地方公共団体はY障害者の雇用の促進等

　に関する法律（以下「障害者雇用促進法」）」に基づき、それぞれの労働

　者・職員数の割合に応じて一定数以上の障がいのある人を雇用しなけ

　ればならないこととされています。「障害者雇用促進法」施行令が平成

　30（2018）年4E1日に改正され、法定雇用率は2．0％から2．2％となっ

　ています。（ハn一ワーク野田管内の雇用率は1．65％（平成30（2018）
　年6月現在））

ウ．　障がいのある人の住宅環境の向上（担当課：営繕課）

　障がいのある人の住宅環境の向上を図るため住宅困窮者民間賃貸住宅

居住支援を実施していますが、制度の周知に努めているものの活用実績

がありませんので、更なる制度の周知に努める必要があります。

　

　障がいのある人の住宅環境の向上について、関係部署と連携し制度の

周知、利用促進を進めます。

P

1

・関係部署と連携した制度の周知、利用促進

・住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の協力不動産店の拡大

se　9　・　鰯鮭 ダ　i，　、 ▲　　　‖

　障がいのある人が自立して生活し、積極的に社会参加していく上で、ま

ち全体を障がいのある人にとって利用しやすいものへと変えていくこと
が非常に重要です。

［
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ア．　福祉のまちづくり

　　　（担当課：生活支援課、障がい者支援課、生涯学習課、公民館）

　物心両面のバリアフリー化の推進として、f福祉のまちづくりパトロー

ル」の取組によるハード面の整備、「福祉のまちづくりフェスティバル」

や「福祉のまちづくり講座」によるソフト面での啓発、意思疎通支援者派

遣・設置手話通訳者の配置事業など移動やコミュニケーション手段の確

保などに取り組んでいます。

　手話を必要とする人の意思疎通支援を行う手話通訳者が少ないことや

手話以外にも障がいの特性によって、いろいろなコミュニケーション手

段を必要としている人がいます。

　更なる社会参加促進のために、障がいのある人自身が相談員として相

談を受ける当事者相談・関係者相談や地区社会福祉協議会による地域で

の触れ合い事業の活用などの支援に取り組んでいく必要があります。

　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの

有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支え合う共生社

会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて施策

を推進していきます。

・　「福祉のまちづくりパトロール」の取組によるハード面の整備、「福祉

　のまちづくりフェスティバル」や「福祉のまちづくり講座」によるソ

　フト面での啓発、意思疎通支援者派遣・設置手話通訳者の配置事業に

　よる移動やコミュニケーション手段の確保
・手話言語条例の制定を検討し、手話を言語として明確に位置付け、手

　話に対する理解及び手話の普及の促進並びに手話を使いやすい環境

　の整備に関する施策の推進
・障がいの特性に応じたコミュニケーションに関する条例の制定を検

　討し、すべての障がい特性による意思疎通に関する施策の推進

・障がいのある人自身が相談員として相談を受ける当事者相談・関係者
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5　同和問題

施策の方向 ①教育・啓発事業の推進

　同和問題とは、日本の歴史の過程で人為的につくられた身分階層構造

に基づく差別で、H本国民の一部の人々が長い間、経済的、社会的、文化

的に低位の状態を強いられ、日常生活の上で様々な差別を受けるなど、日

本固有の人権問題です。

　昭和44（1969）年の「同和対策事業特別措置法」が施行されて以来、3

度にわたって制定された特別法に基づき、国及び地方公共団体は、同和問

題に対して特別対策を実施してきました。

　平成8（1996）年11月にそれまでの取組の成果や国の地域改善対策協議

会の意見具申を踏まえて、野田市同和対策審議会はY法期限後における、

野田市の同和対策のあり方」についての意見具申を行いました。

　市はこれを尊重して、必要な事業の見直しを進めるとともに、平成12
（2000）年4月に、人権施策を総合的かつ効果的に推進するため「人権施

策推進課」を設置し、平成14（2002）年2月には人権施策推進の基本指針

となる「人権教育のための国連10年」に関する野田市行動計画を策定しま
した。

　その後、平成17（2005）年度には同計画の期間が満了したことから、人

権施策を推進するための基本方針として、f人権教育・啓発に関する野田

市行動計画」を策定し、平成21（2009）年度と平成26（2014）年度の改訂

を経て、現在まで人権に関する諸施策を総合的・効果的に推進してきまし
た。

　このような中、Y部落差別解消推進法］が、平成28（2◎16）年12月に成

立しました。この法律は、全ての国民に基本的人権を保障する目本国憲法

の理念にのっとり、「部落差別は許されないものである」との認識の下に、

部落差別を解消することを目的として施行されました。国や地方公共団

体に対し、部落差別の解消に関する施策として相談体制の充実や教育啓

発の推進を行うことを求めており、その結果として国民一人一人の理解

が自発的に深まり、f部落差別のない社会が実現される」ことを目的とし
ています。
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細 グ　・　臨一・吉　鰭＾≡　”

　「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第2次改訂版）」の計画期

間が令和元（2019）年度で終了することから、人権教育・啓発に関する野

田市行動計画（第3次改訂版）の策定を進めて、令和2（2020）年度以降

は、当計画に基づき、具体的施策に取り組むこととなります。

ア．　差別意識の解消に向けた施策

　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課、指導課、生涯学習課）
1

　　「人権意識調査」の結果では、「親しく付き合っている隣近所の人や友

だちなどが「同和地区」出身者であるとわかった時、どうしますか」とい

う問いに対して、「これまでと同じように親しくつきあう」が83．4％で最

多の回答でした。また、fもし仮にあなたの結婚しようとする相手が「同

和地区」出身者であるとわかった時、どうしますか」という問いに対して、

67．2％が「結婚するj（f相手の出身など問題にしない」、「迷いながらも結

婚の意思は変わらない」の計。）との回答でした。

　前回（平成25（2013）年）と比較すると多少の増減はあるもののほぼ横

ばいの結果となっており、なお差別意識が見られることから、学校、地域、

職場などの分野において、同和問題の歴史やこれまでの取組についての

正しい知識を提供しっつ、引き続き教育・啓発の取組が必要となっていま
す。

　近年では、インターネット等に差別を助長するような書き込みをする
等の行為が発生しています。また、同和問題を口実にして企業や官公署な

どに違法・不当な要求をする「えせ同和行為」が全国的に横行しており、

その根絶が求められています。

　同和問題に関する差別意識は、着実に解消に向かっているものの結婚

問題を中心に依然として存在しており、これまでの人権教育・啓発活動の

中で積み上げられてきた成果を踏まえ、差別意識の解消に向けた人権教
育・啓発の取組を積極的に推進していく必要があります。

　平成25（2013）年度には、啓発事業の効果を上げるため一般向けの講演

会は国・県の補助対象事業があるときに限り実施することとし、その他の

年度では、各種団体等に出向き出前講座を開催するよう改善しました。

k
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　また、福祉会館では、福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点として公

民館や関係団体と連携しながら、地域交流事業、啓発事業、相談事業など

の事業を実施しています。集会所では、広く人権課題に対する理解と認識

を深めるため、社会教育に関する活動の総合的な推進に努めています。

　これまでの人権教育・啓発活動の中で積み上げられてきた成果を踏ま

え、差別意識の解消に向けた人権教育・啓発の取組を積極的に推進してい

きます。

　また、同和問題の解決を図るため、関係住民の自主的な取り組みを支援

するとともに、住民相互の交流事業の実施や相談事業の更なる充実を図

ります。

・ 差別意識の解消に向けた、講演会や研修会などの開催、啓発資料の作

　成や配布などによる、あらゆる場における教育・啓発の推進

・国・県の委託事業を受けた一般向け講演会の実施及びその他の年度に、

　各種団体等に出向いた出前講座の実施

・地域住民を対象にした福祉会館による人権学習会の開催

・関係機関、企業などと連携し、同和問題の解決を阻害する「えせ同和

　行為」の排除のための啓発の推進
・ 同和問題を歴史的に正しく理解するとともに、認識を深めるための、

　教職員研修会などの開催
・ 同和問題の解決を図るための住民相互の交流事業の開催と相談事業

　の更なる充実
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（問23）あなたは、親しくつきあっている隣近所の人や友だちなどが、「同和地区」

　　出身であるとわかった時、どうしますか。

これまでと同じように、親しくつきあう

　できるだけつきあいをさけてしまう

　　　　　　っきあいをやめてしまう

　　　　　　　　　　　　わからない

｛　　　　1

擬難灘鱗轍灘’ 懇彩纏懸滋． ※　　　　　　　　　り

　1
831
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資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書
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（間26）同和問題の解決に向けて、どのようなことが必要だと思いますか。（複数

　　　回答・3つまで）◎今回新たに追加した項目

　

　

　特別なことをする必要はなく、自然になくなっていくのを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　待つべき

　　　◎インターネットにおける差別的な書込みをする人を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処罰すべき

　　　　　　差別しないよう、させないよう、個人個人が影

　　　　　　　　　　　　　　自覚すればよいと思う

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わからない

L　　　　　　°・°°／’

22．4％

9．7％
　　1

当

磁1．9％

　　　4．9％

1°鑑　｛
　　　　　　1

羅妻5．1％1
　　　　　7お％
　　　　　　1

一一
y－一一一一一

　　10．0％　　　　　　20．0％　　　　　　30．0％

一一一，．．．一一．．，

資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書
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6　外国人

施策の方向
①生活情報などの提供

②外国人への理解と交流

　外国人の人権問題とは、日本国の国籍を持っていない人が国内で生活
する上で言葉や文化、生活習慣の違いに起因し、誤解・偏見により差別を

受けることや言葉が通じないことによりコミュニケーションがとれず、

日本人と同等に医療機関などの利用や行政サービスを享受できない問題
のことです。

　近年では、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動がいわゆる

ヘイトスピーチとして社会的問題となっており、このような状況を踏ま
え、平成28（2016）年6月に「ヘイトスピーチ解消法」が施行されていま
す。

　近年の国際社会を反映して、日本国内で生活する外国人は年々増加し

ており、市においても、令和元（2019）年11月1日現在、61か国、3，325

人の外国籍の市民が定住・滞在しており、前年に比べ411人の増加となっ

ています。今後も出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を

改正する法律の施行により在留資格の拡大が図られたことから、在住外
国人の増加が見込まれます。

　「人権意識調査」の結果では、「外国人の人権に関することで、どのよ

うなことが問題だと思いますか」という問いに対して、最も多かった回答

が、「外国語で対応できる行政相談窓口や病院・施設が少ないこと」が

19．7％、次いで「近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少な

いこと」が15．1％でした。

　また、「外国人の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思い

ますか」という問いに対しては、最も多かった回答が、「互いが、ともに

暮らす市民であることの理解を深める啓発を進める」で21．0％、次いで

「外国人と日本人の相互理解と交流を進める」で16．4％となっています。

　このようなことから、市で生活している外国人に対する行政サービス

の充実や、理解と交流を図るための施策を推進することが求められてい
ます。
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（問27）あなたは、外国人の人権に関することで、どのようなことが問題だと思

　　　いますか。（複数回答・3つまで）

i

　じろじろ見られたり、避けられたりすること

　　　外国人の意見や行動が尊重されないこと

いわゆるヘイトスピーチなどの差別的な発言や行動を

　　　　　　　　　　　　　　　　　されること

　　　アパートなどへの入居を拒否されること

　　　外国人が働ける場所や能力を発揮する機会が

　　　　　　　　　　　　　　　　少ないこと

施設・道路・鉄道案内の外国語表記など、外国人にも

　　　暮らしやすいまちづくりが図られていないこと

外国語で対応できる行政相談窓欝や病院・施設などが

　　　　　　　　　　　　　　　　　少ないこと

　近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が

　　　　　　　　　　　　　　　　　少ないこと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない

　　　　　　　　　　　　　　　　わからない

0．0％

9．7％

　　　l

　　

　　

10．0％

f
…w－rm－rww－一一一．．
　20．0％　　　　　　　30．0％

資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する布民意識調査報告書
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・・一’ 夢　　・　　簸　　囚　・sy。　　夕　＝　・

ア．　多言語による情報提供
　　（担当課：企画調整課、市民課、国保年金課、広報広聴課、営繕課、

　　　行政管理課）

　一般に外国人は、日本で生活するに当たって言語の違いなどにより行

政サービスについて十分な情報が得られず、本来受けられるサービスを

受けられないなどの問題が指摘されています。

　市内に在住する外国人の方が少しでも安心して生活ができるよう、市

報等の行政情報についてスマホアプリを活用した多言語化、外国人相談

窓口の設置など、本市に効果的に導入できる事業を実施していく必要性

が高まっています。

　また、窓ロサービスにおいても、多言語による表記や案内が必要となっ

ていることから、スマホアプリなどを活用した、多言語に対応した行政サ

ー ビスの提供が求められています。

　言語の違いなどにより外国人が行政サービスについて十分な情報が得

られず、本来受けられるサービスを受けられないなどの問題の解消を図

ります。

・ 行政窓口でのサービス業務案内の多言語化の推進

・カタmグポケットなどのスマホアプリを活用した、自動翻訳に対応し

　た行政サービスの情報提供
・ 市民活動団体と連携した、日常生活のサポート

・国民健康保険制度における、適切な医療と健康管理に資するサービス

　の周知
・外国人相談窓口の設置などの検討
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　近年の国際化社会を反映して、市においても様々な国籍や民族の人た
ちが生活するようになりました。

　しかし、日本で暮らす外国人をめぐっては、言語、習慣、宗教などの違

いから相互理解がまだ十分ではなく、様々な誤解が生じる場合があるこ
とから、今後は、異文化を理解し認め合い対等な関係を築きながら共に生

きる多文化共生社会を形成していくことが求められています。
｜

ア．　野田市国際交流協会等の協力を得た国際交流の推進及び国際理解
　　教育の推進（担当課：企画調整課、指導課、商工観光課）

　その国の事情や民族文化への理解不足により偏見や差別が発生する場
合もあることから、交流を深め、互いの文化の違いを認め合うことが重要
です。

　野田市国際交流協会が行う国際交流フェスタ、外国料理教室、外国人と

自由におしゃべりをするサロンなどのイベント活動等を通して、異文化

交流が図られています。

　同協会では、外国人向けに日曜日と月曜日の週2回日本語教室を開催
し、言葉の壁を軽減することで、日本での生活がしやすいようにサポート

しており、市ではこれらの活動を通して、多くの市民と外国人の交流が友

好に図られるように同協会の活動を支援しています。

　また、在住外国人が就労のために必要な日本語学習の支援や資格取得

については必要に応じて職業訓練センターと連携していくこととしてお

り、また日本語が不自由な小中学生への日本語学習の支援については各
学校において民間を活用し実施しています。

　次代を担う世代が、自国と外国の文化を理解し尊重する意識を育てる

ことができるよう施策を推進します。
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・ 草の根レベルの市民主体の異文化交流、相互理解の推進
・ 野田市国際交流協会の活動の支援
・ 小中学校における外国語学習等の充実

・外国語や総合的な学習の時間などにおいて様々な国の人と交流し、異

　文化を体験できるよう、野田市国際交流協会と連携を図りながら行う

　国際理解教育の推進
・ 在住外国人が就労のために必要な日本語学習の支援や資格取得のた
　めの講座の実施について、必要に応じて職業訓練センターと連携した

　実施
・ 民間を活用した日本語が不自由な外国人児童、生徒への日本語教育の

　実施
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7　HIV感染者など

施策の方向 ①教育・啓発事業の充実

　HIV（ヒト免疫不全ウィルス）やハンセン病などの感染症に対する正
しい知識や理解の不足から、これらの感染症にかかった患者・元患者等が

周囲の人々の誤った知識や偏見等により、日常生活、職場、医療現場等で

差別やプライバシー侵害等を受ける問題です。

　厚生労働省エイズ動向委員会の報告では、平成30（2018）年12月末現在、

昭和60（1985）年からの累計の全国のHIVの感染者は20，836人、エイズ
患者は9，313人ですが、毎年新規報告者数はやや減少傾向にあります。し

かしながら、保健所におけるHIV抗体検査件数や相談件数が増えてお
り、一層の支援策の推進が求められています。

　ハンセン病患者については、明治40（1907）年に制定された「らい予防

法」が平成8（1996）年に廃止されるまで隔離政策が行われ、平成13（2001）

年の「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」

の施行により、ハンセン病問題の全面的解決に向けての本格的な取組が
始まりました。

　また、差別や偏見の解消を進めるため、平成21（2009）年4月に「ハ
ンセン病問題の解決の促進に関わる法律」が施行され、令和元（2019）年

11月には、ハンセン病の元患者家族に最大180万円を支給する「ハンセ
ン病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律」が施行されまし
た。

b
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（問29）あなたは、エイズ患者・HIV感染者に関することで、特に人権上問題
　　があると思われるのはどのようなことですか。（複数回答・3つまで）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　灘難購欝購灘懸難17．7％
患者や感染者のプライバシーが守られないこと

　就職や職場において不利な扱いを受けること

　　　病院での治療や入院を断わられること

　◎アパートなどへの入居を拒否されること

結婚を断られたり、周囲が結婚に反対すること

　　　　無断でエイズ検査などをされること

　　　　　差別的な発言や行動をされること

㍗§難診雛鯵糠≡蘂灘彩・罐彩灘
17．

21．9％

19．6％

0％

11．5％
15．0％

3．9％

その他 1
　特にない

わからない

8膓

922．26，／°f°，’

緩欝一絃緩壕鱗難14．9蜴
12．0％

0．0％ 10．0％ 20．0％ 30．0％

資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書

1　”　e ・ 　難懸・≡　誓：“’輌工一

ア．　様々な感染症に関する教育、啓発の取組
　　　　（担当課：保健センター、人権・男女共同参画推進課）

　　「人権意識調査」の結果では、「エイズ患者・HIV感染者に関するこ

とで、特に人権上問題があると思われるのはどのようなことですかjとの

問いに対して、最多の回答が「就職や職場において不利な扱いを受けるこ
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と」で19．6％と前回より2．6ポイント増加しています。次いで前回より

も低下していますが、「患者や感染者のプライバシーが守られないこと」

が17，7％となっております。HIVが性的接触以外の日常生活で感染す
る心配がないことは一般的に認識されつつありますが、前出の調査の結

果は、感染を明らかにした上で普通に社会生活を送ることは依然困難で
あることを示しています。

　思春期教育講演会後の生徒へのアンケート結果では、「命の大切さ」や

f人への思いやりの大切さ」等の感想が多くありました。

　若年妊娠や性感染症の増加があり、正しい知識の普及・啓発に努める必

要があります。

　また、肝炎ウイルス検診、結核検診の周知に努める必要があります。

　ハンセン病についても、正しい知識の普及啓発に努め、差別や偏見の解

消に向け努力することが求められています。

　新たな感染症に対しては、国、県からの感染症情報を的確に市民に提供

する必要があります。

　

E

正しい知識の普及啓発を通じて、差別や偏見の解消に向け努めます。

・国・県の実施する事業などに協力し、公共機関や医療機関などへのボ

　スターの掲出、エイズ無料検査及び相談事業などについての広報の実

　施
・ 思春期の人工妊娠中絶や性感染症など、性に対する正しい知識の普及

　のため、市内中学校を会場に、生徒やその保護者なども聴講できる「思

　春期教育講演会」の開催

・肝炎ウイルスや、結核などの疾病検診についての更なる周知

・ハンセン病を正しく理解するための講演会などの開催

E

E
E
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8　様々な人権課題など

施策の方向
①様々な人権課題への理解のための教育・啓発の推進

②関係機関や団体との連携

　現在の日本社会には、これまで述べてきた人権課題のほかにも多種多様な人権問

題が存在しており、一人ひとりの人権が尊重され、あらゆる偏見や差別のない社会

を実現するため、正しい理解と行動を促すためのさらなる教育と啓発が必要です。

　刑を終えて出所した人は俗に「前科者」などと呼ばれ、前科を持つ人は

怖いとか、信用できないというような偏見を持たれることや、住居の確保、

就職、結婚など社会生活の様々な場面において差別を受けることなどが、

社会参加や社会復帰する際の障害となっています。

　「人権意識調査」の結果では、「刑を終えて出所した人の人権に関する

ことで、どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「前

歴や身上について悪意のあるうわさ話をされること」が28．4％で最も多

く、次いで「就職や職場において不利な扱いを受けること」が27．4％と

なっており、社会復帰に向けた地域の理解の促進などが求められていま
す。

　「社会を明るくする運動」における保護司会や更生保護女性会の啓発

活動を通じて地域の理解を深めるとともに、犯罪や非行の防止について

も、関係機関や団体と連携し啓発を行っていますが、本人に強い意欲があ

っても、地域の中での偏見や差別意識、最近の不況下での就労先確保の困

難さなどから、社会復帰に向けた活動は厳しい状況にあります。
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（問30）あなたは、刑を終えて出所した人の人権に関することで、どのようなこ

　　とが問題だと思いますか。（複数回答・3つまで）

　　　　　　　　　　　　　　　　特にない　

　　　　　　　　　　　　　　　わからない　

0．0％　　　　10．0％　　　　20．0％　　　　30．0％　　　　40．0％

資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書

　地域の理解を深めるために、「社会を明るくする運動」を全体会、地区

啓発活動を継続して実施し、犯罪や非行の防止を図ります。

｝

・　「社会を明るくする運動」における保護司会や更生保護女性会の啓発

　活動を通じた、更なる地域の理解の促進
・ 犯罪や非行の防止について、関係機関や団体と連携した啓発
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　犯罪被害者やその家族は、犯罪行為により直接被害を受けるだけでな

く、その後の裁判等を通じて被る精神的負担や経済的負担を強いられま

す。また、マスコミ等の報道により、プライバシーが侵害されるなどの

二次的被害を受ける問題も起こっています。

　　f人権意識調査」の結果では、「犯罪被害者やその家族の人権に関す

ることで、どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、

倖艮道によってプライバシーに関することが公表されたり、取材によっ

て私生活の平穏が保てなくなること」が23．8％で最も多くなっており、

社会全体で犯罪被害者やその家族を支えていく意識を醸成するための

啓発活動や支援体制の整備などが求められています。

（問3Dあなたは、犯罪被害者やその家族の人権に関することで、どのようなこ

　　とが問題だと思いますか。（複数回答・3つまで）

f
犯罪行為によって精神的なシesックを受けること　i－一＝　’“ 19．9％

犯罪行為によoて経済的負担を受けること ゴ鯵浮　　10．3％
＆8％

塾響嬢

盟．4％

事件のことに関して、周囲にうわさ話をされること

警察に相談しても期待どおりの対応が得られないこと 12．4％
10．1％

捜査や刑事裁判において精神的負担を受けること

刑事手続に必ずしも被害者の声が十分反映される

　　　　　　　　　わけではないこと

報道によってプライバシーに関することが公表されたり、

　　　取材によって私生活の平穏が保でなくなくこと

その他

特にない

わ激い

『

　　　　　　1　　　　｝　　　　、逸蜘　鍍6．9％　　　　　　　　　　1　　　　6．2％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛

　　　　7w“…

凝．▽蓬噺鶯態㌶8⊇≠灘巖灘総与23．8％
23．3％

一

　　　　　｝o．2％　　　10．2％　　　｝

0．6％
0．9％

　　　5．7％…　　　　　　　1

臼平成30年度

□平成25年度

ド当4％
　　｝
　　1
　　｛　　｜∋

1

一0．0％ 10．0％ 20，0％ 30．0％

資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書
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　国・県の動きを注視しつつ、啓発活動などにっいて法務局や保護司会な

ど関係機関との連携に努めます。

・ 国・県の動きを注視しつつ、啓発活動などについて法務局や保護司会

　など関係機関との連携の強化
・ 各人権講演会等の様々な機会を利用した、市民への啓発の推進

　インターネットの普及に伴い、様々な情報が素早く、簡単に入手できる

ようになり、私たちの暮らしは格段に便利になりました。しかしその一方

で、インターネット上では、他人を誹誇中傷する表現、差別を助長する表

現、悪質な差別情報の流布など人権にかかわる問題が多く発生していま
す。

　さらに、携帯電話やパソコンのネットからの有害情報の氾濫などが誘

因となり、子どもたちが犯罪に巻き込まれるなど、社会環境の悪化が懸念
されています。

　インターネットや携帯電話の利用者は低年齢層まで拡大しており、学

校教育におけるパソコンの授業を通じて、サイト利用やメールマナーな

どについて指導することが重要です。

　インターネット環境が日々変わっている状況に対応した最新の情報モ

ラル・ルールなどの研修会・啓発が必要となります。

　「人権意識調査」において、「インターネットを利用した人権問題につ

いてどのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「他人

を誹誘中傷する表現や差別を助長する表現など、人権を侵害する情報を

掲載されること1が35．3％で最も多く、次いで「プライバシーに関する

情報が掲載されること」が21．0％となっており、インターネット情報モ

ラルの啓発の必要性が求められています。

［

F
P
！

102



人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

（問32）あなたは、インターネットを利用した人権問題についてどのようなこと

　　が問題だと思いますか。（複数回答・3つまで）

他人を誹諺中傷する讃現や差別を助長する表現など、

　　　　　人権を侵害する情報を掲載されること

出会い系サイトなど犯罪を誘発する場となっていること

　　捜査の対象となく）ている未成年の実名や顔写真を

　　　　　　　　　　　　掲載されること

　　　　　ネットポルノが存在していること

　プライバシーに関する情報が掲載されること

　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　特にない

　　　　　　　　　　　　　わからない

i
L＿　　　　　　　　＿＿＿

資料：平成30年9月実施

灘鯉彩≧難灘羅㌘ 19．％
21［2％

欝灘灘灘10．％

一一「

鵠

識鞍匿

灘灘灘暢纏‘
　　　　　　

α・シ

゜’spr°

ltk　1．1e／e

　　ミ　0．8％

幽」
　　　5．7％

35・9％

33岬
　　l

　　l

　　I

　　l

　　　　　　　O．0％　　5．0％　10．0％th5．0％20．0％25．0％30．0％35．0％40。0％

野田市人権に関する市民意識調査報告書

最新のインターネット情報モラルについての啓発に取り組みます。

小中学校における、全教育過程を通じた「情報社会に参画する態度」

の育成及び発達段階に応じた情報モラル教育の推進

専門性のある講師による、最新のインターネット情報モラルについて

啓発するための授業や研修会の実施
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・最新のインターネット情報モラルについて啓発するための、保護者等

　の大人を対象にした、日々変わっていくインターネット環境に対応し

　た情報モラル・ルールなどの研修会等の実施
・ 市民に対しての、インターネットなどを利用する際のモラル・ルール

　などについての教育・啓発の推進
・ 市における、個人情報保護条例に基づいた個人情報の適切な管理及び

　市で利用するシステムの安全性の確保と研修などによる職員の啓発

・インターネットによる人権侵害に対して適切に対応するため、法務局

　などの関係機関との連携・協力

　性的少数者とは、「セクシュアルマイノリティ」や「LGBTIとも呼
ばれ、レズビアン（女性の同性愛者）、ゲイ（男性の同性愛者）、バイセク

シュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（身体の性と心の性が一致し

ない人）、あるいは、性同一性障害のある人などを総称してこのように表

現しています。これらの性的少数者の人々に対しての偏見や差別は人権
問題です。

　　「人権意識調査」では、「いわゆるLGBTなどの性的少数者の人権に

関することで、どのようなことが問題だと思いますかjとの問いに対して、

「性的少数者に対する理解が不足しており、誤解や偏見があること」と回

答した方が15．4％と最多で、次いで「職場、学校などでいやがらせやい

じめを受けること」が14．0％と、前回に比べ4．6ポイント下がっている

ことから、LGBTなどの性的少数者に対する理解は進んでいることが
うかがえます。

　また、「いわゆるLGBTなどの性的少数者の人権を守るためには、ど
のようなことが必要だと思いますか」との問いに対して、「正しく理解す

るための教育や啓発を行う」と回答した方が34．3％と最多で、次いで「各

自治体や企業などの取組により、社会全体の意識を高める努力をする」が

18．6％となっていることから、性的少数者という理由で偏見や差別する

ことなく、人それぞれの生き方を尊重する社会を実現するため、家庭、学

校、地域、職場など社会のあらゆる分野において、啓発活動の充実を図る

必要があります。
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　学校においては、身体の性、心の性、社会的な性、好きになる性の4つ

のものさしで多様な性を認め、お互いに尊重し合うことが大切であるこ
とを学校人権教育の中で扱っています。

（問33）あなたは、いわゆるしGB↑などの性的少数者の人権に関することで、ど

　　　のようなことが問題だと思いますか。（複数回答）◎今回新たに追加した項目

職場、学校などでいやがらせやいじめを受けること

　　　　　　就職・職場で不利な扱いを受けること

　　　　　　　　　　　差別的な言動をされること

　　　　　アパートなどへの入居を拒否されること

　宿泊施設、店舗などへの入店や施設利用を拒否されること

　　　じろじろ見られたり、避けられたりすること

　　　　　　◎性的少数者に対する理解が不足しており、

　　　　　　　　　　　　　　誤解や偏見があること

◎戸籍上の「夫婦」でないことによる不利益（相続人になれ

　　ない手術の同意書にサインができない、夫婦や家族を

　　　　　　対象にしたサービスが受けられないなど）

◎公衆トイレや入浴施設などで生じる生活上の問噛

　　　◎身体的な性別による服装や髪型などの強要

　　　　◎テレビなどで、性的少数者が笑いの対象として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　扱われること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わからない

資料：平成3◎年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書
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　性的少数者の人権擁護を図るため、今後も継続して市民への啓発に取
り組みます。

　学校においては、教職員が適切に対応できるよう啓発や研修に取り組
むとともに、児童生徒への教育を推進します。

・様々な場面を活用した性的少数者の人権擁護を図るための市民への

　啓発の推進
・　「学校人権教育指導者養成講座」や「新規採用教職員研修1など、様々

　な場面を活用した性的少数者研修会等の実施

1c6

li

t

1



人権教育・啓発に関する野田市行動計画（eg　3次改訂版）

　平成23（2011）年3月に発生した東日本大震災では、避難所において
プライバシーが守られないことのほかに、高齢者、障がいのある人、子ど

も、外国人等の災害時要配慮者及び女性に対する十分な配慮が行き届か

ないことなどが問題となりました。

　また、福島第一原子力発電所の事故に起因する放射線被ばくに関して

も、偏見や根拠のない思い込みにより避難者に対し、いじめや差別など人

権侵害が生じています。

　9人権意識調査」では、「地震などの自然災害や、それに伴って発生し

た原子力発電所の事故により被災した方に、どのような人権問題が起き

ていると思いますか」という問いに対して、「職場や学校などでいやがら

せやいじめを受けること」が13．8％と最も多く、「避難生活のプライバシ

ーが守られないこと」が12．2％と2番目に多い回答となっていることか

ら、今後もこういった災害時の人権侵害を防ぐため、今後も市民への継続

した啓発に取り組む必要があります。
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（問35）あなたは、地震などの自然災害や、それに伴って発生した原子力発電所の事

　　　故により被災した方に、どのような人権問題が起きていると思いますか。（複

　　　数回答）◎今回新たに追加した項目

職場や学校などでいやがらせやいじめを受けること

　　　　　　　　　　　差別的な言動をされること

　　　　　アパートなどへの入居を拒否されること

　　宿泊施設、店舗などへの入店や入園を拒否されること

学校、幼稚園などへの入学や入園を拒否されること

　避難生活の長期化によるストレスに伴ういさかいや虐待

　　◎災害時に要援護者（障がい者・高齢者・乳幼児・妊婦

　　　　　　など）や外国人への配慮が行き届かないこと

　　　　　◎避難生活で女子や子育て家庭などへの配慮が

　　　　　　　　　　　　　　　　行き届かないこと

　　　◎避難生活のプライバシーが守られないこと

　◎家族を亡くした人への配慮が行き届かないこと

デマや根拠のない話がインターネットなどで拡散されること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

い

い
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資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書
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　災害時の人権侵害を防ぐため、市民への継続した啓発に取り組みます。

　災害時における対応について、要配慮者及び女性に対する十分な配慮
を行います。
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・ 講演会のテーマに取り上げるなど、市民への啓発の推進

・避難所運営等に災害時要配慮者及び女性の意見等の導入

醐　　e　’ x　　　：：　ny　・　。　　　、：　　　埠

　これまでに述べてきた人権課題の他にもfアイヌの人々」やf北朝鮮当
局による拉致問題」などもあります。

　国の動きとしては、平成18（20◎6）年6月に「拉致問題その他北朝鮮
当局による人権侵害問題への対処に関する法律」が施行され、また、平成

31（2019）年4月には、アイヌ民族を「先住民族jと初めて明記した「ア

イヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関す
る法律」が成立しました。

　これらの課題においても、すべての人の人権を尊重し保障していくと

いう視点に立ち、正しく理解するための教育・啓発活動の推進に努めます。
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

施策の方向
①相談窓ロの充実

②人権侵害被害者への対応の充実

　法務省人権擁護局の平成30（2018）年度人権侵犯事件状況報告による

と、新規受理件数は19，063件、前年比2．4％の減少で、特徴としては、

インターネット上の人権侵害情報に関する事件数が1，910件、前年比
13．8％の減少と、前年に次いで過去2番目に多い件数でした。また、セク

シャル・ハラスメントに関する事件数が、410件、前年比35．3％と増加し
ました。

　私人等における人権侵犯事件では、住居・生活の安全に関する侵犯（相

隣間におけるものなど）が3，730件と最も多く、次いで、学校における

いじめ事案が2，955件、暴行・虐待（夫の妻に対する暴行、児童虐待な

ど）が2，749件、強制・強要事案（夫の妻に対する強要、ストーカー行

為など）が2，281件、プライバシー関係事案（インターネット等によるも

のなど）が2，257件、労働権関係事案（パワーハラスメント、労働基準法

違反など）が2，106件と大きな割合を占めています。

　また、「人権意識調査」においても、「あなたは、今までに、ご自分の人

権が侵害されたと思ったことがありますか」という質問に28．7％が「あ

る」と答えており、前回より1．0％以上上昇しています。

（参照：P7（問3）のグラフ）

　今後、一層複雑多様化していく人権課題に対して、実効性のある人権侵

害の早期発見と救済を進めていくためには、市民がどんなことでも、気軽

に相談できるよう相談窓口の更なる充実が必要です。また、人権侵害を受

けた場合の救済制度について様々な機会を捉えて市民に周知するととも

に、法務省の人権擁護機関（法務局及び人権擁護委員）との緊密な連携が

必要です。

1
　

ト

E

E

市民の様々な悩みや相談に対応するために、人権擁護委員による人権
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

相談、専門カウンセラーによる女性のための相談、DV相談、家庭児童相

談、子どもSOS、教育・いじめ相談、教育相談、心配ごと相談、職業相
談、消費生活相談、法律相談、一般市民相談などの窓口を設けてそれぞれ

相談を行っているほか、各担当窓口でも毎日相談を受け付けています。

　なお、障がいのある人に関する相談については、障がい者支援課におい

て総合相談を実施しているほか、相談支援事業者への委託による相談支
援機能の強化、指定相談支援事業所による計画相談支援、障害児相談支援、

基本相談支援の実施、「野田市障がい者団体連絡会」の協力により当事者

関係者相談を実施し、適切な支援に取り組んでいます。

　今後も市民が気軽に相談できるよう各相談窓口の連携を図るとともに、

内容の充実に努める必要があります。

　市民が気軽に相談できるよう各相談窓口の連携を図るとともに、内容

の充実に努める必要があります。

・ 市民が気軽に相談できるよう各相談窓口の連携・充実
・ 市報や市ホームページ等による各相談窓口の周知

・職e　　・　麟 tST；、r詰　イ1・≡　三　　　グ 蓼　s　、

　法務大臣から委嘱された人権擁護委員は、人権を侵害された被害者か

らの相談や申告を受けた場合、直ちに法務局と協議し、必要な調査を行っ

ています。

　その結果、侵犯事実の認定がされた場合には、ケースに応じて、援助、

要請、説示、勧告、告発などの救済措置を行っていますので、人権侵害を

受けた場合の救済制度について、制度の更なる周知を図る必要がありま
す。
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　人権侵害を受けた場合の救済制度について、様々な機会を通じて制度

の更なる周知を図るとともに、人権侵害があった場合には、人権擁護機関

（法務局及び人権擁護委員）と連携を図り、速やかな対応に努めます。

・ 人権侵害を受けた場合の救済制度について、人権週間や人権擁護委員

　の目といった様々な機会を通じた制度の更なる周知

・人権擁護機関との更なる連携の強化
・ 市報や市ホームページなどによる人権相談窓口の市民への周知
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人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）

1　推進体制

施策の方向 ①全庁体制での取組

・．9　・　畿N
’ 　　ダ　≡▼

　行政には、人権と関係のない部局はありません。あらゆる部局は市民の

権利と密接に関係のある業務を行っており、公務の遂行に当たっては、一

人一人の職員が人権尊重を基本とする認識・姿勢を持たなければなりま

せん。

　このような認識も踏まえて本行動計画の積極的な推進を図るため、市

長を本部長とする「野田市人権施策推進本部」を中心として、全庁体制で

相互に連携を密にしながら、法改正や状況の変化を見据えつつ、取組を進

めます。

2　関係機関　団体との連携

施策の方向 ①関係機関・団体との連携

uti．　e　　・　鰯＝’：　怠＝1：　灘　’・　9　：’≡’

　本行動計画の推進に当たっては、施策の性格として広域的な展開が求

められるものについては、国（法務省の地方機関としての地方法務局）、

県、近隣市と連携をとりながら取り組むこととし、「千葉県市町村人権施

策連絡会」における情報交換や合同研修会などの場を活用します。

　また、現在、「柏人権擁護委員協議会野田部会」、「野田市人権啓発推進

企業連絡協議会」などの人権関係者、企業のほか、ボランティア団体など

市民団体やNPOなどとの協力連携により、様々な機会を利用して積極
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的に啓発事業を進めているところですが、今後も、人権や福祉について先

進的な取組をしている団体や関係者などの情報を集め、新たな連携の検

討や人権教育・啓発の手法の研究に努めます。

　また、「公益財団法人人権教育啓発推進センター」の人権ライブラリー、

人権啓発指導者養成講座などを積極的に利用するとともに、「一般社団法

人千葉県人権啓発センター」の情報誌や講演会により千葉県内の人権に
関する情報を得ていきます。

3　人権施策の周知及び人権教育　啓発の推進

①誰もが分かりやすい言葉での教育・啓発

施策の方向 ②誰もが受け入れやすく興味を持てる教育・啓発

③様々な機会を利用した教育・啓発

　

1

E

　本行動計画は、「個性豊かなまちづくりを行う人権・平和尊重都市宣言」

の推進を目指し、野田市として市民ぐるみで取り組むための行動指針で

あり、市民が講演会などの事業・施策に積極的に参画し、また、人権施策

に関する事業を必要に応じて利用できるよう周知に努めることが犬切で
す。

　　「人権意識調査」では、「市では人権についての理解を深めていただく

ためにさまざまな取組を進めていますが、「あなたは、今後どのような取

組を充実させていくべきだと思いますか」という問いでは、「学校や地域

における人権教育の充実」が22．7％と一番多く、次いで「市報や市ホー

ムページでの啓発情報の充実」が16．0％、「人権に関する相談体制の充実」

が13．3％」となっており、学校や地域における人権教育の必要性や啓発

活動の充実などが求められています。

（参照：P24　（問37）のグラフ）

　市では、今後も幅広い層の市民が事業・施策に参画し、また利用できる

よう、市報やホームページなどを通じて積極的なPRを行い、資料や情報
の提供に努めます。

　本行動計画に盛り込まれた事業・施策を効果的に推進するためには、市

民一人一人が自分自身や他の人の人権の大切さや、人権にかかわる各種

の課題について正しく理解することが必要です。このため、人権教育・啓

発を行うに当たって、次の点に留意しながら進めます。

［

F
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e．輌　・　醗．1 グ　・▼≡　　　酷　’x

　教育・啓発の対象者は全市民であり、子どもじんけん映画会や人権出前

講座などを通じて、多様な年齢や職業の市民一人一人の生活の中に人権

意識が根付くことを目標に、明確かつ簡易な表現での情報発信に努めま
す。

” e　・　麟．∀ ．　　　1三lIY

　児童・生徒に向けた教育読本の作成などに当たっては、本行動計画の目

的と内容を踏まえるとともに、それぞれの段階で興味が持て、気軽に読ん

でもらえるよう工夫をします。

　また、講演会や講座などについては、より多くの市民が参加できるよう、

一般向け講演会及び出前講座を実施しますが、更に内容を工夫します。

e．ψ　・　鰯・　．諾f ・ ▼it’　　　鰭　△

　野田市では様々な行事が開催されており、これらの機会を利用して、特

定の人々や団体だけでなく、これまで人権問題に関心のなかった人も教

育・啓発事業に参加できるように工夫し、あらゆる人々がそれぞれの認識

や理解に応じて人権意識を高めていけるよう努めます。
　また、「柏人権擁護委員協議会野田部会」との連携により、特設の人権

相談コーナーを設けるなどの手法により相談窓口と人権擁護委員の活動

について一層の周知を図ります。
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4　計画のフォローアップ及び見直し

施策の方向
①野田市人権施策推進本部による進行管理

②野田市人権施策推進協議会への報告及び諮問

“・ダ　　・　蟹曝　昌 e　調≡　匡　≡：

　本行動計画の事業・施策が適切に推進されているか、また効果を上げて

いるかという点について定期的にフォn一アップをしていくため、施策
体系に基づき「野田市人権施策推進本部」が進行管理を行います。

　本行動計画の事業・施策について、定期的に又は適宜野田市人権施策推

進協議会に報告し意見を求めます。

　本行動計画は、計画期間の終了、又は必要に応じて見直すこととし、見

直しに当たっては「野田市人権施策推進協議会」に諮問することとします。

E

E

116



パブリック・コメント手続の実施について

1　募集の趣旨

　「野田市民憲章」　「平和祈念碑」　f個性豊かなまちづくりを行う人権・平和都

市宣言」等の理念や野田市総合計画等に基づく人権課題の解決を図るための施策

として策定した現行計画が令和元年度で満了となることから、障がいのある人、

同和問題、外国人に対する差別解消法の施行、性的少数者やインターネットを利

用した人権問題などの新たな人権課題、また昨年度実施した「野田市人権に関す

る市民意識調査」の結果にみられる人権に対する市民の関心度や野田市の実態等

を踏まえ、これまでの課題や施策を見直し、令和2年度から令和6年度までを計

画期間とする、　「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）」の

素案がまとまりました。

　そこで、策定にあたりお知らせするとともに、皆さんから広くご意見、ご提案

を頂くため、次の方法でパブリック・コメント手続を実施します。

2　パブリック・コメント手続の実施根拠

　野田市パブリック・コメント手続条例第3条第2号

　　「市の基本的な政策に関する計画の策定又は変更」

　

｜

t
3　意見を募集する政策等の案

　人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　（素案）

4　政策等の案等の入手方法

◆市ホームページ内　「パブリック・コメント」からダウンロード

◆文書閲覧

　　・市役所5階　人権・男女共同参画推進課（担当課）

　　・市役所1階　行政資料コーナー

　　・いちいのホール1階行政資料コーナー

　　・各福祉会館（谷吉、七光台、島、関宿）

　　・各公民館（中央、東部、南部梅郷、北部、川間、福田、関宿中央、関宿、

　　　　　　　二川、木間ケ瀬）

　　・各図書館（興風、南、北、せきやど）

　　・生涯学習センター

ト

5　意見の募集期間

　令和2年1月8日（水曜日）から令和2年2月6日（木曜日）まで



6　意見を提出できる方

　　市内に住所を有する方、市内に事務所又は事業所を有する方、市内に通勤又は

通学している方、　「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）」

に利害関係を有する方

7　意見の提出方法

　　次のいずれかの方法により提出してください。

〒278－8550野田市鶴奉7番地の1

◇郵送の場合 野田市役所児童家庭部人権・男女共同参画推進課　宛て

※2月6日の消印有効（募集期間最終目）

○市役所5階人権・男女共同参画推進課

受付時間：午前8時30分から午後5時15分まで

（土曜日及び日曜目を除く）

　戸
◇意見投函箱

○市役所1階総合案内

◇持参の場合 ○いちいのホール1階　関宿支所

受付時間：午前8時3◎分から午後5時15分まで

（土曜日及び日曜日を除く）

○各福祉会館、各公民館、各図書館、生涯学習センター

受付時間：各施設とも開館時間内

（休館日を除く）

◇ファクシミリの場合 （FAX番号）　04～7123～1074

◇電子メールの場合 市ホームページから送信できます。

8　意見を提出する書式

　　意見提出用紙を用意していますのでご利用ください。

　　なお、人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）に対する意見

と書いて、住所、氏名（法人その他の団体にあっては、所在地、団体名及び代表

者氏名）、ご意見等が明記されたものであれば任意様式でも構いません。

9　意見の取扱い

　　提出されたご意見の概要やご意見に対する市の考え方などは、住所、氏名など

　　個人情報を除いて市ホームページで公表する予定です。

　　ただし、募集の趣旨と直接関係のないご意見等については、パブリック・XXメ

ント手続の意見として取り扱いません。また、ご意見を頂いた方への回答は行い

ませんのであらかじめご承知おきください。

10　問合せ先

　　児童家庭部人権・男女共同参画推進課

　　電話04－7125－11U　内線2577



人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　人権教育・啓発の推進にあたっては、「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画及び国の「人権教育・啓発に関する基本計画」によって位置付けられた重要課題である女性、子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題、外国人、HIV感染者、ハンセン病患者、また、近年では、インターネットを通じた人権侵害、性的少数者の人権、災害時における人権への配慮など、新たな人権課題を含めた様々な人権課題について、法の下の平等、個人の基本的人権の尊重の視点から積極的な取組を行います。E32人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）1　女性�@人権尊重と男女平等が確保された社会づくり�A女性（異性）に対するあらゆる暴力の根絶施策の方向�B政策・方針決定過程への女性の参画促進�Cワーク・ライフ・バランスの推進�D生き生きと暮らせる活力ある社会づくり　女性の人権問題とは、性に基づく不平等や差別、偏見、暴力などによって女性の人権と自由の享受が妨げられているという問題です。　男女平等についての取組は、女性の地位向上を目指し、昭和50（1975）年を「国際婦人年jと定めたことを契機に世界的な気運が高まり、昭和54（1979）年には女子差別撤廃条約が採択され、従来見過ごされてきた固定的な女性の役割、男性の役割という意識を変えていくこと、地域社会における慣行や習慣を見直すべきことが提言されるなど、女性の役割・権利についての認識が大きく進展してきました。　また、平成7（1995）年に北京で開催された第4回世界女性会議において採択された「北京宣言及び行動綱領」では、V女性の権利は人権である」とうたわれています。　国においては、平成11（1999）年に改正された「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（以下「男女雇用機会均等法」）、同年に施行された「男女共同参画社会基本法」、平成13（2001）年施行の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下「DV防止法」）、平成27（2015）年8月に制定された、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」）、令和元（2019）年5Hには、「女性活躍推進法」等の一部が改正されるなど、各種法律や制度等が整備され、男女が社会のあらゆる分野で参画する機会の確保や男女共同参画社会の実現に向けて、様々な取り組みが進められています。　市では、平成8（1996）年に「フレッシュプランのだ」を策定し、男女共同参画社会の実現に向けて、総合的、計画的に様々な施策に取り組むこととし、その後計画期間の終了に合わせて、平成17（2005）年に「野田市男女共同参画計画」を策定し、平成21（2009）年度と平成26（2014）年度の改訂を経て、現在まで男女共同参画に関する諸施策を推進してきましたが、令和元（2019）年度の改訂で「第4次野田市男女共同参画計画」を策定し、（2020）年度以降は、当計画に基づき、具体的施策に取り組みます。　「人権意識調査」の結果では、「女性の人権に関することで、どのようLF33人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）なことが問題だと思いますか」との問いに対して、「就職時の採用条件、仕事の内容、昇給昇進における男女差など、職場における男女の待遇の違いがあること」との回答が18．4％で最も多く、次いで「男は仕事、女は家庭といった男女の固定的な役割分担意識があること」が15．8％、「セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」が14．3％と高い関心が示されました。　男女共同参画の視点に立った意識改革や女性（異性）に対するあらゆる差別や暴力がなくなる人権尊重に向けた施策の充実が課題となっています。F34人権教育・啓発に関する野田市行動計顧（第3次改訂版）　　　Pt；ev　　・　醗　　雲≡＝＝　：：・　　　r，l　nt　　　　x　女性の様々な分野への参画、就労、仕事と家庭の調和、配偶者等からの暴力等において課題が残されています。また、職場や家庭、地域では男女の固定的な役割分担意識は依然根強いものがあります。　こうした中、経済分野において、成長の担い手としての女性の活躍への期待が高まっており、仕事と生活、特に子育て、介護等との両立を進め、女性が活躍できる環境の整備が求められています。35人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア、　意識啓発の充実　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課、子ども家庭総合支援課、　　　指導課、人事課）　　「野田市男女共同参画計画」に基づき、男女がそれぞれに自立し、互いの人権を尊重する社会を作るためには、男女の固定的な役割分担意識を解消し、学校・家庭・地域など社会の各分野において男女共同参画を推進する教育・啓発が重要です。　男女共同参画に関する講座やセミナー等については、より市民の関心を引くテーマや講師を選定するとともに、地域資源等を生かして幅広いテーマで男女共同参画につなげるような工夫を行い、参加者を増やすための取組が求められています。　また、急速なSNSの普及に伴い、若者の間で発生しているデートDVの低年齢化が進んでいることやモデルやアイドルのスカウトや高収入アルバイトへの応募をきっかけに性的な行為を強要されるなど、アダルトビデオ（AV）への出演強要や女子高生（JK）による接客を売りにした「JKビジネス」と呼ばれる、若年層の女性を中心に性的な被害を受ける問題が発生しており、今後、これまでの取組をどう拡大するかが課題となっています。　職場における女性への人権侵害行為であるセクシュアル・ハラスメントやパワーハラスメントが問題となっており、企業などに対し、相談窓口の周知と整備を指導するとともに、職場研修を行うなどの防止対策の取組を働きかける必要があります。　職場における女性への人権侵害行為であるセクシュアル・ハラスメントやパワーハラスメントについて、企業などに対し、相談窓口の周知と整備を指導するとともに、職場研修を行うなどの防止対策の取組を働きかけます。36人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・DVやセクシュアル・ハラスメント問題などを含む女性が抱える悩み　や問題に対しカウンセリングを中心とした「女性のための相談」の実　施・男性ならではの悩みや問題について、男性カウンセラーによる「男性　のための電話相談」の実施・一般向け講演会等の開催方法等の工夫及び目的別に沿って対象を絞　った講演会や出前セミナーの充実・拡大・市役所・支所の行政資料コーナーにおける男女共同参画に関する冊子、　チラシ等の設置による情報提供・興風図書館内及びせきやど図書館内の女性情報コーナーにおける、女　性をテーマとした様々な分野の蔵書の充実・意識啓発や情報提供のため、男女共同参画推進だより「フレッシュ」　の発行回数の拡大・キャリア教育及び学校人権教育や男女平等教育の実施・デートDV啓発及び防止に向けた、市内高校を対象にした講演会の実　施・市内中学校における、教職員も対象としたデートDVに関する講演会　の実施・市ホームページ等における情報提供、DV相談等の相談者に対する各　支援策の内容説明及び分かりやすい情報の提供・市職員に対する、男女共同参画の視点を取り入れた研修及びDVや児　童虐待等の人権侵害につながるあらゆる相談に対応するための、相談　窓口の充実・各種イベント等に合わせた、人権に関する啓発活動や出前講座の実施“．9　・　繊・・　、、・　　　，　．　≡　　9　f・　ti　女性に対する人権侵害であり、女性の尊厳を汚し傷つけるものとして、DVやセクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為などの問題があります。　また、DVは児童虐待と密接な関係があることから、DVと児童虐待を一体化した支援を推進する必要があります。　DVについて、相談件数が毎年度増加しており、平成30（2018）年度には114，481件の相談が全国の配偶者暴力相談支援センターに寄せられて37人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）います。　若者の間でデートDVが発生するなどDV被害の低年齢化や、交際相手からの暴力が社会的な問題となる中、被害者やその家族が命を奪われる痛ましい事件も発生していることから、平成25（2013）年7EにDV防止法が改正され、これまでの配偶者（事実婚を含む）に加えて生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害者についても法の適用対象とし、平成26（2014）年1月3日に施行されました。　DVなど女性に対する暴力や女性の人権を侵害する行為への対応として、「野田市ドメスティック・バイオレンス総合対策大綱」及び「野田市男女共同参画計画」に基づき、「DV相談」や「女性のための相談」などを通じて、関係各課との連携を図り、問題解決に向けた支援を進めています。　また、DV被害世帯の子どもたちは、親の暴力を目撃することで、精神的負担を強いられていることから、児童虐待防止へ向けて、関係各課との連携を図り、問題解決に向けた支援を進めています。1「F｜　38『人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　DV対策の強化（担当課：子ども家庭総合支援課）　要保護児童対策地域協議会調整機関としての機能と、子ども家庭総合支援拠点としての機能を持ち、児童虐待と密接な関連のあるDV被害者支援も行う子ども家庭総合支援課を令和元（2019）年10月に新設し、児童相談所や警察などの関係機関との情報共有による連携を強化し一体的に支援しています。また、DVや児童虐待の早期発見や二次的被害等を防ぐための、DVや児童虐待等を担当する職員等のスキルアップを図る必要があります。　DV対策については、配偶者暴力相談支援センターとして、「野田市ドメスティック・バイオレンス総合対策大綱」に基づき、DV被害女性の相談・保護・自立までを一体的に支援しています。　具体的には、市営住宅を目的外使用し、シェルター入所中の被害女性が精神的ケアと経済的自立に向けた生活の準備をするために活用するステップハウスや、居住の安定を図るため、DV被害女性に対する市営住宅入居資格条件の緩和といった制度を実施しています。　また、緊急に居住の場を確保する必要があるシェルター入所中の被害女性で、市内の民間賃貸住宅へ入居しようとする低額所得者に対し、賃貸借契約時に要する家賃等の費用の一部を助成する、民間賃貸住宅入居時家賃等の助成も行っています。　さらに、市内の民間賃貸住宅への入居が困難なシェルター入所中又は入所していた被害女性世帯に対し、民間賃貸住宅情報の提供、民間保証会社や既存の福祉サービスを活用した入居保証及び居住継続支援を行うとともに、低額所得者などには家賃等保証委託契約費用の一部を助成する住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援も実施しています。　しかし、周知に努めているものの活用されていないため、使い勝手を良くするよう制度の見直しを行うとともに、今後の利用に備え、施設の維持管理を行いながら、更なる周知を図る必要があります。　子ども家庭総合支援課の機能充実を図り、虐待と関連性の強いDV支援についても、啓発、相談、支援等を一体的に実施していきます。また、DV被害女性に寄り添った支援を進めます。39人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・子ども家庭総合支援課の機能の充実・DV被害者としての母子を一体的に支援する体制の構築・児童相談所や警察などの関係機関の情報共有や連携体制の強化・DVや児童虐待の早期発見や二次的被害等を防ぐための、担当職員等　のスキルアップ研修の実施・関係課と連携したDV被害者情報の漏洩対策の強化・徹底・DV被害女性が相談しやすい環境づくりを心がけるとともに、被害女　性の意思を最優先に据え、本人の心情や置かれている状況等に十分に　配慮した上での相談対応・支援策や法制度の分かりやすい説明・提示、窓口の一層の整備・充実　等、DV被害女性に寄り添った、きめ細かな対応・警察等の関係機関と連携を図り、保護を求めているDV被害女性の安　全確保を図るとともに、自立に向けた各種支援の継続・DVシェルター入所中のDV被害女性に対し、退所後の自立生活に必　要な経費助成の継続・DVシェルター入所後に精神的に不安定になるDV被害女性に対し、　市内精神科医によるカウンセリングに必要な経費助成の継続・DV被害女性が他自治体での自立を目指すに当たり広域的な対応を　図るため、受入側の自治体に対する理解と協力の要請及び受入側の自　治体への情報提供と支援協力・情報の共有化を図り、迅速な対応を取るため、「野田市ドメスティッ　ク・バイオレンス対策協議会」の開催及び事例発表等を通じた情報交　換・市職員に対する、関係各課がDV被害者支援に係る共通の認識を持ち　つつ、連携を強化し、並びに二次被害を防止するための「DV被害者　支援マニュアル」に基づく対応の徹底｝LEイ．　ストーカー等に関する対策の実施　　　（担当課：子ども家庭総合支援課、人権・男女共同参画推進課）｝ストーカー事案の相談等は、平成30（2018）年中21，556件で、平成24（2012）年以降、依然として高水準で推移しており、深刻な問題となって40人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）います。（警察庁「平成30年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況について」参照）　平成29（2017）年に「ストーカー行為等の規制等に関する法律（ストーカー規制法）」が改正され、「禁止命令等処分制度」の見直しにより、LINEやTwitter等のSNSでのメッセージの連続送信や、個人のプログへの執拗な書き込みが、つきまとい行為に追加されました。ストーカー行為等に関して、広範囲な情報提供と啓発に努めます。・男女共同参画推進だより「フレッシュ」へのストーカー行為等に係る　内容や被害を受けた場合の対応窓口等の掲載・　el　・　醗，tSl・一　　「c　田　　　夢　　e　垣　ダ　男女共同参画社会の形成を図る上で、様々な活動の場における政策・方針の決定過程に男女が共に参画し、等しく意見が反映されることは重要なため、「野田市男女共同参画計画」に基づき、あらゆる機会を捉えて啓発に努めます。ア．　審議会等における女性委員の登用率の拡大　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課）　市では率先して女性の参画を推進するため、各種審議会等への女性委員の割合の目標を50％にするとともに、女性委員のいない審議会等の解消を図ることとしています。41｜人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）各種審議会等への女性委員の目標登用率の維持・拡大を図ります。・各種審議会などにおける、女性委員の登用率の維持・拡大及び女性委　員のいない審議会等の解消イ．　職場に関する施策の推進　　　（担当課：人事課、人権・男女共同参画推進課）　男女共同参画社会の形成を図る上で、様々な活動の場における政策・方針の決定過程に男女が共に参画し、等しく意見が反映されることが重要です。　職場では積極的に女性職員の登用を促進し、企業などにおいても、方針などの決定の場に女性が参画できるよう、あらゆる機会を捉えて啓発に努める必要があります。　1　女性職員の能力向上を図るための研修を実施し、人材育成に努めます。　職場では積極的に女性職員の登用を促進し、企業などにおいても、方針などの決定の場に女性が参画できるよう、あらゆる機会をとらえて啓発に努めます。・女性職員の能力向上を図る研修の実施・積極的な女性職員の登用の促進及び企業などにおける女性参画を啓　発する機会の充実42人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　誰もが、仕事、家庭生活、地域活動、個人の自己啓発など、様々な活動を自分の希望するバランスで実現するため、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進します。ア．　ワーク・ライフ・バランスについての啓発の推進　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課、商工観光課、公民館）　男女が多様なライフスタイルに応じた働き方ができるよう、企業などへ「男女雇用機会均等法」の周知徹底を含め、就労の機会均等や職場における昇給・昇格、能力開発、性別役割分担意識の解消など男女平等の啓発に努めています。　誰もが、様々な活動を自分の希望するバランスで実現するため、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進します。・野田市無料職業紹介所、野田地域職業訓練センター及び商工観光課窓　口における労働関係資料の提供や、事業主に対する講演会、講座等の　開催・ひとり親の職業能力開発をするため、ひとり親家庭就業支援パソコン　講座の実施、及びパンフレットやチラシ等による周知、活用の促進・男性の地域参画を促進するため、生涯学習センター及び公民館で地　域の学習機会として行われている、男性の料理教室の内容等を紹介　するなどの情報提供43人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）イ．　職場に対する施策（担当課：人事課）　育児休業・介護休業制度など、仕事と育児・介護が両立できる制度と取組について普及を図るとともに、「野田市特定事業主行動計画」に基づき、市職員に対しての仕事と子育ての両立支援を図っています。　男女が多様なライフスタイルに応じた働き方ができるよう、企業などへ「男女雇用機会均等法」の周知徹底を含め、就労の機会均等や職場における昇給・昇格、能力開発、性別役割分担意識の解消など男女平等の啓発に努めています。　なお、「野田市特定事業主行動計画」策定の根拠となる「次世代育成支援対策推進法（平成27（2015）年3月までの時限立法）」は、10年間延長されたため、平成28（2016）年4月1日から令和2（2020）年3月31日の期間における「野田市特定事業主行動計画」を平成27（2015）年度に策定しました。当計画については、令和2（2020）年3E31日で計画期間が終了することから、次期計画の策定を進めております。FE｝　ワーク・ライフ・バランスを実現させるための環境整備として、職場環境や子育て環境の整備、子育て支援策の充実を図ります。　育児休業・介護休業制度など、仕事と育児・介護が両立できる制度と取組について普及を図ります。「野田市特定事業主行動計画」に基づく、市職員に対しての仕事と子育ての両立支援E・　「野田市特定事業主行動計画」に基づく措置の実施状況の市役所及び　いちいのホールの行政資料コーナー、市ホームページでの定期的な公　表44人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）“職e　・　翻、　、、　　s・　亀　　念　男女がその健康状態に応じて適切に自己管理を行うことができるようにするための健康教育、相談体制を確立するとともに、性差に応じた的確な医療である性差医療を推進していきます。　また、高齢化が進む中、介護の負担を要介護者の家族、とりわけ女性に集中することなく、社会全体で支える体制の構築を図るとともに、さらに、高齢者が自立して社会参加できるよう、地域との連携を図っています。ア．　　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」の推進　　　（担当課：保健センター）　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」に基づき、全ての市民が健康で、自分らしく生き生きと地域で生活ができ、こころ豊かなまちづくりを目指すため、各種事業を進めています。　集団健康教育は、健康増進法に基づき4◎〜64歳の年齢の者を対象とし、講演会や各種教室を開催しているものの、当該年齢層の参加者が少ない状況にありますので、参加者の増加に向けた実施方法を検討する必要があります。　両親学級については、土日開催により、男性参加割合が増加していますが、まだ偏っている傾向があるため、定員や回数等を検討する必要があります。　また、父子手帳の交付・妊婦体験・産後うつの講話等母親の負担軽減、父親の育児協力の促しにつながる内容を実施しています。　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」に基づき、全ての市民が健康で、自分らしく生き生きと地域で生活ができ、こころ豊かなまちづくりを目指すため、各事業を進めていきます。　今後も、妊娠・出産・育児まで男女が協力していけるような支援体制の充実に努めます。45人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・　「野田市健康づくり推進計画21（第3次）」を基に、�@健康寿命の延伸、　�A生活習慣の改善、�B子どもの健やかな成長を柱として、「個人、家庭　でできること」、「地域・職場でできること」、「行政が支援できることj　に区分けした事業の展開・個々の健康状態に応じて適切に自己管理を行うことができるよう健　康教育や相談事業を実施・妊娠・出産・育児に係る支援体制にっいては、妊娠中から家族で妊娠・　出産・育児に対する意識の向上が図れるよう、妊娠届出時の保健師の　面接を継続し、適切な情報の提供・両親学級においては配偶者が参加しやすいよう開催日を検討します。　また、正しい知識の普及とともに、妊婦・配偶者の仲間づくり、情報　交換、父親の育児参加の支援継続E46人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）2　子ども�@児童虐待防止対策の強化�Aひとり親家庭の自立支援の推進施策の方向�B子どもの安全の確保�C子育て支援サービスの充実�D子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備　子どもの人権問題とは、児童虐待、いじめといった子どもに対する直接的な危害のほか、子どもの心身の健全な成長が妨げられることに関する問題です。　国は平成6（1994）年にY子どもの基本的人権の保障をうたった児童の権利に関する条約」（子どもの権利条約）を締結し、同年、「子育てと仕事の両立支援」を軸とした9今後の子育て支援のための施策の基本的方向について」（エンゼルプラン）を策定しました。　これをきっかけとして、多様な保育の推進など様々な方策を講じており、平成15（2003）年には、「次世代育成支援対策推進法（平成27年（2015）年3月までの時限立法）」により、要保護児童へのきめ細かな対応、障がい児施策の充実など、子どもの人権に関する取組を含めた行動計画の策定を市町村の責務としました。　また、子ども・子育てをめぐる様々な課題を解決するため、平成24（2012）年8月に「子ども・子育て支援法」が公布され、平成27（2◎15）年4月に本格施行されました。　平成28（2016）年には、「児童福祉法」が一部改正され、子どもの権利条約の精神が法の理念として明確に定められました。　市では平成12（2000）年に「野田市エンゼルプラン」を、平成17（2005）年にf次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画を包含した「野田市新エンゼルプラン」を策定し、平成22（2010）年に、「次世代育成支援対策推進行動計画」の後期計画を包含する「野田市新エンゼルプラン（後期計画）」を策定しました。　平成27（2◎15）年には、「次世代育成支援対策推進法」が1◎年間の延長となるとともに、行動計画の策定は任意となったことから、「子ども・子育て支援法」の事業計画との一体化が可能となりました。そのためY子ども・子育て支援法」に基づく事業計画を包含する「野田市エンゼルプラン第4期計画」を策定し、待機児童対策や妊娠期から18歳まで切れ目ない支援を行う「子ども支援室」の創設、児童虐待防止やひとり親家庭の支援などを引続き重点施策として取り組んできました。47人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　令和元（2019）年度で現計画が期間満了となることから、「子ども・子育て支援法」の事業計画（第2期計画）を包含する「野田市エンゼルプラン第5期計画」を策定し、今後は当計画を基に施策を推進していきます。　なお、次期計画では、教育・保育の無償化への対応や子ども館の整備など子ども達が未来に希望を持てるよう、子どもと子育て世代への支援の充実に努めてまいります。　目標（1）「様々な場における人権教育・啓発の施策の推進jで述べた人権教育・啓発のための取組と併せ、野田市エンゼルプラン第5期計画に基づき推進される次の世代を担う子どもたちの育成への取組により、子どもが生命の大切さを理解し、自分を大切にするとともに他人の気持ちを思いやる心を持ち、健やかに成長することができるよう以下の施策を推進していきます。48tEE1｜人権教育・啓発に関する野田市行動計画（ag　3次改訂版）（問16）あなたは、子どもの人権を守るためには、どのようなことが必要だと思い　　　ますか。（複数回答・3つまで）一　子どものための相談・支援体制を充実する　　子どもの人権を守るための教育・啓発活動を　　　　　　　　　　　　　推進する　　　　　　教師の資質や能力を高める親などへの教育、相談・支援体制を充実する子どもに自分も人も大切であることを教える　　　　　　　子どもの人格を尊重する滋20孫徽壕鯵残灘灘叢鷺蒙　12　　　　　　　　　12。鷲影慈聯灘紗�f溺彩濠暢蕊透彩16．107％7％4．7影講繰鯵輪ぶ鑑聯繋t−t膿鑛灘該鷲永驚�c凛ぞ”〆燕繍蘂　嚥裟�c灘　geee，　1％％児韻鞠瞳ポルノなど卿り締まりを弓靴する懲懸盤6蛎6．9％72％　その他特にないわからない彩0．4％0．3％　％　6％　8％・1％12L＿　　　　＿＿＿＿資料：平成30年9月実施匡國平成30年度□平成25年度　　　　　　一一ww”’a’−mHdy，−T　エ　　　　　◎．◎％　　5．◎％　　1◎．0％野田市人権に関する市民意識調査報告書15．0％…胴pm’−K　　2αo％＃’t＾’　グ・　鰯＝ues””’　ぎ　　：1　子どもを取り巻く環境は、大きく変化してきました。核家族化など家族形態の変容、ライフスタイルの多様化などにより、地域の人間関係の希薄化、地域コミュニティの弱体化、家庭・地域の教育力などの低下、高齢者や困難を抱えた親子などの孤立などが考えられます。また、これらの変化に伴い、子育てについての悩みや不安を多くの家庭が抱えながらも、地域の協力が得られず、身近に相談できる相手がいないため、子育ての負担が母親へ集中し、子育ての孤立化、児童虐待の増加といった課題も示されています。49人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　児童虐待の防止意識の啓発　　　（担当課：子ども家庭総合支援課、児童家庭課）　児童虐待の防止については、これまで、「児童虐待の防止等に関する法律」（以下「児童虐待防止法」）や「児童福祉法」の累次の改正により、制度的な充実が図られてきました。一方で、全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は一貫して増加し、平成29（2017）年度には児童虐待防止法制定直前の約11．5倍に当たる133，778件となっています。特に、心理的虐待の件数が増加しており、この要因としては、児童が同居する家庭における配偶者などに対する暴力がある事案（面前DV）について警察からの通告が増加していることや、児童相談所全国共通ダイヤルの3桁化（189）の広報、マスコミによる児童虐待の事件報道等により、国民や関係機関の児童虐待に対する意識が高まったことに伴う通告が増加していることが考えられます。　市でも、令和元（2019）年度における、家庭児童相談室の虐待相談対応件数は、大幅に増加しています。これは、虐待相談窓口が市民に認知されてきたことに加え、継続的に関係機関等と連携を図り、きめ細かく対応に当たってきたことが要因と考えられます。また、「人権意識調査」の結果でも、f子どもへの人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか。」という問いに対して、「親などが子どもを虐待すること」の回答が21．9％と前回よりも1．7ポイント高くなっており、市民の関心の高さがうかがえます。※『｜ek　　児童虐待の早期発見、早期対応に努めるためには、広く市民に啓発する必要性があることから、あらゆる媒体を活用した啓発に努めていきます。kF・市役所公用車への児童虐待防止のための啓発用マグネットの通年装　着の実施・市役所正面玄関前広告付き表示板への児童虐待防止のための啓発記　事の通年放映の実施50人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・野田市広告付番号案内表示機での児童相談所全国共通ダイヤル「18　9」の放映・川間駅南口、七光台駅西口、清水公園駅東口、梅郷駅西口の防災行政　無線文字表示機能付電光掲示板への児童相談所全国共通ダイヤル「1　89」の表示・災害対応型自動販売機メッセージボードへの児童相談所全国共通ダ　イヤル「189」の表示・市で使用する封筒への児童相談所全国共通ダイヤル「189」の表示・公共施設や自治会などへの児童虐待防止啓発ポスター、チラシの配布・市報・市ホームページ等、市や関係機関が作成した資料を活用した啓　発活動の実施・児童虐待防止推進．月間期間における市内小中学生を対象にしたボス　ター展や、啓発用懸垂幕の掲示など、啓発媒体を増やしての啓発活動　の実施・各種イベント等に合わせた、人権に関する啓発活動や出前講座の実施イ．　地域、関係機関と連携した児童虐待の防止及び対応　　　（担当課：子ども家庭総合支援課、児童家庭課）　柏児童相談所、市内部、学校、関係機関相互の連携不足が判明したことから、要保護児童対策地域協議会における、実務の中心的役割を担う実務者会議の見直しや、関係機関の連携強化を図っています。　まず、要保護児童対策地域協議会実務者会議を抜本的に見直し、主担当や関係機関の役割分担、個々の案件の具体的な支援方針を決定する個別支援会議開催の必要性を議論する場に改めるとともに、必要に応じ積極的に個別支援会議を開催することで、関係機関の情報共有、支援の検討、スケジュールの確認等を行い、情報連携の強化を図りました。関係機関等のうち当該事例に関係し、又は関係する可能性のある者により構成するものとされている個別支援会議につきましても、関係機関との連携の下協議を進めております。　次に、連携強化、情報共有を図るため、令和元（2019）年11月1目から児童虐待管理システムを導入し、12月1日からは庁内関係課及び柏児童相談所に同システムを専用回線でつないで設置することで情報の共有を図りました。　野田市児童虐待防止対応マニュアルの見直しに当たっては、現在行わ51筐人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）れている千葉県子ども虐待対応マニュアルの見直しでは、内容を一般化せざるを得ない部分があることから、市と柏児童相談所との関係に特化したマニュアルを作成することで進めております。その後、保育所や幼稚園、小中学校、警察等、機関ごとの児童虐待対応マニュアルの分冊を作成し、連携の強化を図ることとしています。　その他、地域との連携として、毎月地区民生委員・児童委員定例会に出席し、情報共有を図っています。　子ども家庭総合支援課の機能充実、野田市要保護児童対策地域協議会を構成する地域や関係機関による情報の共有及び連携をさらに進め、児童虐待の未然防止、早期発見による児童虐待の重篤化の防止を図ります。　i｝・子ども家庭総合支援課の機能充実による児童虐待の未然防止、早期発　見による児童虐待の重篤化の防止・教育委員会に新設した子ども家庭総合支援課分室による学校等への　定期的な巡回・教職員に対する法的マインドの養成及び子どもの権利擁護のため市　内小中学校へのスクールUイヤーの配置及び教育委員会アドバイザ　ーの配置・学校等から依頼があった場合の、警察官OBの同行訪問の実施・ポスター展の開催などによる虐待防止啓発事業の実施・進行中の児童虐待の事例について学校等との定期的な情報交換・毎月開催される民生委員・児童委員地区定例会での情報共有・虐待防止対応マニュアルの改訂（令和元（2019）年度、関係機関にっ　いての分冊は2（2020）年度）52人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ウ．　居所不明児への対応（担当課：子ども家庭総合支援課、児童家庭課）現状・課題　市における居住実態が把握できない児童についての対応においては、関係機関と連携し、虐待の発生及び深刻化を予防するための体制を整備しました。　今後も、居住実態が把握できない児童が発見された場合には、速やかに所在が確認できるよう、関係機関と連携のうえ対応します。迅速かつ適切に、児童の所在の確認を行います。・関係通知やマニュアルを基にした、居所不明児への対応”．e　・　麟”≡；：　夢　≡　　▼　’∀　　E　国の「母子家庭等自立支援対策大綱」と同時期の、平成14（2002）年に県や他市に先んじて「野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン」を策定し、ひとり親家庭の自立に向け、居住の場の確保や就労及び育児支援など総合的な取組を行うこととしました。　その後、平成18（2006）年3月、f母子及び寡婦自立支援法」に基づく「野田市母子家庭及び寡婦自立促進計画」として改訂し、また、平成22（2011）年度には、「野田市新エンゼルプラン」の見直しに整合する形で第2次改訂版を策定、さらに平成26（2014）年度には、重点施策である「ひとり親家庭の自立支援の推進」を図るための計画として「野田市ひとり親家庭支援総合対策プラン（第3次改訂版）」を策定し、依然厳しい生活環境に置かれるひとり親家庭の自立支援に一層取り組んでいます。53k人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　ひとり親家庭の自立に向けた施策（担当課：児童家庭課）　平成30（2018）年8月に実施した「ひとり親家庭等の支援に関する意識調査（以下「ひとり親家庭等意識調査」）」の結果から、特に母子家庭の母について、就労している割合は高くなっているものの収入が相変わらず低く、収入アップのため転職の希望が大きいこと、そのため資格の取得を希望していることなどが高い意向として現れていることから、ひとり親家庭の収入増に向けた実効的な施策を推進する必要があります。　令和元（2019）年度はプランの最終年度に当たることから、「ひとり親家庭等意識調査」の結果を踏まえ、前回改定と同様に上位計画である野田市新エンゼルプランの見直しに整合する形で野田市ひとり親家庭支援総合対策プランの第4次改訂版を策定し、当プランを基にひとり親家庭の自立に向けた施策を推進していきます。　また、「ひとり親家庭等意識調査」の結果から、特に母子家庭の母にっいて、就労している割合は高くなっているものの収入が相変わらず低く、収入アップのため転職の希望が大きいこと、そのため資格の取得を希望していることなどが高い意向として現れていることから、ひとり親家庭の収入増に向けた実効的な施策を推進する必要があります。t・母子・父子自立支援員による相談事業、就業支援、日常生活支援事業　による生活援助・母子・父子自立支援員による離婚直後の情報提供や相談対応及び相談　会の実施等による養育費の取得についての周知・母子・父子・寡婦に対する福祉資金の貸付の活用や各給付制度（児童　扶養手当、ひとり親家庭医療費助成）などの経済的支援・母子寡婦福祉会の会員相互の交流や情報交換等の機会の拡充・ひとり親家庭に向けた求人開拓及び求人情報の提供・母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業及び高等職業訓練修了給　付金事業による自立支援・ファミリー・サポート・センター利用料助成による子育て支援54人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）イ．　ひとり親家庭の住宅環境の向上（担当課：営繕課）　緊急に居住の場を確保する必要があるひとり親家庭及びDV被害女性で、民間賃貸住宅へ入居しようとする低所得の方へ助成し、ひとり親家庭の住宅環境の向上を図るため、制度の周知に努めていますが、未だ住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の活用実績がありません。近年賃貸物件の空きが多く物件を借りやすくなっていることや、ご自身で不動産店に問い合わせできる方が大多数であること、また、契約時の条件として、親族等の緊急連絡先の確保が必要等の条件があり、確保できない場合、契約できない等の問題があるところですが、更なる制度の周知に努める必要があります。　ひとり親家庭の住宅環境の向上について、関係部署と連携し、制度の周知、利用促進に取り組んでいきます。・住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援及び民間賃貸住宅入居時家賃等の　助成の実施・関係部署と連携した制度の周知、利用促進・住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の協力不動産店の拡大nll　・　鰯ijeNa藩患　子どもたちの健全育成と犯罪や事故から守るための良好な環境整備に向け、関係機関と地域が連携協力してバトPt　・一ルや啓発活動に取り組みます。55人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　学校や通学路の安全向上のための取組（担当課：青少年課、指導課、　　防災安全課）　学校や通学路の安全向上のため、防犯対策訓練の実施や小学校1年生に向けた防犯教室を実施するとともに、「子ども110番の家」を始めとする緊急避難場所の確保などに努めています。また、地域の方々に見守りの推進をお願いしています。　しかし、毎年行っている緊急避難場所の登録者に対する継続確認の際に、解除する避難場所もあるため、引き続き登録者の確保が必要です。　引き続き、子どもたちの健全育成と犯罪や事故から守るための良好な環境整備を目指します。・防犯対策訓練の実施や小学校1年生に向けた防犯教室の実施・青色回転灯搭載車両による防犯パトロールの実施・青少年センターによる安全パトロール、街頭補導、環境浄化活動・野田市学校警察連絡協議会、野田警察署少年警察ボランティア連絡会　との連携・関係機関と地域が連携協力してのパトロールや啓発活動・各小中学校が発行する学校新聞等の広報紙を通じた、「子ども110番の　家」を始めとする緊急避難場所登録者の確保・防災行政無線を利用した、「子どもの見守りのお願い」放送による地域　の皆さんの見守り推進E　家庭や地域での養育力の低下により保護者の育児不安が増大しており、多様な子育て支援サービスが必要とされています。Ef56人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　多様な子育て支援サービスの実施　　　（担当課：児童家庭課、保育課、保健センター）　平成26（2014）年度に「子ども・子育て支援法」を反映させた「野田市エンゼルプラン第4期計画」を策定し、民間活力の導入により、保育所及び学童保育所の整備を行い、子育て支援においても多様なメニュ・・一を揃えてサービスを提供し、新制度で位置付けられた地域子育て支援13事業に取り組んでいます。　また、保育所の待機児童と国の定義では待機にカウントされない入所保留者の解消では、教育・保育施設の新設や既存施設の定員増による対応を行うとともに、年度末にかけて増加していく低年齢児の待機児童及び入所保留者の課題については、新制度に基づく小規模保育所等の地域型保育事業の活用も検討してきました。　さらに、「子ども支援室」を創設し、妊娠・出産から18歳までの子育てについて、発達障がいなど様々な相談を継続的に行える体制を構築し、妊娠段階からの相談がワンストップで受けられ、出産後も切れ目ない支援をしています。　令和元（2019）年度で現行のエンゼルプランが計画期間の最終年度を迎えるため、計画全体の達成状況と国の動向等を踏まえプランの見直しを行う必要があります。　利用者のニーズに適切に対応した保育サービスの充実に努めます。　また、令和2（2020）年度から始まる「野田市エンゼルプラン第5期計画jを策定し、子育て支援の施策を実施していくことと、事業の見直しや共通化を図ります。・利用者のニーズに適切に対応した子育て支援及び保育サービスの充　実57E人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正を踏まえ、既存事業の　整理拡充や新規事業の実施・幼児教育・保育の無償化の実施・障がい児など特別な支援が必要な子どもの施策の充実・児童福祉法改正を踏まえた児童虐待防止対策の強化・新「放課後子ども総合プラン」の推進・子ども家庭総合支援拠点の整備・新しい子ども館の整備・子どもの貧困対策計画の位置付け・　「子ども支援室」による、妊娠期から出産、子育て期にわたる様々な　相談についての、ワンストップで総合的な支援・子ども・子育て支援新制度の仕組みと財源を活用した、保育ニーズに　対応する量の確保や保育所や子育て支援センター等での子育て相談　や情報提供・子育て親子の交流の場の提供・　「地域子育て支援センター」に子育てに関する相談、サークルの育成・　支援情報の提供などの事業、親子の交流の場である9子育てサロン」　の開設などによる、地域における子育て支援のネットワークづくり｜　学校でのいじめや有害情報などに影響された問題行動の解消に向けて、早い段階から様々な触れ合いを体験できる場を作るなど、生命の大切さを理解し、お互いの気持ちを思いやる心を持てるような取組が重要です。　また、平成21（2009）年4月から「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（「青少年ネット規制法」）」が施行され、県においても「千葉県青少年健全育成条例3の一部改正（平成24（2012）年7．月1日施行）が行われ、保護者、携帯電話事業者、知事の責任や権限が付け加えられました。　　　　　tア．　ブックスタート事業（担当課：興風図書館、保健センター）　乳幼児期の言葉かけや読み聞かせの大切さを踏まえ、平成16（2004）年度より乳幼児健診のために保健センターに訪れた際に母子等に絵本を58人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）贈呈し、併せて図書館の司書等が、子どもに対する読み聞かせの大切さと家庭におけるコミュXケーションツールとしての絵本の活用法を伝えるという形でブックスタート事業を行っています。　保育所や学校における読書活動へつながるよう継続性、一貫性を考慮した取組に努めます。・乳幼児健診で保健センターに訪れた母子等へ絵本の贈呈イ．　子どもの社会性と自立心の向上（担当課：指導課）　近年の変化の激しい社会情勢においては、若者が就職などを通じて自立し、積極的に社会に参画していくことが困難な時代となっています。　そこで、「社会に開かれた教育課程」という視点での、学校と地域社会とのつながりのある授業実践を、小学校の早い段階から発達段階に応じたキャリア教育として行っています。異年齢集団活動をはじめ、様々な触れ合いを体験できる場をつくるなど、良好な人間関係を築く経験が、社会性と自立心を身に付ける取組として重要です。子どもの社会性と自立心の向上を図ります。・学校における特別活動や「総合的な学習の時間」を利用した、家庭や　地域社会、事業所との連携による、異年齢集団活動や自然体験活動、　職場体験学習などの実施59人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ウ．　インターネットによる人権侵害への対策　　　（担当課：指導課、青少年課、人権・男女共同参画推進課）　インターネット上では、他人を誹誇中傷する表現、差別を助長する表現、悪質な差別情報の流布など人権にかかわる問題が発生しています。また、インタ・一ネットや携帯電話の利用者は低年齢層まで拡大しているため、学校教育におけるパソコンの授業を通じて、サイト利用やメールマナーなどについて指導することが重要となっています。　このようなことから、インターネット環境が日々変わっている状況に対応した最新の情報モラル・ルールなどの研修会・啓発が必要となります。　「人権意識調査」では、「あなたの関心がある人権問題はどれですか」という問いに対して、「インターネットによる人権侵害」が12．8％で2番目に多い回答であり、対策を講じることが求められています。（参照：P10（問8）のグラフ）k影E　インターネットにおける情報モラルについて啓発に取り組んでいきます。　また、小中学校において、全教育課程を通じて「情報社会に参画する態度」の育成に努め、発達段階に応じた情報モラル教育を推進していきます。b・最新のインターネット情報モラルについて啓発するための研修会の　実施・市内小中学校における、インターネットの利用状況に関する定期的な　実態調査の実施、調査結果の指導や研修会への反映・市内小中学校や各種団体等へ啓発冊子等の配付60人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）エ．　不登校児童生徒への取組（担当課：指導課）　全国的に不登校児童生徒の増加については問題視されており、市においても大きな課題の…つです。ここ数年、小学校・中学校共に全児童生徒のうち不登校児童生徒のしめる割合は、小学校では全国・県に比べ下回っているものの、中学校では全国・県に比べ上回っており、市としては人数、割合ともに横ばい状態が続いています。　不登校になってしまった原因は、個々の児童生徒によって様々ですが、各学校と連携を密にし、早期発見・早期対応に努めています。また、各校ではスクールカウンセラーや教育相談担当教員を含めた組織的な不登校対策により、未然防止に取り組むことが大切だと考えます。　子どもたちが、主体的に、且つ安心して学校生活を送ることができるよう、各学校と連携し、教育相談を充実させ不登校児童生徒の減少に努めます。・子どもたち一人一人に寄り添った教育相談の充実・組織的な取組による長期欠席を防ぐ早期発見・早期対応・学校教育全般にわたる、自己肯定感を高め、互いに認め合う道徳教育　の推進・教職員対象への長期欠席対策・不登校対策・教育相談等の研修の充実・各学校とfひばり教育相談」「適応指導学級」との連携を密にした、不　登校児童生徒への支援オ．　子ども未来教室の充実（担当課：生涯学習課）　全ての子どもたちが将来への希望を持って進路を選択し、自立した社会生活を営んでいくことができるよう、基礎学力の向上や学習習慣の定61人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）着、学習に対する興味関心を高めるための学習支援の場として、平成29（2017）年度から市内の公立中学生のうち希望する全生徒を対象に「子ども未来教室」を実施しています。　平成30（2018）年度からは、授業への理解の差が目立ってくる小学校3年生のうち希望する全児童を対象に加えています。　中学生にっいては、必ずしも参加する生徒が皆同じ意欲を持って学習に取り組んでいる状況とは言えず、より良い学習環境へと整えることが課題となっております。小学生については、基礎学力の向上や学習習慣の定着、学習に対する興味関心が高められているかを参加児童の追跡調査などにより検証し、改善や充実を図る必要があります。　基礎学力の向上や学習習慣の定着、学習に対する興味関心を高めることを目的として学習支援を実施します。1・児童・生徒5人までごとに1人の講師を配置した、きめ細かな指導の　実施・中学生については確認テスト、小学生にっいては参加児童の追跡調査　などによる効果の検証と子ども未来教室の充実F1一F｜62人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）3　高齢者�@高齢者が自立して健康に暮らせる地域社会づくり�A高齢者が生きがいを持って楽しく暮らせる活力ある社会づくり施策の方向�B高齢者が安心して生活できる環境づくり�C高齢者の権利が尊重されるまちづくり　高齢者の人権問題とは、高齢者の自立や生きがいのある健やかな暮らしが妨げられたり、虐待を受けるなどの問題です。　「人権意識調査」の結果では、「高齢者の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が19．3％、「悪徳商法や振り込め詐欺などの特殊詐欺の被害が多いこと」が16，9％でした。　また、「高齢者の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか」という問いに対しては、「高齢者が地域の支援を得て生活しやすい環境にする」が27．5％、「在宅サービスや福祉施設・病院を充実する」が22．1％となっていることから、高齢者が安心して生活できる環境づくりや自立するための支援などが求められています。　高齢化は、少子化どもあいまって急速に進行しており、平成31（2019）年4月1日現在、日本の総人口に占める65歳以上の高齢者の割合は28．3％、市においては30．1％になっています。　核家族化により、高齢者の一人暮らしや高齢者のみの世帯が増えているとともに、75歳以上の高齢者の増加も引き続き見込まれていることなどから、介護を要する高齢者や介護を担う家族への支援がより不可欠な社会となっています。　高齢者が安心して老後の生活を送り、家族の負担が軽減されるための社会的支援への取組を目的に介護保険法が施行され、市においても、「高齢者が健康を保ち、生きがいを持って安心して生活できるやさしいまち」を基本理念とした「野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画（以下「野田市シルバープラン」）」を平成12（2000）年に策定し、以降3年間の計画期間が満了することに改訂しつつ、各施策を積極的に進めています。　高齢者虐待の問題については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」が施行され、「野田市高齢者虐待防止ネットワーク協議会」を設置し、関係機関との連携及び協力体制を強化し、高齢者の虐待防止に努めています。　63人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　　「振り込め詐欺」などによる高齢者被害の増加については、関係機関と連携し、教育・啓発を行うとともに、認知症などにより判断能力の衰えた高齢者の権利・利益を守るための事業への取組が必要です。　また、元気な高齢者の社会参加へ向けた取組を進めるなど、高齢者が地域社会の中で役割を確保し、自立できるよう支援していくことに合わせて、高齢者が豊かな知識や経験、技能を発揮し、健康で生きがいを持ち安心して暮らすことができる社会を目指すことが重要です。具体的には、野田市シルバープランに基づき、以下の施策を推進していきます。（問17）あなたは、高齢者の人権に関することで、どのようなことが問題だと思　　いますか。（複数回答・3つまで）「一働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと　　　　　差別的な言動をされること悪徳商法や振り込め詐欺などの特殊詐欺の被害が　　　　　　　　　　　　多いこと　アパートなどへの入居を拒否されること　　　家族が高齢者の世話を避けること病院や介護施設などで、身体拘束やいやがらせを　　　　　　　　　　　　受けること高齢者が邪魔者扱いされ、つまはじきにされること高齢者の意見や行動が尊重されないこと経済的に自立が困難なこと　　　　　　　‘パ　　　　　　　‘　z。彩獺シ　　z　瀦　煮　嚥　　　　�c・α・％　］20．7％　　14．2％4．2％珍纏魏搬纏�c、、．・“　　　締　16179％0％4．6％717％8．0％ぺ仕゜�h蒙嚇欄鎌撚　　1α4％12．8％難鱗翻9．8％13．1％緊一§A．謬≡t，1こ　　⇔難離　その他8盟特にない粘議わからな・鴻1撒　　　1麟・ト騒平成30年度9平成25年度0．0％10．0％一20．0％30．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書64人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　高齢者自身が介護予防の趣旨を十分に理解し介護予防事業に積極的に参加できるような環境作りが重要となるため、一層の充実に努めます。ア．　要介護状態への予防に向けた施策　　　　（担当課：介護保険課、高齢者支援課、保健センター）　平成29（2017）年度よりf介護予防10年の計」として長期的な視点で一般介護予防事業を刷新し、介護予防に関する知識の向上を目指し、（ア）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　65　人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）シルバーリハビリ体操（イ）のだまめ学校（ウ）えんがわ（エ）市民ボランティアの育成（オ）介護予防サポート企業（カ）広報戦略の六つの戦略を柱とした新たな一般介護予防事業を実施しています。新たな一般介護予防事業に取り組むことで、健康寿命が延伸し、元気な高齢者が増え、要介護・要支援者の少ないまちづくりを推進していきます。　しかし、事業の中心であるシルバーリハビリ体操については、市民指導士の養成数が目標に達していないため、引き続き市民指導士の養成を推進するとともに、シルバーリハビリ体操の認知度を上げ、普及啓発に努めます。　また、のだまめ学校についても、市民からの要望に応じて、各地で講座を開催する出前講座の開催が市内全域に広まっていないことから、今後、イベントなどを実施し、新規参加者の獲得に努めるとともに、出前講座を開催して市内全域への拡充を図ります。　高齢者の生活習慣病等の発症や重症化の予防及び身体機能の低下を防止することを目的に後期高齢者健康診査を実施します。　また、高齢者の死因の多くを占める肺炎に対する予防として肺炎球菌ワクチン予防接種を実施します。平成29（2017）年度よりスタートした「介護予防10年の計」について、「広報戦略」に力を入れ、市民への普及・啓発の充実に努めます。k・シルバーリハビリ体操指導士の目標養成数500人を達成するための体　験教室の開催やイベントへの参加・介護予防サポート企業と連携を図り、より多くの市民が体操に親しむ　機会の創出・のだまめ学校の市内全域への普及促進のため、介護予防サポート企業　と連携したイベントの開催や講座の充実・高齢者の生活習慣病の発症や重症化の予防及び身体機能の低下を防　止することを目的に、後期高齢者健康診査を実施し、後期高齢者の質　問票から高齢者の特性を把握することでフレイル予防を含む保健指　導対象者を抽出し、保健指導を実施・高齢者の肺炎球菌感染症ワクチン予防接種事業の実施［66人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・高齢者に介護が必要となった場合に、家族の精神的、肉体的な負担を　軽減するための、介護サービス及び各種福祉サービスの充実と利用方　法についての周知徹底及び家族介護支援事業などの充実・地域包括ケアシステムの拠点である地域包括支援センターにおける　介護予防、認知症施策の推進を含めた総合的なケアマネジメントを実　施・国が進める取組と連携しながらの、高齢者の健康増進活動や疾病予防　の促進及び高齢者の健康づくりの推進ア．　高齢者の雇用（担当課：高齢者支援課、商工観光課）　高齢者の社会参加の促進と人的資源の活用として、シルバー人材センター機能の充実を推進しています。　しかし、社会経済情勢の変化に伴い、シルバー人材センターの加入者数が企業の再雇用などで減少していることから組織の活性化が求められています。　シルバー人材センターへの支援を引き続き行い、高齢者の社会参加の促進と人的資源の活用に努めます。　また、高齢者の就労促進に努めます。・シルバー人材センター機能の更なる充実・高齢者の就労促進として、事業者への塙年齢者等の雇用の安定等に　関する法律」の趣旨徹底や「野田市雇用促進奨励金制度」の周知・公共職業安定所など関係機関との連携や、市の無料職業紹介所の事業　による雇用の拡大67人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）イ．　高齢者の活動の場の充実　　　（担当課：高齢者支援課、生涯学習課、公民館、指導課、保育課）　高齢者の生きがいづくりを進めるため、会員数の減少傾向にあるいきいきクラブ（老人クラブ）の活動及び加入促進の取組への支援、公民館等のサークルや講座など活動の場の充実を図る必要があります。　また、小中学校におけるキャリア教育の一環としての福祉教育の充実を図る必要があります。　地域の中で子育て支援を行うとともに、高齢者の社会参加と生きがいづくりを推進していきます。　また、キャリア教育の一環として、福祉教育の理解と推進に努めます。・小学校における、生活科や総合的な学習の時間、特別活動の時間を利　用しての、世代間交流活動の実施・中学校で行っている施設訪問、ボランティア活動を通して高齢者との　交流を図り、キャリア教育の一環として福祉教育や進路学習の実施・保育所のホールや園庭を開放して行う保育所行事や伝承遊び等への　地域の高齢者の参加・いきいきクラブの活動及び加入促進の取組への支援・公民館等のサークル活動や「長寿教室」などの講座の更なる充実E右　ダ　　・　鰯≡，き▲＝　・　高齢者が犯罪・災害に巻き込まれることなく、地域ぐるみで生活の安全を確保できるよう支援を図っていきます。68人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　福祉のまちづくり　　　（担当課：生活支援課、高齢者支援課、営繕課、生涯学習課、　　　公民館、人権・男女共同参画推進課）　高齢者や障がいのある人の生活の安全の確保に配慮した福祉のまちづくりを推進するため、年2回の「福祉のまちづくりバトu一ルjを実施しています。また、心のバリアフリー化を推進するため、引き続き「福祉のまちづくりフェスティバル」等を実施するとともに、各公民館において「福祉のまちづくり講座」を開催しています。　公共施設のバリアフリー化については、ファシリティマネジメントの基本方針に基づき、公共施設のバリアフリー化工事を計画的に実施しています。　高齢者や障がいのある人の生活の安全の確保に配慮した福祉のまちづくりと心のバリアフリー化を推進していきます。　また、ファシリティマネジメントの基本方針に基づき、公共施設のバリアフリー化を推進していきます。・　F福祉のまちづくりバトn一ル」や「福祉のまちづくり講座」の実施　を通して、ソフトとハード両面のバリアフリー化の推進・ファシリティマネジメントの基本方針に基づく公共施設のバリアフ　リー化の推進・各種イベント等に合わせて実施する、人権に関する啓発活動や出前講　座の開催F69｜人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）イ．　防犯m防災　　（担当課：高齢者支援課、市民生活課、防災安全課、生涯学習課、　　　公民館）　災害対策として、避難行動要支援者の避難などを安全かつ迅速に行うため、避難行動要支援者名簿を作成し、自治会等の避難支援団体ごとに名簿を配布することにより、地域住民による災害時の避難支援や安否確認に役立てるとともに、平常時の見守りや日常的な支え合いにつなげています。　平成31（2019）年1月に自治会長にアンケートを実施したところ、本制度の理解及び個別計画作成の取組が十分でないことが分かったため、今後、自治会長等への制度の周知が必要です。また、自力あるいは家族と一緒に避難できる方が名簿に登載されていることや、高齢化により支援者が見っからないなどの理由から、個別計画作成の進捗状況についても課題があることが分かりました。　また、防犯対策として、地域ぐるみで犯罪を防止するために自治会や各団体などとの連携の強化などを推進しています。　高齢者に対する悪徳商法や悪質な詐欺行為の被害防止と啓発が必要です。　高齢者が犯罪・災害に巻き込まれることなく、地域ぐるみで生活の安全を確保できるよう支援を図っていきます。　また、実効性のある避難支援体制構築のため、要支援者の捉え方、個別計画の作成方法等について、改めて検討します。・悪徳商法や悪質な詐欺行為の被害を未然に防ぐための高齢者向けの　講座や各種相談事業の充実・防犯対策として地域ぐるみで犯罪を防止するための自治会や各団体　などとの連携の強化・実効性のある避難行動要支援者支援制度の周知及び実施体制の整備i70人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・公民館における高齢者対象講座として「長寿教室」などを開催する中　で、防犯・防災に関する学習の機会の提供・高齢者等居室相談や高齢者に関する各種相談事業の窓口についての　一層の周知“・”　・　躍：il・▲亘夢　介護の場において高齢者の身体を拘束することは、人間の尊厳を著しく損なう行為です。平成13（2001）年、国が「身体拘束ゼロへの手引き」を示したことを踏まえ、市では、実態が報告された場合は早急に対応するとともに、各介護施設に対し、施設職員への人権意識の教育・啓発を含めた身体拘束廃止のための体制づくりを進めてきました。ア．　相談、支援体制の強化　　　（担当課：高齢者支援課、市民生活課、生涯学習課）　地域密着型介護サービス事業者に対しては、集団指導や個別の実地指導等を通じて、職員の人権意識の教育を推進するよう指導しています。今後も、こうした取組の強化を図っていく必要があります。　認知症等により判断能力が不十分でかつ、親族からの成年後見申立てが見込めない方について、市長が代わって申立てを行っています。また、成年後見制度において、被後見人等の人権擁護に配慮した支援を行うことが求められています。　消費生活センターには、高齢者から詐欺や架空請求に対する相談が多く寄せられていることから、さらなる周知に努める必要があります。EP　地域密着型サービス事業者の指導を通じて高齢者の権利が尊重されるよう啓発を図ります。　判断能力が不十分で親族からの成年後見申立てが見込めない方について、市長が代わって申立てを行っていきます。　消費生活相談窓口である消費生活センターの周知を図るとともに、関係機関からの情報収集を実施します。71人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・地域密着型サービス事業者に対する集団指導や個別の実地指導・高齢者に対する消費者トラブルや架空請求・多重債務の相談などにつ　いて、消費者相談窓口である消費生活センターの周知及び関係機関か　らの情報収集や弁護士相談の活用など相談窓口の機能強化・行政手続きなど自己決定の難しい高齢者や知的障がい者、精神障がい　者の権利擁護のため、財産の管理や福祉サービスの利用契約などを本　人に代わって行う「成年後見制度」や、判断能力が不十分な高齢者が　適切な福祉サービスが受けられる「日常生活自立支援事業」について　の、広報紙などによる周知及び関係機関と連携した相談体制の充実・高齢者の学習要求に応えるため、生涯学習課、生涯学習センター及び　公民館で学習機会情報やグループ・サークル情報の提供イ．　高齢者の住宅環境の向上（担当課：営繕課）　高齢者世帯の住宅環境の向上を図るため、住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援を実施していますが、活用実績がありませんので、更なる制度の周知に努める必要があります。E　高齢者の住宅環境の向上について、関係部署と連携し制度の周知、利用促進を進めます。k・　関係部署と連携した制度の周知、利用促進72人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）4　障がいのある人�@障がいのある人に対する理解の推進と共生社会づくり施策の方向�A障がいのある人が自立して安心して生活できる環境づくり�B障がいのある人が普通に社会参加できるまちづくり　障がいのある人の人権問題とは、障がいのある人が、家庭や地域、学校や職場において障がいのない人と対等の立場で参加し、支え合って生きていくことが阻害されることに関する問題です。　国の障がいのある人に関する施策については、「障害者のための国連10年1の国内行動計画として昭和57（1982）年に「障害者対策に関する長期計画」を策定し、障がいのある人が地域社会の中で普通に生活を送れる「ノーマライゼーション」と可能な限りの自立と社会参加を促進する「リハビリテーション」の理念の下、「障害者対策に関する新長期計画」（平成5（1993）年）、V障害者プラン」（平成7（1995）年）などの計画が策定され、平成14（2002）年に策定された「障害者基本計画（第2次計画）」、平成25（2013）年9月には「障害者基本計画（第3次）」を経て平成30（2018）年3月に「障害者基本計画（第4次）」が策定されました。　また、平成15（2003）年度からは自己決定を尊重するという理念のもと、「障害者支援費制度」が導入され、これを引き継ぐ形で平成18（2006）年度からは「障害者自立支援法」が施行され、平成25（2013）年度には「障害者自立支援法」が改正され、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」）となり、これに基づく制度が行われています。　なお、平成16（2004）年6月からは、「障害者基本法」の一部を改正する法律が施行されたことに伴い、障がいを理由とする差別や権利・利益を侵害する行為を禁止する基本理念が示され、平成28（2016）年4Hには、「障害者差別解消法」が施行されました。市では障がいのある人の権利擁護を推進するために、野田市地域自立支援協議会を「野田市自立支援・障がい者差別解消支援地域協議会」に改組し、新たに権利擁護部会を設置し、障がい者支援課に差別解消相談窓口を設置しました。また、「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する野田市職員対応要領〜心のバリアフリーを目指します〜」を策定し、障がいを理由とする差別の解消の推進を図っています。　県では平成19（2007）年7Aから障がいのある人への誤解や偏見をなくしていくために、「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」を制定しています。73人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　市においても、ノーマライゼーションとリハビリテーションの理念実現を目指し、平成11（1999）年に策定した「野田市障害者基本計画」を、平成16（2004）年3月と平成19（2007）年3Eに改訂しました。その後、平成24（2012）年3月に「第2次障がい者基本計画」を策定し、平成27（2015）年3月に改訂、平成29（2017）年7．月には計画期間を1年延長しました。平成31（2019）年3月に「第3次野田市障がい者基本計画」を策定し、障がい施策の基本的な方向を示す指針として施策の推進を図っています。　また、平成24（2012）年10月に「障がい者虐待防止センター」を設置し障がいのある人の相談体制の充実に努めています。　これらの変遷を経て、制度の充実が図られてきましたが、障がいのある人を取り巻く環境には、他人の何気ない視線や言葉によって人間としての尊厳が傷つけられることや、就職や借家住宅入居などに際して差別的な扱い『を受けること、また、インフラ面の整備に関することなど、多様な面で障壁が存在します。　これらの障壁を取り除き、障がいのある人とない人が分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重しながら共生する社会を作るためには、行政だけでなく社会を構成する者それぞれが役割と責任を意識して取り組む必要があります。k｝174人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問19）あなたは、障がいのある人の人権に関することで、　　　題だと思いますか。（複数回答・3つまで）どのようなことが問れたりすること尊重しないこと動をされること拒否されることどの暮らしやすい、られていないこと会が少ないこと使える在宅サービスや福祉施設・病院が少ないこと　　　　　　　　　　　地域の学校に通えないこと　スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に参加できないこと　　　近隣や地域の人とのふれあいや理解を深めるような　　　　　　　　　　　　　　　　機会が少ないこと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない　　　　　　　　　　　　　　　　　　わからない0．0％10．0％20．0％30．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書75　〔人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問20）あなたは、障がいのある人の人権を守るためには、どのようなことが必要　　　だと思いますか。（複数回答・3つまで）　障がいのある人のための相談・支援体制を充実する障がいのある人の人権を守るための教育・啓発活動を　　　　　　　　　　　　　　　　　推進する　　　　在宅サービスや福祉施設・病院を充実する　障がいのある人が自立して生活しやすい環境にする　　　　　　　　　　障がいに応じた教育を行う　　　　　　　　障がいのある人の雇用を確保する　　　　障がいのある人とない人の交流を促進する障がいのある人が審議会などへ参加し意見を反映させる機会　　　　　　　　　　　　　　　　　　を増やす　　人権侵害があった場合に救済するための法整備を行う　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　特にない　　　　　　　　　　　　　わからない　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．O％一絃欝冷　　　総懲骸趨　｝灘こ暢％5％彩　、．　・　　　10．3％11．6％1灘�f灘彩紗緊驚蕊撰灘雛簗嚇24．2％24．0％蕩骸彩滋滋鞠％灘・　　籔雛暢灘忽14．1％13．9％　　　1羅嶽＿鳳　　　　　　｛　　　　　7．2％　　　　　7．3％　　　　　　1こ髪懸．5．6　　　　　　i　　　　　　｜a・％T圏平成30年度口平成25年度購購濠、聯｝　　｛　　　　　　　　　　｜　0．5％　0．5％　0．4％　0．4％　　　1　　　　　　｝核0．9％　　　，　1．5％10．0％20．0％30．0％資料：平成30年9月実施　野田布人権に関する市民意識調査報告書　トt　芸　e・　藝翻≡グ　｝・　、・　、　Sl’，グf　　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支えあう共生社会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて次の施策を推進していきます。76k人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　障がいのある人への理解促進　　　（担当課：障がい者支援課、指導課、人権・男女共同参画推進課）　ノーマライゼーションの理念を社会に定着させるためには、障がいのある人に対する社会全体の理解を促進すべく広報啓発などを充実し、「心のバリアフリー」について、更に促進することが重要です。　心のバリアフリーを推進するため、「野田市自立支援・障がい者差別解消支援地域協議会」とも協力し、市報等を通じ、障がい者差別解消をはじめとした権利擁護に対する啓発活動を行う必要があります。　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支えあう共生社会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて施策を推進していきます。・市が実施する各種イベントにおいて、「障害者差別解消法」を周知する　ためのパンフレットの配布・市報等における継続的なY障害者差別解消法」・「障害者虐待防止法」　等の啓発の促進・　「サンスマイル」をはじめとした、障がいのある人とない人の交流の　機会の提供・学校での「特別活動」や「総合的な学習の時間1などにおけるボラン　ティア活動など福祉教育による障がいのある人への理解促進・各種イベント等に合わせた、人権に関する啓発活動や出前講座の実施　77人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）イ．　障がいのある人への差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止　　（担当課：障がい者支援課）　障がいを理由とする差別の解消を進めるため、地域の社会資源である事業所と連携を図りつつ、「障害者差別解消法」の浸透に向けた広報、啓発活動を展開することが重要です。　また、「障害者虐待防止法」の適正な運用を通じて、障がいのある人への虐待を防止するとともに、障がいのある人の権利侵害の防止や被害の救済を図るため、相談・紛争解決体制の充実などに取り組むことにより、障がいのある人の権利擁護のための取組が重要です。　　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支え合う共生社会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて施策を推進していきます。・　「野田市自立支援・障がい者差別解消支援地域協議会」と連携し、障　がいを理由とする差別の解消の推進と、障がい特性の理解の推進・　「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」を構築し、障がい　のある人の権利擁護や虐待防止の推進・障害年金などの個人の財産を、障がいのある人が「成年後見制度利用　支援事業」を利用して適切に管理できるような支援の実施・市の関係する民間事業所向け説明会などでの「障害者差別解消法」に　関する説明や資料配布の実施｝LEE78人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　障がいのある人が住み慣れた地域で自立した生活を送るためには、障がいの特性やニーズに応じた福祉サービスが適切に提供される必要があります。　「人権意識調査」の結果では、「障がいのある人の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が21．9％、「道路の段差解消、エレベーターの設置などの暮らしやすいまちづくりが図られていないこと」が15．0％、となっています。　また、「障がいのある人の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか」という問いでは、「障がいのある人が自立して生活しやすい環境にする」が24．2％、「障がいのある人のための相談・支援体制を充実する」が17．4％となっています。　このようなことから、障がいのある人が安心して生活できる環境づくりや、相談・支援体制の充実が求められています。ア．　相談支援体制の充実　　　（担当課：障がい者支援課、保健センター、指導課）　「障害者総合支援法」を基に、障がい種別にかかわらずサービスが一元化され、利用者が必要とするサービスの提供が行われており、相談支援事業者をはじめ、「当事者関係相談」や「専門相談」を定期的に開催しながら、障害福祉サービス事業所等と連携して、様々な障がい種別に対応した相談支援体制の充実に努めています。　また、障がい者支援課に「障がい者虐待防止センター」の機能を持たせ、通報や相談に応じています。　発達に課題があり、保護者の受容が難しい場合や、スムーズに療育に繋がらないことがあるため、より丁寧な相談支援を実施する必要があります。　疾病予防や障がいの早期発見・治療・療養体制については、母子健康管理事業や生活習慣病予防事業を推進するとともに、医療機関との連携に791人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）より健康知識の普及と受診率の向上に努める必要があります。　乳幼児健康診査の未受診者に対しては、未受診フォロー体制により全数状況把握し、受診勧奨を実施していますが、受診につながらないケースがあります。未受診者には、虐待のリスク、家庭環境や養育状況を確認する必要があるため、受診勧奨だけではなく、現状を把握しながら、個別の支援、関係機関との連携に努めています。　生活習慣病予防事業として、がん検診や特定健康診査を実施していますが、受診率が横ばいの状況にあることから、受診の向上を図る必要があります。　教育では、学校が関係機関や保護者との窓口の役割を果たせるよう、市内全ての小中学校において、校長が特別支援教育コーディネーターを指名しています。E　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支えあう共生社会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指してjに向けて施策を推進していきます。　発達に課題がある場合、保護者の理解や受容を促し、スムーズに療育に繋げるために、子ども支援室で新規事業として子ども発達相談支援事業を開始しました。引き続き乳幼児健康診査未受診者への早期対応をし、関係機関とともに状況把握に努めるとともに、支援が必要なケースにっいては、個別の対応を実施し、障がいや虐待の早期発見、支援につなげていきます。今後もがん検診や特定健康診査の受診率向上を図り、生活習慣病予防に努めます。・　「障害者総合支援法」第77条の2に基づく基幹相談支援センターを設　置し、相談支援事業所間の連携の強化・地域生活支援拠点整備における、短期入所、グループホーム整備と併　せた相談支援の充実・相談支援専門員と介護支援専門員の情報共有のための連携の強化・　9当事者関係者相談」や障がい者相談員等による「専門相談」の実施・妊娠期から18歳までの児童に関する総合相談窓口として、子ども支援　室の開設に伴う、関係機関と連携した切れ目ない継続的な支援の実施E　FtS80人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・乳幼児健康診査の全数受診に努め、未受診者には対象月の翌Eには未　受診者訪問を行い受診勧奨、未受診理由の早期把握の実施・乳幼児健診受診者には、医師・歯科医師の診察だけでなく、保健師・　栄養士・歯科衛生士・心理士・理学療法士など多職種による支援を行　い、障がいの早期発見、早期支援に努める・学校が関係機関や保護者との窓口の役割を果たせるよう、市内全ての　小中学校において、校長による特別支援教育コーディネーターの指名　配置イ．　障がいのある人の雇用（担当課：障がい者支援課、商工観光課）　市内の企業において、障がい者の法定雇用率※（2．2％）は未達成のため、法定雇用率の達成に努める必要があります。　大規模小売店舗等出店の事前協議の機会を捉え、障がいのある人の雇用について要請しながら、様々な障がいに応じた就労支援を行う体制を整える必要があります。　Y障害者就業・生活支援センターは一とふる」が就労の支援の中心的役割を担い、情報交換を行うことで、障がいのある人に対する就労支援を推進していきます。　大規模小売店舗等出店の事前協議の機会を捉え、障がいのある人の雇用について配慮していただくよう要請するとともに、就労移行支援事業などの障害福祉サービスを通じて、企業に就労し、就労定着することを支援します。・　「野田市雇用促進奨励金制度」、「障がい者職場実習奨励金制度」、「野　田市起業家支援事業」の一層の活用、IT機器操作などの職業訓練の　推進・　「障害者就業・生活支援センターは一とふる」が中心的役割を担い、　情報交換を行うことによる、障がいのある人に対する就労支援の推進81E人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）※　法定雇用率／民間企業、国、地方公共団体はY障害者の雇用の促進等　に関する法律（以下「障害者雇用促進法」）」に基づき、それぞれの労働　者・職員数の割合に応じて一定数以上の障がいのある人を雇用しなけ　ればならないこととされています。「障害者雇用促進法」施行令が平成　30（2018）年4E1日に改正され、法定雇用率は2．0％から2．2％となっ　ています。（ハn一ワーク野田管内の雇用率は1．65％（平成30（2018）　年6月現在））ウ．　障がいのある人の住宅環境の向上（担当課：営繕課）　障がいのある人の住宅環境の向上を図るため住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援を実施していますが、制度の周知に努めているものの活用実績がありませんので、更なる制度の周知に努める必要があります。　　障がいのある人の住宅環境の向上について、関係部署と連携し制度の周知、利用促進を進めます。P1・関係部署と連携した制度の周知、利用促進・住宅困窮者民間賃貸住宅居住支援事業の協力不動産店の拡大se　9　・　鰯鮭ダ　i，　、▲　　　‖　障がいのある人が自立して生活し、積極的に社会参加していく上で、まち全体を障がいのある人にとって利用しやすいものへと変えていくことが非常に重要です。［82人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）ア．　福祉のまちづくり　　　（担当課：生活支援課、障がい者支援課、生涯学習課、公民館）　物心両面のバリアフリー化の推進として、f福祉のまちづくりパトロール」の取組によるハード面の整備、「福祉のまちづくりフェスティバル」や「福祉のまちづくり講座」によるソフト面での啓発、意思疎通支援者派遣・設置手話通訳者の配置事業など移動やコミュニケーション手段の確保などに取り組んでいます。　手話を必要とする人の意思疎通支援を行う手話通訳者が少ないことや手話以外にも障がいの特性によって、いろいろなコミュニケーション手段を必要としている人がいます。　更なる社会参加促進のために、障がいのある人自身が相談員として相談を受ける当事者相談・関係者相談や地区社会福祉協議会による地域での触れ合い事業の活用などの支援に取り組んでいく必要があります。　「第3次野田市障がい者基本計画」に掲げる基本理念である「障がいの有無にかかわらず、市民誰もが相互に人格・個性を尊重し支え合う共生社会の構築「元気で明るい家庭を築ける野田市」を目指して」に向けて施策を推進していきます。・　「福祉のまちづくりパトロール」の取組によるハード面の整備、「福祉　のまちづくりフェスティバル」や「福祉のまちづくり講座」によるソ　フト面での啓発、意思疎通支援者派遣・設置手話通訳者の配置事業に　よる移動やコミュニケーション手段の確保・手話言語条例の制定を検討し、手話を言語として明確に位置付け、手　話に対する理解及び手話の普及の促進並びに手話を使いやすい環境　の整備に関する施策の推進・障がいの特性に応じたコミュニケーションに関する条例の制定を検　討し、すべての障がい特性による意思疎通に関する施策の推進・障がいのある人自身が相談員として相談を受ける当事者相談・関係者831人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）5　同和問題施策の方向�@教育・啓発事業の推進　同和問題とは、日本の歴史の過程で人為的につくられた身分階層構造に基づく差別で、H本国民の一部の人々が長い間、経済的、社会的、文化的に低位の状態を強いられ、日常生活の上で様々な差別を受けるなど、日本固有の人権問題です。　昭和44（1969）年の「同和対策事業特別措置法」が施行されて以来、3度にわたって制定された特別法に基づき、国及び地方公共団体は、同和問題に対して特別対策を実施してきました。　平成8（1996）年11月にそれまでの取組の成果や国の地域改善対策協議会の意見具申を踏まえて、野田市同和対策審議会はY法期限後における、野田市の同和対策のあり方」についての意見具申を行いました。　市はこれを尊重して、必要な事業の見直しを進めるとともに、平成12（2000）年4月に、人権施策を総合的かつ効果的に推進するため「人権施策推進課」を設置し、平成14（2002）年2月には人権施策推進の基本指針となる「人権教育のための国連10年」に関する野田市行動計画を策定しました。　その後、平成17（2005）年度には同計画の期間が満了したことから、人権施策を推進するための基本方針として、f人権教育・啓発に関する野田市行動計画」を策定し、平成21（2009）年度と平成26（2014）年度の改訂を経て、現在まで人権に関する諸施策を総合的・効果的に推進してきました。　このような中、Y部落差別解消推進法］が、平成28（2◎16）年12月に成立しました。この法律は、全ての国民に基本的人権を保障する目本国憲法の理念にのっとり、「部落差別は許されないものである」との認識の下に、部落差別を解消することを目的として施行されました。国や地方公共団体に対し、部落差別の解消に関する施策として相談体制の充実や教育啓発の推進を行うことを求めており、その結果として国民一人一人の理解が自発的に深まり、f部落差別のない社会が実現される」ことを目的としています。85　人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）細グ　・　臨一・吉　鰭＾≡　”　「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第2次改訂版）」の計画期間が令和元（2019）年度で終了することから、人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）の策定を進めて、令和2（2020）年度以降は、当計画に基づき、具体的施策に取り組むこととなります。ア．　差別意識の解消に向けた施策　　　（担当課：人権・男女共同参画推進課、指導課、生涯学習課）1　　「人権意識調査」の結果では、「親しく付き合っている隣近所の人や友だちなどが「同和地区」出身者であるとわかった時、どうしますか」という問いに対して、「これまでと同じように親しくつきあう」が83．4％で最多の回答でした。また、fもし仮にあなたの結婚しようとする相手が「同和地区」出身者であるとわかった時、どうしますか」という問いに対して、67．2％が「結婚するj（f相手の出身など問題にしない」、「迷いながらも結婚の意思は変わらない」の計。）との回答でした。　前回（平成25（2013）年）と比較すると多少の増減はあるもののほぼ横ばいの結果となっており、なお差別意識が見られることから、学校、地域、職場などの分野において、同和問題の歴史やこれまでの取組についての正しい知識を提供しっつ、引き続き教育・啓発の取組が必要となっています。　近年では、インターネット等に差別を助長するような書き込みをする等の行為が発生しています。また、同和問題を口実にして企業や官公署などに違法・不当な要求をする「えせ同和行為」が全国的に横行しており、その根絶が求められています。　同和問題に関する差別意識は、着実に解消に向かっているものの結婚問題を中心に依然として存在しており、これまでの人権教育・啓発活動の中で積み上げられてきた成果を踏まえ、差別意識の解消に向けた人権教育・啓発の取組を積極的に推進していく必要があります。　平成25（2013）年度には、啓発事業の効果を上げるため一般向けの講演会は国・県の補助対象事業があるときに限り実施することとし、その他の年度では、各種団体等に出向き出前講座を開催するよう改善しました。k86iiE人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　また、福祉会館では、福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点として公民館や関係団体と連携しながら、地域交流事業、啓発事業、相談事業などの事業を実施しています。集会所では、広く人権課題に対する理解と認識を深めるため、社会教育に関する活動の総合的な推進に努めています。　これまでの人権教育・啓発活動の中で積み上げられてきた成果を踏まえ、差別意識の解消に向けた人権教育・啓発の取組を積極的に推進していきます。　また、同和問題の解決を図るため、関係住民の自主的な取り組みを支援するとともに、住民相互の交流事業の実施や相談事業の更なる充実を図ります。・差別意識の解消に向けた、講演会や研修会などの開催、啓発資料の作　成や配布などによる、あらゆる場における教育・啓発の推進・国・県の委託事業を受けた一般向け講演会の実施及びその他の年度に、　各種団体等に出向いた出前講座の実施・地域住民を対象にした福祉会館による人権学習会の開催・関係機関、企業などと連携し、同和問題の解決を阻害する「えせ同和　行為」の排除のための啓発の推進・同和問題を歴史的に正しく理解するとともに、認識を深めるための、　教職員研修会などの開催・同和問題の解決を図るための住民相互の交流事業の開催と相談事業　の更なる充実87人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問23）あなたは、親しくつきあっている隣近所の人や友だちなどが、「同和地区」　　出身であるとわかった時、どうしますか。これまでと同じように、親しくつきあう　できるだけつきあいをさけてしまう　　　　　　っきあいをやめてしまう　　　　　　　　　　　　わからない｛　　　　1擬難灘鱗轍灘’懇彩纏懸滋．※　　　　　　　　　り　183181　　　　｜繰、％1　10．0．膠平成30年度ロ平成25年度一、↓、％　　　　｛耐綴泌　轍、　　　10．φ％10．0％　10．0％20．0％30．0％40．0％50．0％60．0％70．0％80．0％90．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書88》人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（間26）同和問題の解決に向けて、どのようなことが必要だと思いますか。（複数　　　回答・3つまで）◎今回新たに追加した項目　　　特別なことをする必要はなく、自然になくなっていくのを　　　　　　　　　　　　　　　　　　　待つべき　　　◎インターネットにおける差別的な書込みをする人を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処罰すべき　　　　　　差別しないよう、させないよう、個人個人が影　　　　　　　　　　　　　　自覚すればよいと思う　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない　　　　　　　　　　　　　　　　　　わからないL　　　　　　°・°°／’22．4％9．7％　　1当磁1．9％　　　4．9％1°鑑　｛　　　　　　1羅妻5．1％1　　　　　7お％　　　　　　1一一y−一一一一一　　10．0％　　　　　　20．0％　　　　　　30．0％一一一，．．．一一．．，資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書89　人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）6　外国人施策の方向�@生活情報などの提供�A外国人への理解と交流　外国人の人権問題とは、日本国の国籍を持っていない人が国内で生活する上で言葉や文化、生活習慣の違いに起因し、誤解・偏見により差別を受けることや言葉が通じないことによりコミュニケーションがとれず、日本人と同等に医療機関などの利用や行政サービスを享受できない問題のことです。　近年では、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動がいわゆるヘイトスピーチとして社会的問題となっており、このような状況を踏まえ、平成28（2016）年6月に「ヘイトスピーチ解消法」が施行されています。　近年の国際社会を反映して、日本国内で生活する外国人は年々増加しており、市においても、令和元（2019）年11月1日現在、61か国、3，325人の外国籍の市民が定住・滞在しており、前年に比べ411人の増加となっています。今後も出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律の施行により在留資格の拡大が図られたことから、在住外国人の増加が見込まれます。　「人権意識調査」の結果では、「外国人の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、最も多かった回答が、「外国語で対応できる行政相談窓口や病院・施設が少ないこと」が19．7％、次いで「近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少ないこと」が15．1％でした。　また、「外国人の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか」という問いに対しては、最も多かった回答が、「互いが、ともに暮らす市民であることの理解を深める啓発を進める」で21．0％、次いで「外国人と日本人の相互理解と交流を進める」で16．4％となっています。　このようなことから、市で生活している外国人に対する行政サービスの充実や、理解と交流を図るための施策を推進することが求められています。90人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問27）あなたは、外国人の人権に関することで、どのようなことが問題だと思　　　いますか。（複数回答・3つまで）i　じろじろ見られたり、避けられたりすること　　　外国人の意見や行動が尊重されないこといわゆるヘイトスピーチなどの差別的な発言や行動を　　　　　　　　　　　　　　　　　されること　　　アパートなどへの入居を拒否されること　　　外国人が働ける場所や能力を発揮する機会が　　　　　　　　　　　　　　　　少ないこと施設・道路・鉄道案内の外国語表記など、外国人にも　　　暮らしやすいまちづくりが図られていないこと外国語で対応できる行政相談窓欝や病院・施設などが　　　　　　　　　　　　　　　　　少ないこと　近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が　　　　　　　　　　　　　　　　　少ないこと　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない　　　　　　　　　　　　　　　　わからない0．0％9．7％　　　l　　　　10．0％f…w−rm−rww−一一一．．　20．0％　　　　　　　30．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する布民意識調査報告書91人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）92EE人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・・一’夢　　・　　簸　　囚　・sy。　　夕　＝　・ア．　多言語による情報提供　　（担当課：企画調整課、市民課、国保年金課、広報広聴課、営繕課、　　　行政管理課）　一般に外国人は、日本で生活するに当たって言語の違いなどにより行政サービスについて十分な情報が得られず、本来受けられるサービスを受けられないなどの問題が指摘されています。　市内に在住する外国人の方が少しでも安心して生活ができるよう、市報等の行政情報についてスマホアプリを活用した多言語化、外国人相談窓口の設置など、本市に効果的に導入できる事業を実施していく必要性が高まっています。　また、窓ロサービスにおいても、多言語による表記や案内が必要となっていることから、スマホアプリなどを活用した、多言語に対応した行政サービスの提供が求められています。　言語の違いなどにより外国人が行政サービスについて十分な情報が得られず、本来受けられるサービスを受けられないなどの問題の解消を図ります。・行政窓口でのサービス業務案内の多言語化の推進・カタmグポケットなどのスマホアプリを活用した、自動翻訳に対応し　た行政サービスの情報提供・市民活動団体と連携した、日常生活のサポート・国民健康保険制度における、適切な医療と健康管理に資するサービス　の周知・外国人相談窓口の設置などの検討93人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　近年の国際化社会を反映して、市においても様々な国籍や民族の人たちが生活するようになりました。　しかし、日本で暮らす外国人をめぐっては、言語、習慣、宗教などの違いから相互理解がまだ十分ではなく、様々な誤解が生じる場合があることから、今後は、異文化を理解し認め合い対等な関係を築きながら共に生きる多文化共生社会を形成していくことが求められています。｜ア．　野田市国際交流協会等の協力を得た国際交流の推進及び国際理解　　教育の推進（担当課：企画調整課、指導課、商工観光課）　その国の事情や民族文化への理解不足により偏見や差別が発生する場合もあることから、交流を深め、互いの文化の違いを認め合うことが重要です。　野田市国際交流協会が行う国際交流フェスタ、外国料理教室、外国人と自由におしゃべりをするサロンなどのイベント活動等を通して、異文化交流が図られています。　同協会では、外国人向けに日曜日と月曜日の週2回日本語教室を開催し、言葉の壁を軽減することで、日本での生活がしやすいようにサポートしており、市ではこれらの活動を通して、多くの市民と外国人の交流が友好に図られるように同協会の活動を支援しています。　また、在住外国人が就労のために必要な日本語学習の支援や資格取得については必要に応じて職業訓練センターと連携していくこととしており、また日本語が不自由な小中学生への日本語学習の支援については各学校において民間を活用し実施しています。　次代を担う世代が、自国と外国の文化を理解し尊重する意識を育てることができるよう施策を推進します。94人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・草の根レベルの市民主体の異文化交流、相互理解の推進・野田市国際交流協会の活動の支援・小中学校における外国語学習等の充実・外国語や総合的な学習の時間などにおいて様々な国の人と交流し、異　文化を体験できるよう、野田市国際交流協会と連携を図りながら行う　国際理解教育の推進・在住外国人が就労のために必要な日本語学習の支援や資格取得のた　めの講座の実施について、必要に応じて職業訓練センターと連携した　実施・民間を活用した日本語が不自由な外国人児童、生徒への日本語教育の　実施95人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）7　HIV感染者など施策の方向�@教育・啓発事業の充実　HIV（ヒト免疫不全ウィルス）やハンセン病などの感染症に対する正しい知識や理解の不足から、これらの感染症にかかった患者・元患者等が周囲の人々の誤った知識や偏見等により、日常生活、職場、医療現場等で差別やプライバシー侵害等を受ける問題です。　厚生労働省エイズ動向委員会の報告では、平成30（2018）年12月末現在、昭和60（1985）年からの累計の全国のHIVの感染者は20，836人、エイズ患者は9，313人ですが、毎年新規報告者数はやや減少傾向にあります。しかしながら、保健所におけるHIV抗体検査件数や相談件数が増えており、一層の支援策の推進が求められています。　ハンセン病患者については、明治40（1907）年に制定された「らい予防法」が平成8（1996）年に廃止されるまで隔離政策が行われ、平成13（2001）年の「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」の施行により、ハンセン病問題の全面的解決に向けての本格的な取組が始まりました。　また、差別や偏見の解消を進めるため、平成21（2009）年4月に「ハンセン病問題の解決の促進に関わる法律」が施行され、令和元（2019）年11月には、ハンセン病の元患者家族に最大180万円を支給する「ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律」が施行されました。b96人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問29）あなたは、エイズ患者・HIV感染者に関することで、特に人権上問題　　があると思われるのはどのようなことですか。（複数回答・3つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　灘難購欝購灘懸難17．7％患者や感染者のプライバシーが守られないこと　就職や職場において不利な扱いを受けること　　　病院での治療や入院を断わられること　◎アパートなどへの入居を拒否されること結婚を断られたり、周囲が結婚に反対すること　　　　無断でエイズ検査などをされること　　　　　差別的な発言や行動をされること�h§難診雛鯵糠≡蘂灘彩・罐彩灘17．21．9％19．6％0％11．5％15．0％3．9％その他1　特にないわからない8膓922．26，／°f°，’緩欝一絃緩壕鱗難14．9蜴12．0％0．0％10．0％20．0％30．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書1　”　e・　難懸・≡　誓：“’輌工一ア．　様々な感染症に関する教育、啓発の取組　　　　（担当課：保健センター、人権・男女共同参画推進課）　　「人権意識調査」の結果では、「エイズ患者・HIV感染者に関することで、特に人権上問題があると思われるのはどのようなことですかjとの問いに対して、最多の回答が「就職や職場において不利な扱いを受けるこ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　97人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）と」で19．6％と前回より2．6ポイント増加しています。次いで前回よりも低下していますが、「患者や感染者のプライバシーが守られないこと」が17，7％となっております。HIVが性的接触以外の日常生活で感染する心配がないことは一般的に認識されつつありますが、前出の調査の結果は、感染を明らかにした上で普通に社会生活を送ることは依然困難であることを示しています。　思春期教育講演会後の生徒へのアンケート結果では、「命の大切さ」やf人への思いやりの大切さ」等の感想が多くありました。　若年妊娠や性感染症の増加があり、正しい知識の普及・啓発に努める必要があります。　また、肝炎ウイルス検診、結核検診の周知に努める必要があります。　ハンセン病についても、正しい知識の普及啓発に努め、差別や偏見の解消に向け努力することが求められています。　新たな感染症に対しては、国、県からの感染症情報を的確に市民に提供する必要があります。　E正しい知識の普及啓発を通じて、差別や偏見の解消に向け努めます。・国・県の実施する事業などに協力し、公共機関や医療機関などへのボ　スターの掲出、エイズ無料検査及び相談事業などについての広報の実　施・思春期の人工妊娠中絶や性感染症など、性に対する正しい知識の普及　のため、市内中学校を会場に、生徒やその保護者なども聴講できる「思　春期教育講演会」の開催・肝炎ウイルスや、結核などの疾病検診についての更なる周知・ハンセン病を正しく理解するための講演会などの開催EEE98人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）8　様々な人権課題など施策の方向�@様々な人権課題への理解のための教育・啓発の推進�A関係機関や団体との連携　現在の日本社会には、これまで述べてきた人権課題のほかにも多種多様な人権問題が存在しており、一人ひとりの人権が尊重され、あらゆる偏見や差別のない社会を実現するため、正しい理解と行動を促すためのさらなる教育と啓発が必要です。　刑を終えて出所した人は俗に「前科者」などと呼ばれ、前科を持つ人は怖いとか、信用できないというような偏見を持たれることや、住居の確保、就職、結婚など社会生活の様々な場面において差別を受けることなどが、社会参加や社会復帰する際の障害となっています。　「人権意識調査」の結果では、「刑を終えて出所した人の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「前歴や身上について悪意のあるうわさ話をされること」が28．4％で最も多く、次いで「就職や職場において不利な扱いを受けること」が27．4％となっており、社会復帰に向けた地域の理解の促進などが求められています。　「社会を明るくする運動」における保護司会や更生保護女性会の啓発活動を通じて地域の理解を深めるとともに、犯罪や非行の防止についても、関係機関や団体と連携し啓発を行っていますが、本人に強い意欲があっても、地域の中での偏見や差別意識、最近の不況下での就労先確保の困難さなどから、社会復帰に向けた活動は厳しい状況にあります。99人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問30）あなたは、刑を終えて出所した人の人権に関することで、どのようなこ　　とが問題だと思いますか。（複数回答・3つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　特にない　　　　　　　　　　　　　　　　わからない　0．0％　　　　10．0％　　　　20．0％　　　　30．0％　　　　40．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書　地域の理解を深めるために、「社会を明るくする運動」を全体会、地区啓発活動を継続して実施し、犯罪や非行の防止を図ります。｝・　「社会を明るくする運動」における保護司会や更生保護女性会の啓発　活動を通じた、更なる地域の理解の促進・犯罪や非行の防止について、関係機関や団体と連携した啓発100人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　犯罪被害者やその家族は、犯罪行為により直接被害を受けるだけでなく、その後の裁判等を通じて被る精神的負担や経済的負担を強いられます。また、マスコミ等の報道により、プライバシーが侵害されるなどの二次的被害を受ける問題も起こっています。　　f人権意識調査」の結果では、「犯罪被害者やその家族の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、倖艮道によってプライバシーに関することが公表されたり、取材によって私生活の平穏が保てなくなること」が23．8％で最も多くなっており、社会全体で犯罪被害者やその家族を支えていく意識を醸成するための啓発活動や支援体制の整備などが求められています。（問3Dあなたは、犯罪被害者やその家族の人権に関することで、どのようなこ　　とが問題だと思いますか。（複数回答・3つまで）f犯罪行為によって精神的なシesックを受けること　i−一＝　’“19．9％犯罪行為によoて経済的負担を受けることゴ鯵浮　　10．3％＆8％塾響嬢盟．4％事件のことに関して、周囲にうわさ話をされること警察に相談しても期待どおりの対応が得られないこと12．4％10．1％捜査や刑事裁判において精神的負担を受けること刑事手続に必ずしも被害者の声が十分反映される　　　　　　　　　わけではないこと報道によってプライバシーに関することが公表されたり、　　　取材によって私生活の平穏が保でなくなくことその他特にないわ激い『　　　　　　1　　　　｝　　　　、逸蜘　鍍6．9％　　　　　　　　　　1　　　　6．2％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛　　　　7w“…凝．▽蓬噺鶯態�f8⊇≠灘巖灘総与23．8％23．3％一　　　　　｝o．2％　　　10．2％　　　｝0．6％0．9％　　　5．7％…　　　　　　　1臼平成30年度□平成25年度ド当4％　　｝　　1　　｛　　｜∋1一0．0％10．0％20，0％30．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書101人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　国・県の動きを注視しつつ、啓発活動などにっいて法務局や保護司会など関係機関との連携に努めます。・国・県の動きを注視しつつ、啓発活動などについて法務局や保護司会　など関係機関との連携の強化・各人権講演会等の様々な機会を利用した、市民への啓発の推進　インターネットの普及に伴い、様々な情報が素早く、簡単に入手できるようになり、私たちの暮らしは格段に便利になりました。しかしその一方で、インターネット上では、他人を誹誇中傷する表現、差別を助長する表現、悪質な差別情報の流布など人権にかかわる問題が多く発生しています。　さらに、携帯電話やパソコンのネットからの有害情報の氾濫などが誘因となり、子どもたちが犯罪に巻き込まれるなど、社会環境の悪化が懸念されています。　インターネットや携帯電話の利用者は低年齢層まで拡大しており、学校教育におけるパソコンの授業を通じて、サイト利用やメールマナーなどについて指導することが重要です。　インターネット環境が日々変わっている状況に対応した最新の情報モラル・ルールなどの研修会・啓発が必要となります。　「人権意識調査」において、「インターネットを利用した人権問題についてどのようなことが問題だと思いますか」という問いに対して、「他人を誹誘中傷する表現や差別を助長する表現など、人権を侵害する情報を掲載されること1が35．3％で最も多く、次いで「プライバシーに関する情報が掲載されること」が21．0％となっており、インターネット情報モラルの啓発の必要性が求められています。［FP！102人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問32）あなたは、インターネットを利用した人権問題についてどのようなこと　　が問題だと思いますか。（複数回答・3つまで）他人を誹諺中傷する讃現や差別を助長する表現など、　　　　　人権を侵害する情報を掲載されること出会い系サイトなど犯罪を誘発する場となっていること　　捜査の対象となく）ている未成年の実名や顔写真を　　　　　　　　　　　　掲載されること　　　　　ネットポルノが存在していること　プライバシーに関する情報が掲載されること　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　特にない　　　　　　　　　　　　　わからないiL＿　　　　　　　　＿＿＿資料：平成30年9月実施灘鯉彩≧難灘羅�c19．％21［2％欝灘灘灘10．％一一「鵠識鞍匿灘灘灘暢纏‘　　　　　　α・シ゜’spr°ltk　1．1e／e　　ミ　0．8％幽」　　　5．7％35・9％33岬　　l　　l　　I　　l　　　　　　　O．0％　　5．0％　10．0％th5．0％20．0％25．0％30．0％35．0％40。0％野田市人権に関する市民意識調査報告書最新のインターネット情報モラルについての啓発に取り組みます。小中学校における、全教育過程を通じた「情報社会に参画する態度」の育成及び発達段階に応じた情報モラル教育の推進専門性のある講師による、最新のインターネット情報モラルについて啓発するための授業や研修会の実施103人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・最新のインターネット情報モラルについて啓発するための、保護者等　の大人を対象にした、日々変わっていくインターネット環境に対応し　た情報モラル・ルールなどの研修会等の実施・市民に対しての、インターネットなどを利用する際のモラル・ルール　などについての教育・啓発の推進・市における、個人情報保護条例に基づいた個人情報の適切な管理及び　市で利用するシステムの安全性の確保と研修などによる職員の啓発・インターネットによる人権侵害に対して適切に対応するため、法務局　などの関係機関との連携・協力　性的少数者とは、「セクシュアルマイノリティ」や「LGBTIとも呼ばれ、レズビアン（女性の同性愛者）、ゲイ（男性の同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（身体の性と心の性が一致しない人）、あるいは、性同一性障害のある人などを総称してこのように表現しています。これらの性的少数者の人々に対しての偏見や差別は人権問題です。　　「人権意識調査」では、「いわゆるLGBTなどの性的少数者の人権に関することで、どのようなことが問題だと思いますかjとの問いに対して、「性的少数者に対する理解が不足しており、誤解や偏見があること」と回答した方が15．4％と最多で、次いで「職場、学校などでいやがらせやいじめを受けること」が14．0％と、前回に比べ4．6ポイント下がっていることから、LGBTなどの性的少数者に対する理解は進んでいることがうかがえます。　また、「いわゆるLGBTなどの性的少数者の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか」との問いに対して、「正しく理解するための教育や啓発を行う」と回答した方が34．3％と最多で、次いで「各自治体や企業などの取組により、社会全体の意識を高める努力をする」が18．6％となっていることから、性的少数者という理由で偏見や差別することなく、人それぞれの生き方を尊重する社会を実現するため、家庭、学校、地域、職場など社会のあらゆる分野において、啓発活動の充実を図る必要があります。104人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　学校においては、身体の性、心の性、社会的な性、好きになる性の4つのものさしで多様な性を認め、お互いに尊重し合うことが大切であることを学校人権教育の中で扱っています。（問33）あなたは、いわゆるしGB↑などの性的少数者の人権に関することで、ど　　　のようなことが問題だと思いますか。（複数回答）◎今回新たに追加した項目職場、学校などでいやがらせやいじめを受けること　　　　　　就職・職場で不利な扱いを受けること　　　　　　　　　　　差別的な言動をされること　　　　　アパートなどへの入居を拒否されること　宿泊施設、店舗などへの入店や施設利用を拒否されること　　　じろじろ見られたり、避けられたりすること　　　　　　◎性的少数者に対する理解が不足しており、　　　　　　　　　　　　　　誤解や偏見があること◎戸籍上の「夫婦」でないことによる不利益（相続人になれ　　ない手術の同意書にサインができない、夫婦や家族を　　　　　　対象にしたサービスが受けられないなど）◎公衆トイレや入浴施設などで生じる生活上の問噛　　　◎身体的な性別による服装や髪型などの強要　　　　◎テレビなどで、性的少数者が笑いの対象として　　　　　　　　　　　　　　　　　　扱われること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない　　　　　　　　　　　　　　　　　　わからない資料：平成3◎年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書105人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　性的少数者の人権擁護を図るため、今後も継続して市民への啓発に取り組みます。　学校においては、教職員が適切に対応できるよう啓発や研修に取り組むとともに、児童生徒への教育を推進します。・様々な場面を活用した性的少数者の人権擁護を図るための市民への　啓発の推進・　「学校人権教育指導者養成講座」や「新規採用教職員研修1など、様々　な場面を活用した性的少数者研修会等の実施1c6lit1人権教育・啓発に関する野田市行動計画（eg　3次改訂版）　平成23（2011）年3月に発生した東日本大震災では、避難所においてプライバシーが守られないことのほかに、高齢者、障がいのある人、子ども、外国人等の災害時要配慮者及び女性に対する十分な配慮が行き届かないことなどが問題となりました。　また、福島第一原子力発電所の事故に起因する放射線被ばくに関しても、偏見や根拠のない思い込みにより避難者に対し、いじめや差別など人権侵害が生じています。　9人権意識調査」では、「地震などの自然災害や、それに伴って発生した原子力発電所の事故により被災した方に、どのような人権問題が起きていると思いますか」という問いに対して、「職場や学校などでいやがらせやいじめを受けること」が13．8％と最も多く、「避難生活のプライバシーが守られないこと」が12．2％と2番目に多い回答となっていることから、今後もこういった災害時の人権侵害を防ぐため、今後も市民への継続した啓発に取り組む必要があります。107人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）（問35）あなたは、地震などの自然災害や、それに伴って発生した原子力発電所の事　　　故により被災した方に、どのような人権問題が起きていると思いますか。（複　　　数回答）◎今回新たに追加した項目職場や学校などでいやがらせやいじめを受けること　　　　　　　　　　　差別的な言動をされること　　　　　アパートなどへの入居を拒否されること　　宿泊施設、店舗などへの入店や入園を拒否されること学校、幼稚園などへの入学や入園を拒否されること　避難生活の長期化によるストレスに伴ういさかいや虐待　　◎災害時に要援護者（障がい者・高齢者・乳幼児・妊婦　　　　　　など）や外国人への配慮が行き届かないこと　　　　　◎避難生活で女子や子育て家庭などへの配慮が　　　　　　　　　　　　　　　　行き届かないこと　　　◎避難生活のプライバシーが守られないこと　◎家族を亡くした人への配慮が行き届かないことデマや根拠のない話がインターネットなどで拡散されること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他いい　0．0％＿噸影灘・〃1a8％13．2％．滋緩徽．峻018．8％　密3．1％　　3．8％綴　2．4％　　3．1％癬騰4．5％5．2％彩彩麟繊＞　　　　　o裟慈�梶f＝　、10．0％9．2％滋撚≡　こ緩≡’謬鷲鯵庸一｝1．4％暢灘惑こ該122％11．4％嚇灘嚇護�c絃　　　　lo．3％　11．4％　1｝lf％圏平成30年度□平成25年度　4％　　3．5％　　　　　｜滋　・｛15．10．0％資料：平成30年9月実施　野田市人権に関する市民意識調査報告書20．0％30．0％畔　」40．0％　　災害時の人権侵害を防ぐため、市民への継続した啓発に取り組みます。　災害時における対応について、要配慮者及び女性に対する十分な配慮を行います。108人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）・講演会のテーマに取り上げるなど、市民への啓発の推進・避難所運営等に災害時要配慮者及び女性の意見等の導入醐　　e　’x　　　：：　ny　・　。　　　、：　　　埠　これまでに述べてきた人権課題の他にもfアイヌの人々」やf北朝鮮当局による拉致問題」などもあります。　国の動きとしては、平成18（20◎6）年6月に「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」が施行され、また、平成31（2019）年4月には、アイヌ民族を「先住民族jと初めて明記した「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律」が成立しました。　これらの課題においても、すべての人の人権を尊重し保障していくという視点に立ち、正しく理解するための教育・啓発活動の推進に努めます。109人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）施策の方向�@相談窓ロの充実�A人権侵害被害者への対応の充実　法務省人権擁護局の平成30（2018）年度人権侵犯事件状況報告によると、新規受理件数は19，063件、前年比2．4％の減少で、特徴としては、インターネット上の人権侵害情報に関する事件数が1，910件、前年比13．8％の減少と、前年に次いで過去2番目に多い件数でした。また、セクシャル・ハラスメントに関する事件数が、410件、前年比35．3％と増加しました。　私人等における人権侵犯事件では、住居・生活の安全に関する侵犯（相隣間におけるものなど）が3，730件と最も多く、次いで、学校におけるいじめ事案が2，955件、暴行・虐待（夫の妻に対する暴行、児童虐待など）が2，749件、強制・強要事案（夫の妻に対する強要、ストーカー行為など）が2，281件、プライバシー関係事案（インターネット等によるものなど）が2，257件、労働権関係事案（パワーハラスメント、労働基準法違反など）が2，106件と大きな割合を占めています。　また、「人権意識調査」においても、「あなたは、今までに、ご自分の人権が侵害されたと思ったことがありますか」という質問に28．7％が「ある」と答えており、前回より1．0％以上上昇しています。（参照：P7（問3）のグラフ）　今後、一層複雑多様化していく人権課題に対して、実効性のある人権侵害の早期発見と救済を進めていくためには、市民がどんなことでも、気軽に相談できるよう相談窓口の更なる充実が必要です。また、人権侵害を受けた場合の救済制度について様々な機会を捉えて市民に周知するとともに、法務省の人権擁護機関（法務局及び人権擁護委員）との緊密な連携が必要です。1　トEE市民の様々な悩みや相談に対応するために、人権擁護委員による人権110人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）相談、専門カウンセラーによる女性のための相談、DV相談、家庭児童相談、子どもSOS、教育・いじめ相談、教育相談、心配ごと相談、職業相談、消費生活相談、法律相談、一般市民相談などの窓口を設けてそれぞれ相談を行っているほか、各担当窓口でも毎日相談を受け付けています。　なお、障がいのある人に関する相談については、障がい者支援課において総合相談を実施しているほか、相談支援事業者への委託による相談支援機能の強化、指定相談支援事業所による計画相談支援、障害児相談支援、基本相談支援の実施、「野田市障がい者団体連絡会」の協力により当事者関係者相談を実施し、適切な支援に取り組んでいます。　今後も市民が気軽に相談できるよう各相談窓口の連携を図るとともに、内容の充実に努める必要があります。　市民が気軽に相談できるよう各相談窓口の連携を図るとともに、内容の充実に努める必要があります。・市民が気軽に相談できるよう各相談窓口の連携・充実・市報や市ホームページ等による各相談窓口の周知・職e　　・　麟tST；、r詰　イ1・≡　三　　　グ蓼　s　、　法務大臣から委嘱された人権擁護委員は、人権を侵害された被害者からの相談や申告を受けた場合、直ちに法務局と協議し、必要な調査を行っています。　その結果、侵犯事実の認定がされた場合には、ケースに応じて、援助、要請、説示、勧告、告発などの救済措置を行っていますので、人権侵害を受けた場合の救済制度について、制度の更なる周知を図る必要があります。111人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　人権侵害を受けた場合の救済制度について、様々な機会を通じて制度の更なる周知を図るとともに、人権侵害があった場合には、人権擁護機関（法務局及び人権擁護委員）と連携を図り、速やかな対応に努めます。・人権侵害を受けた場合の救済制度について、人権週間や人権擁護委員　の目といった様々な機会を通じた制度の更なる周知・人権擁護機関との更なる連携の強化・市報や市ホームページなどによる人権相談窓口の市民への周知112［「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）1　推進体制施策の方向�@全庁体制での取組・．9　・　畿N’　　ダ　≡▼　行政には、人権と関係のない部局はありません。あらゆる部局は市民の権利と密接に関係のある業務を行っており、公務の遂行に当たっては、一人一人の職員が人権尊重を基本とする認識・姿勢を持たなければなりません。　このような認識も踏まえて本行動計画の積極的な推進を図るため、市長を本部長とする「野田市人権施策推進本部」を中心として、全庁体制で相互に連携を密にしながら、法改正や状況の変化を見据えつつ、取組を進めます。2　関係機関　団体との連携施策の方向�@関係機関・団体との連携uti．　e　　・　鰯＝’：　怠＝1：　灘　’・　9　：’≡’　本行動計画の推進に当たっては、施策の性格として広域的な展開が求められるものについては、国（法務省の地方機関としての地方法務局）、県、近隣市と連携をとりながら取り組むこととし、「千葉県市町村人権施策連絡会」における情報交換や合同研修会などの場を活用します。　また、現在、「柏人権擁護委員協議会野田部会」、「野田市人権啓発推進企業連絡協議会」などの人権関係者、企業のほか、ボランティア団体など市民団体やNPOなどとの協力連携により、様々な機会を利用して積極113F人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）的に啓発事業を進めているところですが、今後も、人権や福祉について先進的な取組をしている団体や関係者などの情報を集め、新たな連携の検討や人権教育・啓発の手法の研究に努めます。　また、「公益財団法人人権教育啓発推進センター」の人権ライブラリー、人権啓発指導者養成講座などを積極的に利用するとともに、「一般社団法人千葉県人権啓発センター」の情報誌や講演会により千葉県内の人権に関する情報を得ていきます。3　人権施策の周知及び人権教育　啓発の推進�@誰もが分かりやすい言葉での教育・啓発施策の方向�A誰もが受け入れやすく興味を持てる教育・啓発�B様々な機会を利用した教育・啓発　1E　本行動計画は、「個性豊かなまちづくりを行う人権・平和尊重都市宣言」の推進を目指し、野田市として市民ぐるみで取り組むための行動指針であり、市民が講演会などの事業・施策に積極的に参画し、また、人権施策に関する事業を必要に応じて利用できるよう周知に努めることが犬切です。　　「人権意識調査」では、「市では人権についての理解を深めていただくためにさまざまな取組を進めていますが、「あなたは、今後どのような取組を充実させていくべきだと思いますか」という問いでは、「学校や地域における人権教育の充実」が22．7％と一番多く、次いで「市報や市ホームページでの啓発情報の充実」が16．0％、「人権に関する相談体制の充実」が13．3％」となっており、学校や地域における人権教育の必要性や啓発活動の充実などが求められています。（参照：P24　（問37）のグラフ）　市では、今後も幅広い層の市民が事業・施策に参画し、また利用できるよう、市報やホームページなどを通じて積極的なPRを行い、資料や情報の提供に努めます。　本行動計画に盛り込まれた事業・施策を効果的に推進するためには、市民一人一人が自分自身や他の人の人権の大切さや、人権にかかわる各種の課題について正しく理解することが必要です。このため、人権教育・啓発を行うに当たって、次の点に留意しながら進めます。［F114人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）e．輌　・　醗．1グ　・▼≡　　　酷　’x　教育・啓発の対象者は全市民であり、子どもじんけん映画会や人権出前講座などを通じて、多様な年齢や職業の市民一人一人の生活の中に人権意識が根付くことを目標に、明確かつ簡易な表現での情報発信に努めます。”e　・　麟．∀．　　　1三lIY　児童・生徒に向けた教育読本の作成などに当たっては、本行動計画の目的と内容を踏まえるとともに、それぞれの段階で興味が持て、気軽に読んでもらえるよう工夫をします。　また、講演会や講座などについては、より多くの市民が参加できるよう、一般向け講演会及び出前講座を実施しますが、更に内容を工夫します。e．ψ　・　鰯・　．諾f・▼it’　　　鰭　△　野田市では様々な行事が開催されており、これらの機会を利用して、特定の人々や団体だけでなく、これまで人権問題に関心のなかった人も教育・啓発事業に参加できるように工夫し、あらゆる人々がそれぞれの認識や理解に応じて人権意識を高めていけるよう努めます。　また、「柏人権擁護委員協議会野田部会」との連携により、特設の人権相談コーナーを設けるなどの手法により相談窓口と人権擁護委員の活動について一層の周知を図ります。115人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）4　計画のフォローアップ及び見直し施策の方向�@野田市人権施策推進本部による進行管理�A野田市人権施策推進協議会への報告及び諮問“・ダ　　・　蟹曝　昌e　調≡　匡　≡：　本行動計画の事業・施策が適切に推進されているか、また効果を上げているかという点について定期的にフォn一アップをしていくため、施策体系に基づき「野田市人権施策推進本部」が進行管理を行います。　本行動計画の事業・施策について、定期的に又は適宜野田市人権施策推進協議会に報告し意見を求めます。　本行動計画は、計画期間の終了、又は必要に応じて見直すこととし、見直しに当たっては「野田市人権施策推進協議会」に諮問することとします。EE116パブリック・コメント手続の実施について1　募集の趣旨　「野田市民憲章」　「平和祈念碑」　f個性豊かなまちづくりを行う人権・平和都市宣言」等の理念や野田市総合計画等に基づく人権課題の解決を図るための施策として策定した現行計画が令和元年度で満了となることから、障がいのある人、同和問題、外国人に対する差別解消法の施行、性的少数者やインターネットを利用した人権問題などの新たな人権課題、また昨年度実施した「野田市人権に関する市民意識調査」の結果にみられる人権に対する市民の関心度や野田市の実態等を踏まえ、これまでの課題や施策を見直し、令和2年度から令和6年度までを計画期間とする、　「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）」の素案がまとまりました。　そこで、策定にあたりお知らせするとともに、皆さんから広くご意見、ご提案を頂くため、次の方法でパブリック・コメント手続を実施します。2　パブリック・コメント手続の実施根拠　野田市パブリック・コメント手続条例第3条第2号　　「市の基本的な政策に関する計画の策定又は変更」　｜t3　意見を募集する政策等の案　人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）　（素案）4　政策等の案等の入手方法◆市ホームページ内　「パブリック・コメント」からダウンロード◆文書閲覧　　・市役所5階　人権・男女共同参画推進課（担当課）　　・市役所1階　行政資料コーナー　　・いちいのホール1階行政資料コーナー　　・各福祉会館（谷吉、七光台、島、関宿）　　・各公民館（中央、東部、南部梅郷、北部、川間、福田、関宿中央、関宿、　　　　　　　二川、木間ケ瀬）　　・各図書館（興風、南、北、せきやど）　　・生涯学習センタート5　意見の募集期間　令和2年1月8日（水曜日）から令和2年2月6日（木曜日）まで6　意見を提出できる方　　市内に住所を有する方、市内に事務所又は事業所を有する方、市内に通勤又は通学している方、　「人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）」に利害関係を有する方7　意見の提出方法　　次のいずれかの方法により提出してください。〒278−8550野田市鶴奉7番地の1◇郵送の場合野田市役所児童家庭部人権・男女共同参画推進課　宛て※2月6日の消印有効（募集期間最終目）○市役所5階人権・男女共同参画推進課受付時間：午前8時30分から午後5時15分まで（土曜日及び日曜目を除く）　戸◇意見投函箱○市役所1階総合案内◇持参の場合○いちいのホール1階　関宿支所受付時間：午前8時3◎分から午後5時15分まで（土曜日及び日曜日を除く）○各福祉会館、各公民館、各図書館、生涯学習センター受付時間：各施設とも開館時間内（休館日を除く）◇ファクシミリの場合（FAX番号）　04〜7123〜1074◇電子メールの場合市ホームページから送信できます。8　意見を提出する書式　　意見提出用紙を用意していますのでご利用ください。　　なお、人権教育・啓発に関する野田市行動計画（第3次改訂版）に対する意見と書いて、住所、氏名（法人その他の団体にあっては、所在地、団体名及び代表者氏名）、ご意見等が明記されたものであれば任意様式でも構いません。9　意見の取扱い　　提出されたご意見の概要やご意見に対する市の考え方などは、住所、氏名など　　個人情報を除いて市ホームページで公表する予定です。　　ただし、募集の趣旨と直接関係のないご意見等については、パブリック・XXメント手続の意見として取り扱いません。また、ご意見を頂いた方への回答は行いませんのであらかじめご承知おきください。10　問合せ先　　児童家庭部人権・男女共同参画推進課　　電話04−7125−11U　内線2577

